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議事日程 

       第１ 諸般の報告 

       第２ 会議録署名議員の指名 

       第３ 一般質問 

 

開議       午前９時００分 

議事の経過 

（再開） 

○議長（林  克君） （午前９時００分） 皆さん、おはようございます。 

 ただいまの出席議員は２４名であります。定足数に達しておりますので、本日の会議を

開きます。 

 これより日程に入ります。 

 （日程第１） 

○議長（林  克君） 日程第１、諸般の報告を行います。 

 出席議員２４名全員であります。 

 次に、本日の議事日程は、既に配付いたしております議事日程どおりであります。 

 次に、本定例会に説明員として出席通知のあった者の職氏名は、お手元に配付いたしま

したので、ご了承願います。 

 （日程第２） 

○議長（林  克君） 日程第２、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は会議規則第１２０条の規定により、第１９番、原田薫君、第２０番、

田中栄太郎君を指名いたします。 

 （日程第３） 



 －109－

○議長（林  克君） 日程第３、昨日に引き続き一般質問を行います。 

 発言順位は、一般質問一覧表のとおりであります。順次発言を許します。 

 質問にあたっては、簡単明瞭にされるよう希望いたします。 

 それでは、通告第７号、第１２番、中島一雄君。 

○１２番（中島一雄君） 皆さん、おはようございます。１２番、中島一雄でございます。

私は、地球温暖化と本市のバイオマスタウン構想の展開についてお伺いいたします。 

 近年、地球温暖化については、今さら言うまでもなく、北極圏では、氷が解けまして、

ホッキョクグマの住むところがなく、氷の上に上がれなく、海を泳ぎ回り、命を落として

いるのが現状であるとのことでございます。 

 地球温暖化による大きな被害を防ぐには、２０５０年に少なくとも世界の温室効果ガス

の排出量を現状から半減させる必要があると言われております。冷房設備温度２８度、暖

房設備温度２０度、アイドリングストップ、節電などを呼びかける取り組み、チーム・マ

イナス６％も既にご存知の方も多いと思いますが、国民参加型運動が定着しております。

深刻な現状にある地球温暖化問題に向け、温室効果ガス排出量削減を議定書締約国に義務

付けられております。本市では、「楽２（らくらく）エコ・トライ」を独自に創設し、成果

を上げております。今後、ますます地球温暖化対策に対する視点が生活面や産業界でも重

要になっており、地域づくりにおいても、それを率先するよう一層推進しながら、低炭素

社会へ移行しなければならないと考えております。 

 さて、この温暖化問題の主たる原因は化石燃料への依存にありますが、これに関連して、

以下、３点の質問についてお伺いいたします。 

 １点目は、本市ではバイオマスタウン構想が３月に策定されましたが、地球温暖化問題

との関連及び現在の動きをお伺いいたします。 

 ２点目には、前回質問いたしました木質バイオマスチップのプールでの熱源利用の進捗

状況をお尋ねいたします。 

 ３点目、市の個人住宅への太陽光発電設備補助がなくなる方向にあるが、今後どう考え

ておられるのか。 

 以上、３点についてお伺いいたします。 

○議長（林  克君） まちづくり政策室政策監。 

○まちづくり政策室政策監（南 喜代志君） おはようございます。中島議員の地球温暖

化対策とバイオマスタウン構想の展開についてのご質問にお答えをします。 
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 議員ご指摘のとおり、地球温暖化の最大の要因はエネルギー問題であり、化石燃料依存

型から自然、省エネルギーに向けた新しい経済の仕組みと社会スタイルの確立が急務であ

ると考えております。こうした観点から、バイオマスタウン構想の中では、野洲市の里山、

農地、そして琵琶湖に至る資源や家庭、事業所から出る有機資源を最大限に活用し、エネ

ルギー利用や堆肥化などを通して、環境と経済が両立する資源・経済循環型社会を構築す

ることを目指しております。 

 さて、市の公共施設の中で、２次エネルギーベースでの二酸化炭素排出量が最も多いの

は温水プールで、木質バイオマスチップによります熱源利用、また、次に排出量が多いク

リーンセンターでは生ごみによりますバイオガス発電や熱利用を図るなど、未利用バイオ

マスと廃棄物バイオマスの有効利用により、経済循環を促進しながらも地球温暖化防止に

実効性の高い事業を盛り込んでおります。 

 現在の主な動きにつきましては、２点目の木質バイオマスチップのプールでの熱源利用

の進捗状況を先に回答させていただきます。 

 現在、平成２０年度、２１年度にかけて、建築設計業務、木質チップボイラー、これは

３００キロワットですが、これと附帯する建屋などの建築工事並びにチップ製造機械等の

導入事業を行う予定で、農林水産省と協議をしているところでございます。 

 この他、水資源開発機構や民間事業者が進めます刈り草、藻などを混合した堆肥化の検

証データに基づきまして、有機肥料の農地還元を進めていきます。また、もみ殻について

も、地域での燃料用材等への活用として検討をしてまいりたいと考えております。 

 その他、小規模ながらさまざまな事業が展開されておりまして、それを生かすよう、バ

イオマスタウンの実現に向け、鋭意取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、３点目の市の個人住宅への太陽光発電設置補助制度の今後の方針についてお答え

をいたします。 

 住宅用太陽光発電システム設置補助事業は、旧野洲町におきまして平成１０年度から実

施して、現在、環境課で取り組んでおります。平成１９年度末までの実績を見ますと、設

置件数で３０５件、発電容量では１，０３７キロワットの成果を得ております。また、当

システムの総設置件数に対し、補助による設置件数は約７０％であり、設置補助制度とし

ての効果は出ていると判断をいたしております。 

 今後も、引き続き市の広報紙やホームページ等での情報提供により当該補助制度を継続

していきたいと考えております。 
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 以上、お答えといたします。 

○議長（林  克君） 中島一雄君。 

○１２番（中島一雄君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 ７月の主要国首脳会議、いわゆる北海道・洞爺湖サミットの議長国を務める日本は低炭

素社会への責務を負わなければならない。こういう責務があるわけでございまして、先日、

６月９日でございましたが、日本の地球温暖化対策、福田ビジョンを発表されまして、温

室効果ガスの排出量を企業が売買する、いわゆる排出量取引制度について、今年の秋から

試行的に実施を開始すると表明されたところでございます。日本の温室効果ガス削減では、

２０５０年に現状６０から８０％の削減を目指すと明言されておるわけでございます。 

 朝のテレビで、反対しておりましたドイツ、アメリカも削減目標に向けまして前向きに

なってきたということを報じられておりました。太陽光発電の補助について、年々少額に

なり、補助というよりはお礼程度になっております。実態として、推進効果になっていな

いと思っております。福田ビジョンの中に、太陽光発電の普及方法も盛り込まれまして、

既に打ち切られた太陽光発電装置の住宅向け補助金を復元させるなどの検討がされており

ます。野洲市といたしましても、再度、補助金などの枠組みをしっかりご検討をお願いし

ておきたい。 

 また、本市においては、先ほどもご回答にありましたように、二酸化炭素が多い温室プ

ール、次に多いクリーンセンターに温暖化防止に実効性の高い事業を盛り込んでおります。

また、バイオマスタウン構想にあっては、環境と経済が両立する資源・経済循環型社会を

構築することを目標としている取り組みには評価したいと思うところがございますが、そ

こで、再度、木質バイオマスチップについての関連質問をさせていただきます。 

 昨年、耐用年数が過ぎていたボイラーが故障いたしまして、新たに重油ボイラーが導入

されましたが、それと来年予定されているボイラーとの関係はどのように位置付けられて

いるのか、また、その木質チップボイラーの規模とチップの供用量をお尋ねしておきたい。 

 以上です。 

○議長（林  克君） まちづくり政策室政策監。 

○まちづくり政策室政策監（南 喜代志君） 中島議員の再質問にお答えを申し上げます。 

 太陽光発電設備の補助制度支援策につきましては、国の動向も踏まえながら、野洲市と

しての制度を再度研究をしてまいりたいと考えております。 

 そして、次に、木質チップボイラーの規模とその供給量についてでありますが、温水プ
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ールの熱源として必要なボイラーの容量は、全体で約１，１６０キロワットと考えており

ます。この熱量が要ります理由は、１日の単位では、ボイラーの立ち上げ時や瞬時の追い

だき、年間で見ますと、冬の１月から３月におけます熱量を確保するためでございます。

これらのピーク時を除きますと、３００キロワット以下の出力で推移をしておりますので、

年間単位で見ますと、この熱量で全体の約９０％をカバーできると、こういうふうな計算

をしております。 

 こうしたことから、出力安定時の３００キロワット以下を木質チップボイラーで賄うの

が経済合理的に妥当と考えております。３００キロワット級１基を想定しております。し

たがいまして、木質チップボイラーは安定時のメインボイラーとして利用いたしまして、

重油ボイラーはピーク時や瞬時の追いだき用のバックアップボイラーとして利用したいと

考えているところでございます。いわば、車で言いますと、ハイブリッド的なものでござ

います。 

 それから、チップの供給量についてでございますが、今後５年を目処にウエットベース

３０％で年間約３００トンの供給を整えていきたいと、このように考えております。そし

て、その原料は、間伐材や林地残材、公園街路樹などの剪定残、そして製材に伴います端

材や燃焼可能な建築廃材を考えているところでございます。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（林  克君） 中島一雄君。 

○１２番（中島一雄君） それでは、再々質問をさせていただきます。 

 できる限り早急に供給体制を整えていってもらいたいと願うところではありますが、こ

の事業を継続するためには、木質チップ製造に係る採算性が最も重要になると思いますが、

どのように考えておられるのか、これもお伺いしておきたいと思います。 

 価格を考える際、大量消費社会では価格と比較しがちですが、環境という側面があるの

をきちっと考えてもらいたい。例えば、有機野菜でも太陽光発電でもそうです。いいもの

はある程度価格が高い。こうしたものを行政が率先して利用することで価格が安定すると

思います。市民の善意に頼ったり市民の負担で補うのではなく、ぜひ継続できる枠組みを

つくってもらいたいことをお願いしておきます。 

 最後に、バイオマスタウン構想の展開については、内閣府、総務省、文科省、農水省、

経済産業省、国交省、環境省の１府６省が連携されまして持続的に発展可能な社会、バイ

オマス日本の実現に向けて強力に推進していることもありまして、本市としても、ぜひそ
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の具現化に向けて頑張っていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） まちづくり政策室政策監。 

○まちづくり政策室政策監（南 喜代志君） 中島議員の再々質問にお答えを申し上げた

いと思います。 

 考え方としましては、原油はこの先まだ高騰するであろうと、このように予想をされて

おりますけれども、今のご質問は事業を継続するための採算性のご質問だと思うのですが、

仮にＡ重油がリットル当たり８５円で計算いたしますと、現在、温水プールの重油ボイラ

ーのみでの燃料経費は年間８９０万円程度になります。これをカロリーベースでチップに

置きかえますと、間伐材以外の建築廃材５０トン分をキロ５円で供給すると仮定しますと、

先ほどもウエットベース３０％でと申し上げましたが、大体キロ２９円ということになり

ます。また、机上での計算にはなりますけれども、チップ製造機械の維持費や燃料代、そ

して運搬費等の一定の諸経費をチップ製造者側の負担として、この作業にかかります人員

を通常２人、そしてその最低賃金を１日６，０００円というふうに仮定をいたしますと、

チップの単価はキログラム単位２７円ということに計算上なってまいります。 

 したがいまして、この２つの考え方をベースにしながら、持続できる価格に設定をして

いきたいと、このように考えておりますし、採算性の点で申し上げますと、このぐらいの

単価で採算がとれていくのではないかなと、このように考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 次に、通告第８号、第１７番、小菅六雄君。 

○１７番（小菅六雄君） それでは、一般質問を行います。 

 質問を行うにあたりまして、昨日、参議院で福田首相に対する問責決議案が可決をされ

ました。参議院での問責決議は憲政史上初めてのことであります。言うまでもなく、後期

高齢者医療制度をはじめ年金、道路特定財源及び暫定税率問題、自衛隊の海外派兵と憲法

９条問題など、あらゆる問題で国民から不信任の意思として、これが参議院本会議での問

責決議可決につながったわけであります。よって、市長におかれては、今後も、昨日も議

論になりましたが、例えば、後期高齢者医療制度についても、もっと市民の現在の願いに

沿って配し、そして、国民の健康と暮らしを守る立場に立つ医療制度など、市政運営を市

民、国民の意思に沿ってされるよう、この際、求めておきます。 

 それでは、質問をいたします。 
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 まず１点目に、生活保護の通院移送費の打ち切りについてであります。 

 厚生労働省が４月１日、生活保護受給者に対して病院への通院時に支給していました通

院移送費の打ち切り制限強化の通知を出しました。その内容は、ご承知のように、移送費

の一般的給付を国民健康保険と同等の扱いにし、災害現場からの緊急輸送、離島からの医

療機関への搬送など緊急の場合に限定する。例外的に支給するのは、身体障がい者などで

電車、バスの利用が著しく困難な場合などとしています。これでも、通院等を行う医療機

関は原則として福祉事務所管内としています。また、これを実施するための是正期限を６

月末までの３カ月としています。 

 今回の打ち切り、制限の理由について、北海道の暴力団による不正受給を口実にしてい

ますが、このような理由は道理なく、生活保護基準の切り下げ以外の何物でもありません。

生活保護世帯が医療機関への受診を控えることにつながり、命と健康が脅かされ、憲法２

５条で保障する健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有するという原則と生存権の

否定であります。 

 そこで質問いたしますが、１点目に、そもそも生活保護の実質切り下げにつながる今回

の通院移送費打ち切り通知について、これを撤回することを政府に求めるべきと考えます

が、見解をお聞きいたします。なお、一昨日、厚生労働省が一部通知を撤回したとの報道

もありますが、この件も含めてお聞きしたいと思います。 

 ２点目は、仮に厚生労働省の４月１日の新基準どおりとなれば、８割、９割の人は支給

されなくなると言われております。本市の場合、現在の生活保護受給者数、その中で通院

移送費支給対象者数の実態、さらに、先に言いました新基準どおりになった場合、何名が

対象から外され、実質打ち切りの影響等についてもお聞きしておきたいと思います。 

 ２点目に、国民健康保険制度に関わる問題であります。 

 国民健康保険制度は、言うまでもなく、法律に基づく社会保障制度でありまして、国民

皆保険制度の中核をなすものであります。よって、この立場から、市民が安心して、命と

健康を守る制度として運営する責任が市、行政にあります。本市の場合、国民健康保険の

加入は平成１９年度４月当初で７，４７１世帯。今は、８，０００世帯を超えています。

１万４，８２５人であります。なお、平成２０年度４月からは、後期高齢者医療制度が実

施され、約３，０００人がこの制度に移行しています。さらに、本市の場合、１人当たり

の平均国保税は７万８，６４５円でありまして、県下２６市町の中で大変高い位置にあり

ます。 
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 以上、本市国保の概要ですが、いずれにしましても、他の医療保険と決定的に違うのは、

全体として低所得者層を中心とした制度であります。また、本市では、１９年度当初時点

の集計では、法定減免世帯は、７割減免が１，３２０、５割減免が２１２世帯、２割減免

が５８５世帯とされています。合計２，１１７世帯でありまして、これは国民健康保険加

入世帯全体の２８％となります。減免を受ける世帯が約３０％近くにもなること自体、制

度としての体をなしていないことは明らかであります。いかに国民健康保険税が高いこと

であることが伺えます。このことは本市の国民健康保険税の滞納状況を見ても明らかであ

ります。平成２０年度３月３１日時点で、１，６３４世帯が滞納しています。これは国保

世帯全体の１９．１％。これを見ましても、保険税の高いことが原因であることがわかり

ます。 

 ２点目に、にも関わらず、国民健康保険加入者の命、健康を守る立場での国民健康保険

運営がなされていないことであります。このことは、高い国民健康保険税の引き下げ努力

や保険料減免制度の充実への行政施策の弱さがあると思います。また、過酷な保険証の取

り上げなどによる医療を受ける権利の否定などもあります。 

 そこで、１点目に、高い国保税を引き下げることであります。これまで、市は殊さら国

保制度は互助制度であると強調していますが、一貫して言っていますように、社会保障制

度であります。ですから、一般会計の繰り入れ、いわゆる法定外繰り入れなどを行いまし

て、国民健康保険会計の安定化と保険税の引き下げを行うべきと考えます。この見解をお

聞きいたします。 

 ２点目に、法定減免に加え、市の独自減免制度を充実し、低所得者層への保険料負担軽

減を行うべきであります。見解をお聞きいたします。 

 ３点目に、滞納世帯への対応であります。 

 本市の場合、国保税を１年間滞納すれば、国保税の支払いが困難であるか悪質であるか

に関わらず、無条件に資格証明書を発行しています。よって、この発行比率は県下２６市

町の中で極めて高くなっています。このような発行方式はやめるように考えますが、見解

をお聞きします。なお、本市の場合、資格証明書発行の基準と手続についてもお聞きいた

します。 

 ４点目に、国民健康保険における人間ドックの補助制度であります。 

 後期高齢者医療制度の実施に伴い、これまで国民健康保険加入者を対象に実施されてい

たこの補助制度は、７５歳以上は後期高齢者医療制度に加入したため補助が打ち切られま
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した。しかし、県下でも引き続き実施する自治体があります。昨日の市長答弁では、廃止

ではなく後期高齢者医療広域連合で議論すべきのような答弁でありましたが、私は、現時

点では、市の責任として継続すべきと考えますが、見解をお聞きいたします。 

 ５点目に、今年１０月から、６５歳から７４歳までの国民健康保険加入者の年金天引き

が行われます。国保税の納税は義務とはいえ、年金からの天引きは被保険者の生活実態を

無視し、有無を言わさず強制天引きとなるもので、昨日も議論ありましたように、自主納

税の原則から逸脱しています。やめるべきと考えますが、見解をお聞きいたします。また、

本市の対象者数は何人なのか。さらに、この国保税の天引き制度は選択制ともなっていま

す。この徹底について、どのようにされるのかお聞きいたします。 

 ６点目に、医療費減免であります。 

 この問題もこれまで質問してきましたが、この時期、一層、医療費負担軽減へ国民健康

保険加入者に対しての国民健康保険法４４条に基づく減免制度の実施が必要と考えます。

これまで、検討中と答弁されてきましたが、全国的にこの制度の条例化を実施している自

治体があります。本市でも早期に実施すべきと考えますが、見解をお聞きいたします。 

 大きく３点目、農業振興施策条例の制定についてであります。 

 これまで、一般質問、この問題も行ってまいりましたが、日本の食糧自給率がカロリー

ベースで３９％まで低下し、また、米をはじめ農産物価格は暴落を続け、耕作放棄の拡大

や高齢化による担い手の減少が進んでいますが、政府が進める農政さえ、大農家を含め経

営が維持できない状況になっています。 

 これは、農水省の水田経営の実態調査でも、２００６年農業所得は全国平均でわずか３

９万円でありまして、前年比９％減でありました。また、生産者米価低落で、稲作農家の

時間給はわずか２５６円でありまして、これは最低賃金の半数にも満たない低労賃であり

ます。農家からは、米をつくるほど赤字になる、これでは続けられないと悲鳴が上がって

います。加えて、ご承知のように、現在、世界的な食糧不足、価格高騰が問題になってい

ます。この件では、政府が減反の見直し、緩和等を言及いたしましたが、いずれにしまし

ても、これまでの自民党農政のもと、米の輸入自由化路線、農家には減反の押し付け、片

や年間７７万トンにも及ぶ米の輸入が大きく影響しています。 

 ですから、今こそ、農業、食糧の危機を打開し、食の安全性、安心を保障するため、価

格を保障し、米価を保障し、貿易自由化を見直す、小規模農家を守る政策等に転換するこ

とが必要であります。一部担い手以外は農業支援の対象にしないという品目横断的経営安
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定対策、すなわち水田・畑作経営所得安定対策は中止し、持続可能な農業経営を実現する

ため、価格保障、所得保障制度を抜本的に整備することが必要であります。 

 そこで、１点目に、先に言いましたように、世界的食糧危機と価格高のもと、また食料

主権を否定し、米をはじめとする農産物の輸入自由化路線の農政の転換が必要であります。

同時に、農業破壊と疲弊を一層促進する国内農業施策の転換が必要であります。これは、

農家と消費者の求める要求でありまして、市長は政府にこのことを求めるべきと考えます。

見解をお聞きいたします。 

 ２点目に、現農政のもとでも、本市農政を守り振興させるための整備、すなわち農業振

興条例を制定することだと思います。 

 以前、この問題も質問しましたが、本市農業の現状は深刻であります。もともと野洲市

は県下有数の米生産地であり、野菜生産地でもあります。しかし、米の輸入自由化と減反、

米価の下落、さらに担い手の減少、高齢化で、かつて１９８５年、３０年ほど前ですが、

約３５億円あった米算出額は２００６年には約半分の１７億円にも低下しています。比較

的少ないと思われていた耕作放棄農地も増加傾向です。これは、水田だけではなく、畑地

も放置の畑が増加しています。 

 一方、市の作付面積や農家の減少も歯どめがかかりません。市の統計資料でも、減る一

方であります。ですから、農政が国策といえども、野洲市自身の農業と農地、ひいては環

境保全や地産地消を推進し、振興を図る上で、市の独自の努力が必要であります。 

 現在、全国的にも、都道府県単位、また市町村単位で振興条例を制定し、努力をしてい

る自治体が広がっています。これらの自治体では、条例制定で、例えば、先に言っていま

すように、食糧の安全性と自給率向上による安定供給体制の確立、地域資源の活用と市民

の健康を守る地産池消、環境保全を基本とした食と農業のまちづくり及びそのための食育

の実践などを基本理念、目標と位置付け、また、これらの理念と目標、課題の実践の検証

を農業者はもちろん、消費者や学識経験者らで構成する委員会を構成し、行政・農業者・

消費者一体で進める条例を制定し、行っています。つまり、この条例制定により自治体と

しての責務を位置付けること、さらに、行政と市民が一体で推進されることにより、農業

振興、ひいては持続可能な農業と集落の維持、農地と環境保全に大きな役割を果たすもの

であります。 

 本市では、これまで、農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想、あるいは野洲市水

田農業ビジョンなどを策定されていますが、これらの諸構想、ビジョンをより一層農家と
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消費者の立場に立つものにするためにも、私は本市で振興条例を策定する必要があると考

えますが、見解をお聞きいたします。 

 大きく４点目、野洲養護学校の開校に伴う問題についてお聞きいたします。 

 ４月１日から県立野洲養護学校が開校いたしました。県立学校といえども、本市に開校

された学校であり、本市の子どもも通学する学校でありまして、野洲市として、子どもた

ちや保護者の願いに応える教育条件の整備へ努力されることが必要であります。 

 １点目に、野洲養護学校は八日市養護学校と近江八幡養護学校の統合校であります。そ

こで、肢体と知的の養護学校でありますが、職員の配置が必要であるにも関わらず、され

ていません。野洲市としても、県教育委員会に適正な教員配置を要望すべきと考えますが、

見解をお聞きいたします。 

 ２点目に、通学路の安全確保の問題です。 

 開校以前から問題になっておりました篠原駅から養護学校、そして高木方面への通学路、

通勤道の問題であります。篠原駅から養護学校までが通学路で、毎朝、下校、登校してお

りますが、ご承知のように、危険な通学路になっています。本市として、この安全対策は

責任がありますし、早期に対策をとるべきと考えますが、認識と今後の対応、見解をお聞

きいたします。 

 ３点目に、養護学校における寄宿舎問題であります。 

 県教委は、父母の願いに反し、これも以前質問しましたように、寄宿舎の利用を制限し

ています。寄宿舎は、生活の面はもちろん、教育的観点、卒業後の社会的自立を目指す上

でも、さらには父母の負担軽減という点でも大きな役割を果たしています。改めて、市と

しても、県教育委員会に制限をしないように申し入れると同時に、この指導員の人材の配

置も適正なものにするよう求めるべきと考えますが、見解をお聞きいたします。 

 以上であります。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） おはようございます。それでは、小菅議員の１点目

の生活保護費の通院移送費についてお答えを申し上げたいと思います。 

 これまで、生活保護基準におきまして、通院に必要な移送費、いわば交通費ですけども、

これにつきましては、必要最小限の額とのみ定められておりましたが、今回、国において

給付範囲等の基準と診査等の手続について明確化が図られたことで、保護の実施機関にお

いては、移送費の整合性、また公平性を図る上で必要な通達であると考えておりますので、
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撤回を求めるということまでは考えておりません。 

 また、市の対応としましては、通達に示された内容を基本に、主治医の意見書、また受

給者の病状等を踏まえて移送費の支給をしてまいりたいと考えております。 

 ２点目の生活保護受給者数につきましては、平成２０年４月１日現在で、保護世帯の状

況は１１０世帯で１７４名でございます。また、１９年度で通院移送費を支給しておりま

したのが１５名で、支給額は約６３万円となります。 

 また、影響額の質問ですが、基準が改正されましたことから、現在、受給者の方々への

周知を図ると共に、病状等の主治医からの意見を求めているところでございますので、現

時点で影響額をお答えするまでには至りませんので、ご了承願いたいと考えております。 

 また、厚労省が１０日付で周知文という形で市町村にも通達がまいっております。これ

につきましては、国保並みの一般給付にあわせて、いわば生活保護の受給者への支給決定

という例外給付について、まず、これまで市町村でお問い合わせがあった部分を改めて周

知徹底するということでございますので、今回、そのようなことも踏まえまして決定をし

てまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いを申し上げます。 

 続きまして、２点目の国民健康保険制度に関わる問題についてのお答えですが、まず１

点目の一般会計からの繰り入れにつきましては、これまでにも申し上げておりましたよう

に、国民皆保険制度の基盤を支えてきた国民健康保険制度というのは相互扶助制度を基本

としております。医療給付等につきましても、その財源として、一定のルールに基づいた

補助金、また繰入金以外を加入者の保険税で賄うこととなっております。そのため、これ

までから適切な財政運営と被保険者への説明責任が求められてきたわけでございます。 

 このようなことから、何の基準を持たずに税率を抑えるために安易に繰り入れをするこ

とというのは、税率改定を含めた財政運営全般に対する責任感が希薄となり、財政悪化に

陥るおそれもあるということもありますので、また、一般会計につきましては、国保加入

者以外の方から税収も多く含まれているということから、一定のルールに基づいて繰り入

れと適切な財務管理を行うこと、そして、必要であれば、財政運営状況、税率の改正等に

ついて説明の責任を果たしていきたいということがまず肝要であると考えております。 

 次に、２点目の負担軽減でございますが、低所得者への軽減策として７割軽減等のいろ

んな法に基づく税の軽減策が図られており、不足する歳入につきましては、国庫補助、ま

た市の繰り入れで補てんするもので、保険税への影響を及ぼさない仕組みとなっておりま

す。 
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 しかし、市の独自の減免になりますと、不足する財源を国保の税率の改定もしくは一般

会計の繰り入れに求めるということが生じますが、先に申し上げましたとおり、安定した

運営を図るためには、応益に見合う一定の負担を求める現行の制度を維持することが必要

であると考えております。 

 ３点目の資格証明書の交付でございますが、国民健康保険制度は相互扶助の制度である

と。そのため、未納者に対しましては、納付相談を通じて生活実態の把握に努めておりま

すが、何ら納付の意思を示していただけない場合につきましては、引き続き資格証明書の

交付を行うこととしております。なお、納付意欲のある方につきましては、短期証という

形で切り替えを行っておりますので、今後も適切な交付に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 また、交付の基準と手続ということでございますが、過去１年間以上にわたり納付相談

を行っているにも関わらず全く納税意欲のない方に対しまして、被保険者証の一斉更新の

時期に合わせて交付をするということにしております。 

 ４点目の人間ドック等の補助金についてでございますが、保険制度ではこれまで独自の

健診の制度がなかったということから、平成１８年度までは７０歳未満の方を、また１９

年度からはその年齢要件はなくした形で実施してきたものでございますけれども、今回、

７５歳以上につきましては後期高齢者医療制度への対象となられるということですので、

国民健康保険での対応はできないこととなりますが、本年度開始されます特定健診による

健康診査によりまして、広域連合において健康保持に努められるものと考えております。 

 続きまして、５点目の国民健康保険税の年金からの特別徴収についてでございますが、

相互扶助の仕組みであるということで、国民健康保険制度が安定して運営が図れるよう導

入されたものと考えておりまして、後期高齢者医療制度の特別徴収におきましても幾つか

の見直し案が今考えておられるようですけれども、そのような動向も踏まえながら対応し

てまいりたいと考えております。 

 次に、特別徴収の対象者となる方については、おおむね１，０００名ぐらいおられるか

と見込んでおりますが、実施にあたりましては、特別徴収できる条件がさまざま細かく定

められておりますので、条件が合致する被保険者に対しまして特別徴収をしていくと、こ

ういうことになります。また、周知につきましては、税の納付通知にあわせて実施してま

いりたいと考えております。 

 ６点目の最後の国民健康保険法の第４４条による医療費減免についてでございますが、
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減免を実施する際の適用基準や減免率の考え方、あるいは医療機関ともかなり調整をして

いくというようなことがありますので、昨年来、引き続きまして県下の関係課長などによ

りまして依然検討しておるということですので、現時点では結論を申し上げるまでには至

っておりませんので、ご理解を賜りたいと思います。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 環境経済部政策監。 

○環境経済部政策監（土肥義博君） おはようございます。小菅議員の農業振興条例の制

定についてのご質問にお答えをさせていただきます。 

 １点目の国内農業施策の転換を政府に求める考えはあるかというご質問でございますが、

昨年度平成１９年度からスタートいたしました経営所得安定対策等大綱に基づきます品目

横断的経営安定対策、これ、今年度からは水田経営所得安定対策と名称を変更してござい

ますが、それから米政策改革推進対策及び農地・水・環境保全向上対策、いわゆる農政３

対策を的確に実行していくことが米の価格安定ですとかあるいは食糧自給率の向上につな

がるものというふうに考えてございます。したがいまして、政府に対しまして農業施策の

転換を求める考えはございません。 

 なお、議員のご質問の中で、米の輸入自由化路線をとっているかのようなご発言がござ

いましたが、米については輸入自由化はなされてございませんので、ご承知おき願いたい

と思います。 

 次に、２点目の農業振興条例の制定についてのご質問でございます。 

 これは、先の３月の定例会での日本共産党の代表質問ですとか、あるいは今の１点目の

ご質問にもお答え申し上げましたとおり、農政３対策を的確に推進させていただいて、担

い手農家の育成・振興を図ることが市の農業振興施策として最重要課題と認識をしてござ

います。野洲市の水田農業ビジョンですとか農業経営基盤の強化の推進に関する基本的な

構想に基づきまして推進してまいりたいと考えておりますので、条例の制定は現在のとこ

ろは考えておりません。 

 なお、野洲市の水田農業ビジョンは、農業者の方々をはじめ農業関係団体、実需者及び

消費者の方々で構成をされました野洲市水田農業推進協議会でご議論をいただき策定した

ものでございます。農家と消費者の立場に立ったビジョンであるというふうに認識をいた

しております。 

 また、農用地対策につきましては、今年度より見直しを実施する野洲市農業振興地域整
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備計画の中で本市の方向性を定めてまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 教育長。 

○教育長（大堀義治君） おはようございます。小菅議員の野洲養護学校の開校につきま

しての１点目と３点目のご質問にお答えを申し上げます。 

 まず、１点目の野洲養護学校における教員配置につきましては、県教育委員会の特別支

援教育室に照会をいたしました。そうしたら、法律の定める基準に従い、県全体を見なが

ら適正に配置をされており、また、新設校ということからも十分な配慮がなされていると

いう回答でございました。したがいまして、本市としましては、議員ご指摘の教育条件の

整備等について、特に県へ要望する考えはございません。 

 しかしながら、本市に設置されていますので、特別支援教育の推進と充実を図る上で、

野洲養護学校が専門機関としてのセンター的機能を十分発揮していただけるよう連携を図

っていきたいと、このように考えております。 

 次に、３点目の寄宿舎の利用につきましても、同様に照会をいたしましたところ、平成

１９年度に示された滋賀県立特別支援学校寄宿舎の入舎及び退舎に関する基準に基づき適

正に利用を進めているという回答でございました。設置者の県教育委員会が県内の養護学

校の全体計画の中で保護者をはじめとする関係者の意見を聞きながらご判断されているこ

とでありますので、本市としては特に要望をする考えはございませんので、ご理解をいた

だきたいと思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） おはようございます。それでは、小菅議員の２点目の通

学路安全確保についてのご質問にお答えをさせていただきます。 

 篠原駅から野洲養護学校までの通学路につきましては、平成１８年度より滋賀県におい

て整備を進めていただいておるところでございます。整備の詳細につきましては、県道の

近江八幡市側に用地が確保できた箇所から順次着手をしていただいております。現在の進

捗状況は、平成１８年度で新光善寺川橋から篠原駅に向かって工事施工可能な約１６５メ

ートルの整備が完了いたしております。また、平成１９年度からは、自治会館前から約２

００メートルの整備を現在施工中でございます。これにつきましては、今年度上半期には

竣工の予定ということを聞いております。 
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 さらに、先線の整備につきましては、平成２０年度より用地交渉等に着手しており、こ

の用地交渉で用地が取得完了次第、工事に着手する予定であるというふうに聞いておりま

す。また、この区間につきましては、物件補償等がございますので第三者の問題もござい

ますので、時間的にはちょっと時間を要するかなという思いをいたしております。 

 なお、平成１８年度の施工に際して、住宅が隣接している部分につきましては、この区

間約８０メートルございますけれども、用地取得が建物が建っておりますのでなかなか困

難ということで、既設の道路側溝に蓋を設置いたしまして、幅員でございますけども、約

１．５メートルの歩行者の通行帯ということで確保して整備をしていただいております。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（林  克君） 小菅六雄君。 

○１７番（小菅六雄君） はじめに、通院移送費の問題でありますが、いずれにしまして

も、４月１日通知に基づいて執行していくと答弁されましたが、１５名、約６３万円と言

われましたね。基本が今回の通知で、国民健康保険の移送費支給がそれに準じるというこ

とになっているのですけど、これ、全国で昨年４００件ぐらいしかなかったのですね。本

市の場合、国保での対象者はあったのかどうか。つまり、１５名、約６３万円が適用され

たといいますが、この４月１日通知ではほとんど対象外になると思うのですね。その点、

ちょっとどうなのかお聞きしたいと思います。 

 それと、国保の問題でありますが、国民健康保険制度の被保険者の実態をもっと市当局

も知らないといけないと思うのですけども、例えば、ちょっと見にくいですけども、言い

たいのは、加入者の所得別なのですが、加入世帯は８，５６４世帯がありますが、うち所

得２００万円以下、いわゆる低所得者層と言われる世帯は８，５６４世帯うち５，２２４

世帯、約６１％ですね。それに対して、滞納世帯数、１，６３４世帯あるわけであります

が、うち２００万円以下の滞納世帯が１，０１２世帯、６２％を占めています。国保加入

者の多く、滞納者の多くが低所得者層で占められているのですね。上の３つがいわゆる低

所得者層ですね。下の方が高額所得者層の加入と世帯数です。 

 それと、これなのですが、加入者の職業別なのですが、見にくいな。１９７５年が上、

下が２００５年なのですが、緑の部分が無職の加入者区域ですね。１９７５年は無職の加

入者は８．４％だったのですね。ところが、２００５年は５３．８％まで拡大しています

ね。それと、いわゆる職業がある方といいますか、農林水産業あるいは自営業者が１９７

５年には合わせて約５０％あったのですね。それが２００５年では、農林水産業と自営者
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を合わせても１８％ほどになったのですね。 

 ちょっと見にくかったですが、このように、本当により一層、国民健康保険の加入と所

得実態とを見れば、大変な事態。だから、はじめに言いましたように、国保が低所得者層

中心の制度であるから、やはり根本的には国が負担金、補助金を減らしたのをやめてもと

に戻すことなのですけども、市としては、社会保障制度に基づいて、減免の問題とか、繰

り入れをふやして引き下げを進めるべきだと思うのですね。改めて、この今の実態から見

て、見解をお聞きしたいと思います。 

 それと、資格証明書の発行ですけど、これ、私は市の行政手続条例と資格証明書発行要

綱に明確に違反していると思うのですね。資格証明書の発行は市民に対する不利益処分で

すよね。だから、市の行政手続条例では、処分の乱用にならないように必要な手順を踏ま

なければならないと定められていまして、資格証明書発行要綱の第２条第１項では、保険

証の返還を求めようとする場合は、処分する１カ月前に本人から国保税を納めることがで

きない理由を明らかにした特別の事情に関する届出書の提出を求めなければならない。要

綱第２条第２項では、届出書の提出を受けてもなお正当な滞納の理由が認めがたい場合は、

処分を行う２０日前までに、本人の弁明の機会を与えるため、弁明書の提出を求めること

を義務付けています。さらに、弁明書でも正当な理由と認めがたい場合は、要綱の第２条

第３項で、返還請求通知ができるとなっていますね。 

 ところが、先ほどありましたように、今の市のやり方は、３月中旬に、特別の事情に関

する届出書、保険証返還に関わる弁明書と資格証明書を３つ一括して郵送している。これ

は明確に法律とそれに基づく条例に違反していると思うのですね。だから、これに違反し

た発行方式だと思いますが、見解をお聞きしたいと思います。これは総務部の法規担当で

すか。今のやり方が法に違反しているのかどうか、見解をお聞きしたいと思います。 

 それと、結論的には、だからこういうことはやめるべきだと、もっと親切な納税相談、

指導体制を進めるべきだと思いますが、これもお聞きしておきたいと思います。 

 農業問題でありますが、現状は、先ほど言いましたように、農業の状況はそういう状況

です。先ほど、政策監が言われました水田農業ビジョン構想、読ませていただきました。

全体としては国策に沿った方向になっていますが、部分的には小さい農家もどう支援して

いくかということも書かれていましたが、だからこそ、それを行政が条例で組織的に進め

る。農業者、消費者、学識経験者も含めて、一層確実なものにするために、他の市でやっ

ている振興条例を策定して、市の責務も明らかにして、やはりしていくことが大事だと思
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うのですね。正直な話、このビジョン、構想はつくられたが、なかなか現実、生きたもの

になっていないと思うのですよ。だから、それを進める上でも、再三言っていますように、

やはり条例で確実なものにしていくことが必要だと思うのですね。もう一度見解をお聞き

したいと思います。 

 市内の農家の方から、農業の思いをつづった手記をいただいたのですよ。こういうこと

を書かれていたのですけど、当時、当時というのは昔ですが、「一丁分も米と麦をつくれば

一家６人ぐらいは食っていけた。だが、その米づくりもいつの間にかさびれ、今は米価は

下がる一方。片や消費は減るばかり」。それと、「昔から、農家は生かさず殺さずの農業だ

った。今にして知るべき、米をつくってもだめ、麦も損ばかり、野菜をつくっても経費を

引けば出荷代にもない低価格。いったい農業はどうなっていくのだろうか。どうしろとい

うのか」とか、「このままでは農業がつぶれてしまう。農家は土地を手放し、よそに行って

しまう。農家がつぶれるということは集落がつぶれることを意味する。それでいいのかと

片付けてしまえばそれまでだが、しかし今、せめて少しでも昔を取り戻したいと思うのは

年寄りのため息だろうか。とにかく農業をよくしてほしい」。これが多くの方の農業の気持

ちだと思うのですよ。だから、再三言っていますように、それをきちっと進めるための核

となる条例制定で、先ほど言いました、これを確実なものにしていくことが大事だと思い

ます。改めて見解をお聞きいたします。 

 最後、養護学校の問題でありますが、県教育委員会に電話か何か知りませんけど聞いて、

それでこうでしたではだめですよ。直接学校へ行って聞かなければだめですよ。野洲養護

学校は新設校と言われましたが、県教育委員会は新設校扱いじゃないのですよ、移転校な

のですよ。移転校であれば、新設校に加配される教員はないのです。だから、１９１名の

生徒のマンモス校になって、今、大変になっているのですよね。寄宿舎問題でも、２９名

が現在寄宿していますが、職員１７名、その中で全面介護が必要な子どもは１７名いるの

ですね。だから、本当に大変で、１日勤務を終えた教員２名がボランティアで入って対応

しなければならない事態になっているのですね。だから、その点どう思っておられるのか、

改めてお聞きしたいと思います。加配がされていないのですよ。新設校だったらされるけ

ども、移転校扱いになっていますから。だから、学校に聞きに行かなだめですよ。電話で

聞いたのか何か知らないけど、それはだめです。 

 それと、通学路の問題は皆さんご承知なのですけども、開校と同時にグリーンベルトを

つくられたのですけど、駅のところは側溝もあって一見ましみたいなように見えますが、



 －126－

実際は、グリーンベルトはだんだん細くなって最後はなくなってしまって、このカーブの

ところ、ちょっと車はないですけども、車が通ればすれすれで、先頭は子どもが歩いてい

るのですけど、いつ事故が起きても不思議ではないような通学路です。だから、かつては

死亡事故もあったのですけども。部分的な改良、確かに予算との関係も含めて、いわゆる

県事務所の境界といういろんな条件はあるのですけども、本当に早期抜本的にやらないと

だめだと思うのですね。そういう認識があるのか、今言いました指摘も踏まえて、これ、

強く要望しないと、いつ事故が起きても不思議でない通学路になっています。もう一度見

解をお聞きしたいと思います。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） それでは、小菅議員の再質問にお答えをさせていた

だきます。 

 まず、１点目の生活保護の移送費のことですが、国保の一般的な対応というのがあるか

ないかということで、本市の場合はないですので、実際に起こる可能性としては、これま

でには、病院から病院、どうしても手術の関係で移送される場合に発生したことが過去に

あったと思うのですけど、そういう事例がほとんどないということで、国保の場合はそう

いうことなのですけども、今回、移送費の扱いにつきましては、今回の周知文にもありま

すように、国保の一般だけでなくて、国保における例外給付をどう見ていくかということ

が通達、通知文でもありましたように、現在、市も１５名の方に通院医療費を交付してい

るということで、実態としては、やっぱり内部障がいとか心臓等のどうしても通院医療費

が回数によって多く要るという方を認定しているということですので、大幅にこの国保と

同じようになくなるということまでの適応までは実態としては起こってこないということ

で、これまで市としましては明確な基準がなかったですけども、ある程度他の保護の受給

者の方とバランスをとれる形の移送費の認定をしていたものと考えておりますので、今、

個々に保護の受給者の方に面談とか医師の診断を受けて状態を見ておりますので、先ほど

おっしゃっているような状態のことには支給を中止するということには至らないと考えて

おります。 

 そうしまして、次に、国保のことで、生活の面でということでおっしゃっています。国

保に加入いただく方というのはどうしても、これまでで言うと、年金をもらっていた方と

か自営業の方、一時的に仕事をしておられなかったというような形で、もちろん所得につ

いてはなかなか多くないと。そこらを踏まえまして、実際には、１８年度を見ましても、
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保険税で言うと、３分の１、この部分が各加入者の保険税で、残りが公費等で運営をして

いるということで、そのために、減免があるのですけども、一定限受益に見合うというこ

とで、応益に割る負担をいただくという仕組みになっております。 

 ちなみに、市としても、繰り入れの部分につきましても、１８年度で言うと、２億１，

５００万繰り入れておりましたけれども、本年度は２億７，０００万当初予算で繰り入れ

をしているということで、一定限ルールに基づく分なのですけども、その中には福祉医療

の助成ということもしておりますので、特にその部分で福祉医療で一定限収入の部分とか

高齢者の部分で対応しているというふうに感じております。 

 また、資格証明についてということで、法規ということなのですけども、おっしゃった

ような要綱という部分で定めておりますけども、本市としては、先ほど申し上げましたよ

うに、次の一斉給付ということで、手続としてはその中間でこのような申請をとるという

ことはせずに、一斉給付時に新たな保険証を出す段階でそのような通知ということをさせ

ていただいておりますので、要綱に合ったものと考えておりますので、ご理解をいただき

たいと思います。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 環境経済部政策監。 

○環境経済部政策監（土肥義博君） 小菅議員の再質問にお答え申し上げたいと思います。 

 先ほどの繰り返しになりまして恐縮でございますけれども、やはり農政３対策を的確に

推進していきたいということが市としての農業振興施策として最重要課題だというふうな

認識でございます。したがいまして、水田農業ビジョンですとかあるいは農業経営基盤の

強化の促進に対する基本的な構想に基づきまして推進してまいりたいということで、今の

ところは、条例の制定は考えてはおりません。 

 ただし、今年度、先ほども申し上げましたとおり、農業振興地域整備計画、これから今

年度、来年度にかけて見直しをしていこうかというふうに考えております。当然、こうい

う計画を策定していくときには地域の農家の方の意見を十分反映したものにしていく必要

があるかというふうにも考えております。ですから、そういった中で、皆様方のご議論も

踏まえた中で反映していきたいというふうに考えております。当然、そういう中で、農家

の方々あるいは集落の方々のご意見も聞いてまいりたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 教育長。 
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○教育長（大堀義治君） 小菅議員の再質問にお答えをいたします。 

 実は、５月１６日に養護学校の説明会がございまして、担当者と共に説明を受けに行っ

ております。電話１本で答弁をさせてもらっているというわけではございません。 

 大変です、それはね。どれだけ大変かと言いますと、教職員が１７８名、大体１８０人

ぐらいですね。それから、子ども、児童・生徒が１９１人ですね。そうすると、教職員よ

りも生徒が１３人多いのですかね。だから、ほぼマンツーマンぐらいになります、全体の

数でいきますと。職員室も１つなのですよ。それで、教職員百何人が広い職員室に……。

常時は一緒じゃない、みんなそれぞれ子どもが来ましたら散り散りばらばらですけどね。

だから、校長さんはまだ名前が覚えられないと言ってはりました。そういう状況でござい

ます。 

 それから、障がいの種別は知的障がいと肢体不自由の子どもさんが行っておられまして、

そして、小学部、中学部、高等と３つに分かれてあります。ちなみに、野洲市の子どもは

４８人行っています。小学部に２６人、中学部に８人、高等部に１４人ですね。こういう

ような状況でございますので、指導者、いわゆる教職員の数もそれだけ要るだろうと思い

ますし、それから、定数よりも余計に、十分配慮はしてもらっているのだというふうに校

長さんからも聞いております。 

 それから、寄宿舎でございますが、決まりは片道９０分以上で通学が困難な児童・生徒

と、こういうふうになっておりますし、それだけじゃなしに、個別の事情がございますよ

ね。上記以外の理由により通学困難と認められる者というふうに書いてあります。ですか

ら、個別の相談に応じまして、家庭の事情もあるだろうし、いろいろありますから、そう

いうことで対応をしておられます。今後も、また県教委も私も行くこともございますし、

そして、正式な要望書、市から要望というのでなしに、こういうような状況ですよと、私

も現場を見ているのですから、そういうようなことで話はしていきたいというふうに思い

ます。 

 しかしながら、県の施設でございますので、権限は県教委でございます。ですから、非

公式にといいますか、機会を見て、そしてお願いのできることはお願いをしていくと、こ

んなことを今考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、小菅議員の再質問、先ほど写真を見せていた
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だきまして、我々も十分承知しておるのですけども、議員の方からもお話がありましたよ

うに、ちょうど南部振興局、県の方の行政界になっております。この緑の路面表示でござ

いますけれども、これは、県の東近江振興局の方では、建物等が建っておる関係もござい

ますし、私の推測ですけれども、篠原駅の関係もあるというふうなことで、今のところ歩

道の計画は持っておらないということで、たちまちこの地元の方からのいろんな要望もご

ざいまして、緑の路面表示をしたということでございます。 

 確かに、歩道ではございませんので非常に危険な状態でございますので、南部振興局の

方は鋭意努力していただいて歩道の整備をしていただいておりますので、それの整合も含

めて、我々としては、今後また東近江振興局の方にも整備について要望してまいりたいと、

こういうふうに思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○議長（林  克君） 総務部長。 

○総務部長（前田健司君） 小菅議員の再質問の中で、資格証明書の発行については手続

上法令に違反しているのではないかというようなご質問であったと思いますけども、先ほ

ども市民部長の方からもお答え申し上げましたように、法律に照らし合わせて、また要綱

を定める中で運用として手続上不備はないというふうに認識をしておりますので、法令に

は何ら問題はないと解釈しておりますので、回答とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 暫時休憩いたします。再開を１０時４０分にいたします。 

            （午前１０時２１分 休憩） 

            （午前１０時４０分 再開） 

○議長（林  克君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 小菅六雄君。 

○１７番（小菅六雄君） いずれにしましても、担当課においても、これまでの努力その

ものを否定しているわけではないのですけども、しかし、資格証明書発行要綱と実際は違

っているのは事実なので、きちっと被保険者の立場に立ったことを求めておきたいと思い

ます。 

 それと、学校を視察されたとありましたが、私も６月５日、行ったのですね。教育長は

新設校と言われましたが、先ほど言いましたように、移転校なのです。移転校の場合は、

職員の加配、寄宿舎等含めて、されないのですよね。だから、本当に大変なのです。何か

満足されたような答弁をされていましたが、私どもが行ったときには切実な要望が寄せら

れました、職員の問題でも。本当に、先ほど４０名と言われましたが、子どもの立場に立
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ったことを市教育委員会もされるよう求めておきたいと思います。 

○議長（林  克君） 次に、通告第９号、第１４番、中田幸子君。 

○１４番（中田幸子君） １４番、中田幸子でございます。私は、今回は２件について質

問したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、第１件目は、子どもたちのケータイネットの危険性についてお伺いいたします。 

 子どもの携帯ネットの状況は、ここ数年、従来の非行や逸脱傾向が拡大し、子どもの社

会で暗いネット文化が当たり前と言わざるを得ません。特に、この２年間の変化を見ると、

子どものインターネット上の遊びサイトがふえ続けております。その１つが学校裏サイト

と呼ばれる掲示板遊びです。また、プロフ、いわゆるプロフィールサイトという遊びがあ

りますが、こちらは今、大流行しております。学校裏サイトは、いじめの問題でクローズ

アップされておりますが、それだけではなく、子ども自身にサイトを開設させて、多くの

子どもたちがその中で遊んでいるうちに、実名を挙げた誹謗中傷やわいせつ情報を書き込

むようになっております。今は、子ども自身が情報を発信し、加害者になるという問題が

起こっております。また、プロフ遊びはホームページ発信遊びです。こちらの方が学校裏

サイトよりも見守りが難しいという問題がございます。 

 全国の中学生のうち、携帯を持っているのは５割から６割ですが、そのうち５割がプロ

フを持っていると推定され、実に膨大な数になると考えられます。こうした遊びは高校生

にも広がっておりますが、高校生のインターネット利用は家庭も学校も指導できない状況

にまで来てしまったというのが実感と言われております。これからどんなことが起きるか

私たちは強く危惧しておりますが、このような社会情勢から、本市においては子どもたち

の携帯利用の危険性をどのように把握し指導しておられるのか、また今後の対策について

のお考えをお伺いいたします。 

 第２件目、野洲駅前の一時駐車場スペースについてをお伺いいたします。 

 野洲駅の乗降客は、平成１８年度の調査によりますと、１日平均２万７，５３８人でご

ざいます。このうち送迎をしておられる方が１割と考えたとしたら、２，７５０人ですが、

朝の乗車人数だけだとしても、約半分として１，３００人以上で、１人１台で送ってこら

れたとしたら、１，３００台の車が駅前広場に入ってきていることになります。この台数

はほぼ朝７時から８時までに集中しております。夕方は、帰宅時間に多少のずれがあった

としても、午後６時から７時は集中的に混雑しているのが現状でございます。今までにも、

多くの方からこのことについては不満の声や要望が出されていたことと思いますが、とし
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たら、この対策は早急に取り組む必要があるのではないかと考えております。 

 現状の駅前広場は、自家用車だけでなく、バス、タクシーも乗り入れていますので、自

家用車の乗降するスペースさえない状態でございます。また、来客のために改札口まで送

迎に行くこともありますが、南口には現在、障がい者用を含めて３台分の一時駐車場が設

置されております。北口には一時駐車場が設定されていなく、梅雨の時期となりました今、

送迎は台数も２倍と考えられます。利用される方から不満が募るばかりでございますが、

今日まで大きな事故がなかったのが幸いかと思われます。 

 現在、駅周辺都市再生整備計画が出されておりますが、南口は本年度から設計に入り、

２２年度には実施の計画でございますが、北口は実施が２４年度となり、整備計画にはこ

の件の対応はされておりませんし、整備計画に合わせて検討されるには遅すぎます。一日

でも早く、住民が住みやすい、住民が利用しやすい駅前であるべきだと思っております。 

 この件について、住民から今までにどのような声を聞き、住民からはどのような提案を

されてきたのか、またその対応についてはどうされてきたのか、そして今後の計画につい

てをお伺いいたします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（林  克君） 教育長。 

○教育長（大堀義治君） 中田議員の１点目の子どもたちのケータイネットの危険性につ

いてのご質問にお答えをいたします。 

 子どもたちに迫ってくる危険なものの１つとして、議員ご指摘の携帯電話は、子どもの

居場所を確認できるなどの有益な面と危険な部分を持つものとして、その利用の仕方につ

いて危惧しているところでございます。 

 現在、携帯電話の所有が小学生や中学生で進んでいる中で、携帯電話を持たせている大

人の携帯電話に潜む危険性の認識不足や無防備な予防対策の実態などが明らかになってき

ています。そのことは、守山野洲少年センターが小中高生徒、その保護者を対象に実施を

しましたアンケート結果からもうかがえます。 

 昨年度におきましても、ＰＴＡの研修会や少年センター主催の研修会等で有害サイト等

に関する研修会を実施しているところですが、今後も、子どもたちを取り巻く現状を大人

がしっかりと認識し、危険な側面を有する携帯電話を持たせている大人の責任として、特

に家庭において、子どもと向き合い、使用方法やフィルタリングなどの予防対策について

話し合うよう啓発を行うと共に、現在、国会で審議されていますインターネット規制法案
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等の法整備の動向を見守っていきたく考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、中田議員の質問の２点目の野洲駅前の一時駐

車場スペースについてのご質問にお答えをさせていただきます。 

 野洲駅前広場につきましては、野洲市の中心地として、また交通の結節点として重要な

場所でございます。市民の方や企業の方の日常の通勤・通学の場として、多くの方に利用

をいただいております。平成１５年度の野洲駅利用者数は２万６，４１２人でありました

のが、先ほど議員も申されましたように、平成１８年度では２万７，５３８人と、１，１

２６人の増加となっておりまして、野洲市へ居住された方や企業の増加によるものと考え

ております。今後、ますます野洲駅を利用される方がふえてくるものと思われます。 

 このような中で、議員ご指摘のとおり、駅前広場につきましては、朝夕の通勤時間帯に

は送り迎えのマイカーや企業の送迎バス等で混雑している状況であることにつきましては

十分認識をいたしておりますし、また、住民の方々からもいろいろご要望をお聞きしてい

るところでございます。 

 北口の駅前整備に際しましては、限られた区域の中で、より効率的な整備、またスムー

ズに安全に利用いただけるように検討を加えながら整備を進めてまいりたいと考えており

ます。また、北口には、障がい者用のスペースの駐車場を、公衆便所の前でございますけ

れども、１カ所だけですけれども整備をいたしております。 

 そのようなことで、今後検討を加えながら整備を進めてまいりたいと思っておりますの

で、よろしくご理解をいただきますようにお願いをいたします。 

 以上、回答とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 中田幸子君。 

○１４番（中田幸子君） ただいまの答弁、教育長のを聞かせていただいておりますと、

本当に危険性を感じているのだろうかと、今、携帯メールで亡くなる子どもたちもあると

いう今の時代に、野洲では何も起こっていないからという何か軽い気持ちのような答弁を

感じて、これではいけないなという実感を今いたしました。 

 それで、私の調査した中で再質問であとまたお伺いいたしたいことがありますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 まず、国の調査では、ネットいじめの代表的なスタイルは学校裏サイトの中傷書き込み
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やプロフのなりすましいじめとされております。平成１９年度のネット利用の人権侵害犯

罪が４８．２％増になっております。そして、１８年度の文部科学省の調査では、いじめ

件数１２万４，８９８件、そのうちネットいじめは４，８８３件、約３．９％ですが、実

際にはもっと高いパーセントと思われるということです。なぜならば、ネットいじめの被

害者の３割から４割は誰も話していないからと考えられるからです。そして、それは、携

帯電話を親に取り上げられてしまうことをおそれて、子どもたちは親に打ち明けることも

せず、表面化しにくい問題であるようです。また、被害者側は、加害者がすぐにわからな

い不安から、周囲の友達に対する疑いの心で大きなストレスを抱え込んでいる状況でござ

います。 

 全国的には、携帯電話を持った子どもは、小学生で３割、中学生で６割、高校生で９割

以上で、実に多くの子どもがインターネット接続可能な環境に置かれて、また、ネットい

じめの加害者にも被害者にもなる環境でございます。野洲市内の小学校で携帯電話を持っ

ている子どもは、現在、どのくらいありますか。また、守山野洲少年センター実施のアン

ケートをとられたということですが、その内容についても伺います。また、そのアンケー

ト結果活用についてはどうされたのかも重ねてお伺いいたします。 

 そして、予防対策としての取り組みは具体的にはどのようにされておられるのか。 

 また、今日までに携帯によるいじめや犯罪、誹謗中傷、それからトラブル等が発生して

いませんでしたでしょうか。もしあったら、何件発生し、その対策はどのようにしてこら

れたのかをお伺いいたします。 

 そして、全国的にも、今、携帯の購入の理由のほとんどが家族で連絡を取り合うため、

そして遅くなるときの緊急連絡用です。これが一番多いのですが、これだけの活用ではな

くなっている今日、このプロフィールサイト、学校裏サイトと呼ばれている掲示板遊びに

使われているのが現状でございます。文科省の調査では、学校裏サイトを知っている人は

３３％で、そのうち見たことがある人は７５％です。書き込み経験者は１４％です。その

うち、年に数回が３８．８％、ほぼ毎日書き込むというのが２２．４％となっております。

書き込む理由としては、暇つぶしというのが７６．８％です。その他は、友達や先生に関

する情報交換が目立っております。また、「アダルト広告や出会い系サイトの広告を見たこ

とがある」は、３６．２％、約４割を占めております。インターネットやメールの利用が

９０．２％を占めている中で、用途は、友達とメール交換が８０％ですが、プロフを見る

のが４７．８％、プロフをつくるのが２６．８％となっております。 



 －134－

 このような現状から、私自身もプロフを閲覧してみました。幾つものプロフを扱うプロ

バイダーの中から１つを選び、野洲市で検索したら、住所や出身が野洲市であるプロフが

８５件ありましたが、他のプロバイダーもあるので、野洲市民のプロフが幾つあるかわか

らないです。相当あると想定いたします。その１つを例に挙げますと、約４０項目に答え

ると自己紹介文ができ、作成費は無料となっております。今、実際にちょっと言ってみま

すけれども、私が開いたところ、名前は伏せておきます。項目は４０項目あるのですけれ

ども、全部読むと大変ですので、例えば、「誕生日は７月４日。星座はかに座。血液型、Ｂ

っぽいＡ。住んでいるところは野洲市北野学区だよ。産まれたところ、守山。学年、中３。

身長、１５８。足のサイズ、２４。髪型はボブっぽいけど、ちょっと違う。性格、何でも

はまる」。好きな男性とか好きな食べ物、好きな芸能人と、いろいろと４０項目ありました

が、一番最後に、足跡、ゲストブックというところがありますが、ここをクリックすると、

何と裸の写真がでてきました。その女の子は多分中学生ぐらいだと思うのですけれども、

本当に全身裸です。そして、横に自分の脱いだ服をきちんと畳んで置いておかれて、そし

て四つんばいになって、お尻の方から撮った写真を見たときはどきっとしました。 

 私もインターネットは無知な方です。私でさえ見られる。ということになると、小学生

もこれを見られるとなると、またアダルトも見られます。本当に怖い世の中だなと、興味

を持たせることになっていないかと私は思っておりますが、このような現状を親である皆

さん方、また学校の先生方はどれぐらい実際自分の目で見られたのでしょうか。どれぐら

い状況をつかんでおられるのか、そして子どもたちがメール活用をどの程度、どの内容で

されているのか知っておられるのかを改めてお伺いさせていただきたいと思います。 

 次の野洲駅前一時駐車場のスペースについてでございますが、今、野洲駅周辺の整備計

画を立てておられて、今年２０年度からはたしか南口の方から設計が実施されると思うの

ですけど、その取り組みの概要説明では、南口においては一時駐車場も自家用車の乗降場

が計画されております。これはいいのですけれども、守山の駅前広場を私、見てきました。

それによると、自家用車の乗降場には屋根が設置されており、ベンチも設置されていまし

た。この野洲の概要説明をされている図面を見ると、私の図面の見方が間違っているのか

もわかりませんけれども、バスの乗降場にまでは屋根がついておりまして、自家用車の乗

降場には屋根がついていないのではないかなと思いますので、もしできるならば、自家用

車の乗り降りするところにまで屋根は付けていただきたいと思いますが、それは可能か不

可能か、お聞きしたいと思います。 
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 そして、北口におきましては、自家用車の乗降場が、障がい者用のがありますけど普通

の方はとめられないので、場所がないと想定して、送迎時間が大変混雑しております。路

線バスも、ちょうどエスカレーターの前で、走行車線というのかな、駐車スペースより少

し真ん中辺で人を降ろされております。そうすると、歩行する道路から段差がありますけ

ど、それの一段低くなったところには乗用車がとまっております。そこでお迎えの方を待

っておられ、そのもう一つ外側にバスがとめて人を降ろされます、お客様を。そうすると、

そのバスのお客様は、そのとまっている乗用車の前を通ってエスカレーターの方に上がっ

ていかれますので、バスがいるために、乗用車の方は前に進むことも出ることもできない。

大変混雑しております。また、歩かれる方も危険性を伴いますので、混雑を避けるために、

対策の１つとして、バスについては、既設に乗降場がございますので、乗り降りする場所

が既定であります。そこに停車して、降ろして乗せるように業者に依頼していただきたい

と思います。 

 今後の整備計画を進められる中で、現在、広場の中央に植え込みがありますよね、北口

の場合。あの部分を半分程度、半分以上でもいいかな、利用されて一時駐車場にされたら

いかがでしょうか。そして、確かに植え込み部分は広場にあるということは景観上いいと

は思いますけれども、住民が利用しやすい駅前広場であることの方が優先されるべきだと

思っております。お考えをお伺いいたします。 

 自家用車の乗降場は一応、現在皆さんが使われておりますエスカレーター、エレベータ

ー前が無難かと思いますので、今後計画を進められる中で今の課題を計画案に入れていく

という確認をとりたいと思いますが、ご答弁をお願いいたします。 

 以上。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 中田議員の子どもの携帯ネットに関します再質問にお答えを

いたします。５点ご質問をいただいておったと思います。 

 まず、１点目の携帯の所持率とアンケート内容の活用の関係でございますけども、アン

ケートの中で所持率が出ておりますので、そちらの方を説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 守山野洲少年センターが実施しましたアンケートは昨年６月に行っております。対象は、

守山市と野洲市の小学校、中学校、高校から１校ずつ抽出をしまして行っております。そ

の結果、携帯電話の所持率は、小学生では１６．１％、中学生では５０．７％、高校生で
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は９８．５％でございまして、高校生を除きまして、全国平均では若干下回っている現状

でございます。それと、携帯を所持する開始時期は中学校とか高校への入学前後が多いよ

うでございますが、小学校段階からの所有状況も増加傾向にありまして、低年齢化が進ん

でいるというふうに考えております。また、保護者が子どもに携帯電話を持たせている理

由としましては、小中学校共に連絡用が一番多くて、小学校の保護者では７２．５％、中

学生の保護者では５８．７％でございました。中学生では、子どもが欲しがるとかせがま

れるとかの率が１７．４％で、防犯対策というのが１５．２％でございました。保護者が

せがまれやむなく持たせるといった現状もあるかもしれませんけども、中学生になります

と交友関係とか行動範囲も広がりますので、そうした中で、防犯対策としての活用の意味

合いも強まると考えられます。 

 このアンケート調査の活用方法でございますけども、この結果を全戸配付をしておりま

すし、また、学校を通じまして保護者向けに配付をしまして、啓発資料として活用をいた

しております。それと、先ほど教育長が答弁申し上げました各種研修会でも活用をさせて

いただいております。 

 次に、３点目の予防対策でございますけども、予防対策としましては３点が考えられる

のではないかなというふうに考えております。１つは、プロバイダー等に向けましては、

先ほど教育長がご答弁申し上げました、一定の規制でございますけども、法律の整備が必

要でありますし、２点目には、携帯の販売会社に対しましては、子どもが持つ携帯電話そ

のものの改良といったことも必要ではないかなというふうに思っております。それから、

最後に３点目ですけども、フィルタリングサービスという制度がございますけども、それ

を受けるように、市あるいは守山野洲少年センター、ＰＴＡともども保護者への啓発が必

要ではないかなというふうに考えております。これらにつきましては、少年センターとか

学校、青少年育成市民会議との連携を深めながら、一体的に保護者への啓発に取り組んで

いきたいというふうに考えております。 

 次に、携帯によるトラブルはなかったのかというご質問でございますけども、一昨年に

実は、在日コリアンに対します人権侵害メールがございました。その内容につきましては、

「すてきなまちに」の第３集に掲載をしましてその現実を訴えまして、身近にある事例か

ら気づき考えていただく啓発資料の１つとして活用をいたしております。 

 それから、メールの活用の関係が最後５点目にあったと思います。これもアンケート調

査の中で、出会ったことのないメル友がいると答えた割合は、小学生では７．９％、中学
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生では１８．５％、高校生では３４．８％となりまして、学年が上がるにつれましてその

率が上がっております。さらには、迷惑メールの受信経験がある割合というのは、小学生

では１５．８％、中学生では６９．６％、高校生では６９．８％でして、小学生では比較

的少ないのですけども、中高生では約７割ぐらいが迷惑メールの受信経験を持っておりま

す。こういったことから、啓発資料を活用しながら、学校とかＰＴＡとも連携しながら、

今後も子どもたちに対する指導を継続していきたいというふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、中田議員の再質問にお答えをさせていただき

ます。 

 まず、今回の都市再生整備計画の計画概要の中で自家用車のところまでシェルターがあ

るのかというご質問があったかと思いますけれども、一応、今回の都市再生整備計画の中

では、あくまでもプランということで、概略の検討をしていただいているということで絵

ができ上がっておりますので、その中ではシェルターも含まれておりますけれども、全体

的には、今後、交付金事業という中で、我々としては国の補助をいただいて整備をしてい

こうという考え方をしておりますので、そのためにはまず、仮称ではございますけれども、

まちづくり推進協議会というものを発足する必要がございます。年度としては２１年度か

らという思いをしておるのでございますけれども、この中でまたいろいろ市民の方にも参

加をしていただきまして十分検討を加えていくということで、先ほど北口の一時駐車場あ

るいはバスの関係、いろいろご質問いただきましたけれども、これらについても、その中

でもまた検討をしてまいりたいというふうに思っております。 

 そして、バスの乗降場の件でございますけれども、我々も時々駅は行くわけですけれど

も、特に雨降りになりますと、たくさんの送り迎えのお客さんがお見えになっております。

乗用車も数珠つなぎになっているという状態の中でずっとバスが来たりしておりますけれ

ども、その辺は、乗降指定場所がございますので、また業者の方とも十分協議しながらい

けない部分については指導をしてまいりたいと、こういうふうに考えております。 

 何回も申し上げますけれども、広場の中に一時駐車をすればいいんじゃないかと、緑は

あるのですけれども、その辺についても同じように当然また検討してまいりたいというふ

うに思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 
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○議長（林  克君） 中田幸子君。 

○１４番（中田幸子君） ありきたりの回答で、検討します、検討します。検討はやらな

いというふうに私はつながると思っております。例えば１カ月後までに検討するとか、そ

ういう約束をするのが行政の責任を持った回答だと私は思っております。検討しますは永

久に検討と私は感じておりますけれども、今、現状を申し上げました。その中で、先に駅

前の方へ行きますけれども、混雑をしている、ご自分も体験したと今、部長おっしゃいま

したよね。現状をご覧になっておられる。それなら、あすにでもできる対策。例えば、先

ほど申しましたバスの乗降を既定の場所で人を降ろし、乗せる。これはあすからでもでき

ることだと思います。そういうやれることからやるという回答が私はいただきたいのです。

検討はもう結構です。そういう言葉はなくしていただきたい。検討していただくというこ

とは確かに結構なのですけれども、今度から、検討する場合は、１カ月後までに検討をし

回答を出すとか、そういう期間をもっての回答をお願いいたしたいと思います。 

 それで、駅前の方については、行政運営の総責任者は市長でございます。その市民の声

を大切にした行政運営をされているまちづくりをしているのが市長が総責任者です。その

市長がされたことに私は感動していいのか、反対していいのか。例えば、１つ例を申し上

げますと、歴史的文化遺産である家棟隧道が日本で数少ない遺産でございました。この工

事にかかるとき、国からも保存するよう指示もあったときがありましたよね。だけども、

住民のことを考え、取り壊す方の政策をされた市長は本当にいいと考えていいのか。私を

含め、あの遺産は残してほしかったという住民の声もあったと思いますが、その中で、や

はり住民の安全を考えての政策に走られたというのか取り組みに行かれた市長はすばらし

いと言っていいのか、残念と言っていいのか。住民の考えはいろいろとあると思いますが、

そのことから考えても、市長は住民が住みやすくて利用しやすいまちづくりをしておられ

ると考えますと、この野洲の駅前広場が住民にとって本当に他の市町よりもすばらしい駅

前である、野洲の住民として私の駅前はすばらしいですよと言えるような広場にしていた

だくことを要望し期待しておりますので、駅前広場に対しては、私の質問はこれで終わら

せていただきます。 

 子どもの携帯ネットの方ではございますけれども、今、国会で審議されている動向に合

わせてとおっしゃいますけれども、インターネット規制法案の動向を見守っていくのはそ

れはそれでよいと思います。でも、野洲市として今すぐにできることはやっていけるので

はないでしょうか。自主的に規制をつくってやれるところは進めていただきたいと思いま
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す。子どもたちに大きな事件が起こったら、例えば、信号機を付けるにあたりましても、

要望を出してもつかないけれども、事故が起きたらすぐつきますよね。これも、携帯ネッ

トで何か事件が起きたら、皆が振り向いて携帯ネットの詮索をし、これは大変だと動く。

それでは遅い。転ばぬ先の杖ではないですけれども、この野洲市で絶対にこういう携帯に

よる事故を出さないためにも、教育委員会、そして多くは市民全体で見守っていく必要が

あると思うのです。そのためには、市の広報、それから小さなミニ集会等でも現状をお伝

えし、私たち大人が、そして大人も被害に遭っておられる方もおられます。そういうこと

を野洲市全体で見守っていくようにしていくことが大切ではないかと思っております。 

 それから、このプロフというのは、アドレスを教えた者だけが見られるのではなくて、

世界中のどこからでも見られるのですよ。そして、大変だという意識がないこと、そして

また、一度公開した画像には回収が不可能であるということも認識を持ってほしいと思い

ます。そのためには、健全なネット利用を指導する必要があると考えております。それに

は、学校の教師に対する啓発も必要です。そして、学校裏サイトの検出や書き込み内容の

できる教員を育てる必要があります。そして、学校がなすべきことは、全教員が十分な認

識を持ち、教育をすること。保護者にも協力を求め、可能な限り掲示板の定期的監視をす

ること。発生時には、警察に届け、証拠保全後サイト管理者に削除を要請することだと思

っておりますので、よろしくお願いします。 

 携帯サイトについては、市民全体で知っていただき、子どもたちを市民全体で守ってい

きたいと私は思っておりますので、市長をはじめ多くの職員の皆さん、一度この携帯メー

ル、それからインターネット、見て下さい。そうすると、自分の子どももしくは孫がこれ

を見たらどうだろうという実感がわくと思いますので、皆さん体験していただき、そして、

早い対策をしなければいけないと実感を持って、対策を。次のときにはその答えが「やり

ました」という回答をいただけるようによろしく要望して、質問を終わります。 

○議長（林  克君） 次に、通告第１０号、第２３番、河野司君。 

○２３番（河野 司君） ２３番、河野司でございます。議長の許可をいただきましたの

で、２点の質問をさせていただきたいと思います。まず、第１点目といたしまして都市計

画提案制度について、そしてまた、第２点目といたしまして中主、野洲両商工会の活性化

策ということで質問をさせていただきます。 

 この質問の趣旨、やはり第１点目におきましては、都市計画マスタープランにもござい

ますように、この野洲市、人口フレームを見ますと、現在５万強ですけれども、平成３２
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年には５万９，０００人。このようなまちが描かれております。また、商業活性化策につ

きましても、この５万９，０００人という大変人口のふえるこの野洲市の中で、本当に活

力のあるまち、いいまちにしていくために、私は質問をさせていただきたいと。 

 いいまちにするには、やはり行政、市民、そして事業者、これが目的を１つにして、そ

の政策を立案し執行していくということが一番大事でございます。そんな中で、行政の今

の商工会等々の事業に対してどのような認識をされているのかお伺いをいたしたいと思い

ます。 

 この両方の質問でございますけども、大変質問内容、重複するところがございますので、

答弁の方も両方合わせたような回答になるかと思いますけれども、よろしくお願いをした

いと思います。 

 まず、第１点目の景観の関係です。都市計画提案制度に関しまして、今現在、野洲市行

畑一丁目におきまして、マンション建設計画が持ち上がっております。ちょっとこの写真

を写していただきたいと思いますが、大変いい景観の三上山がそびえ立って、緑豊かな風

景が写っております。今のマンション計画と申しますのは、ここにちょっと黄色く私塗り

ましたけれども、この部分にマンションが建設されるという予定なのですね。それで、こ

こには背比べ地蔵、ご存知ですかな、毎年年に１回、地蔵まつりということで、開催をし

て多くの市民がここに集っていただく、大変すばらしい一角でございます。この場所は、

某県会議員さんの事務所がございました。それが今年なくなりまして。その中で、計画が

出てきたということで、大変驚いておるわけなのでございますけれども、私といたしまし

ては、この景観をやはり守り育てていきたい。こういう思いから質問をいたしますので、

よろしくお願いをいたします。現在、地域市民の皆様、住民の皆様、大変困惑をされてお

ります。基本的には反対をされております。何とかこの景観を守っていくような方向にな

らないかというふうに相談も受けております。この中、市といたしましては、都市計画マ

スタープラン、これは１９年３月に制定をされたものでございます。ちょっと紹介いたし

ます。 

 野洲市では、三上山をはじめとする山々と琵琶湖、野洲川の潤いといった地域固有の自

然資源を生かし、地域の文化、風土を後世に継承していくことが都市づくりの基本的な課

題となっています。このため、人権と環境を土台に、生きる意味が実感できる地域づくり

を都市づくりの基本理念といたしまして、将来の都市計画の基本的な方針となる野洲市都

市計画マスタープランを策定することになりました。本マスタープランを作成するにあた
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り、地域の実情に応じた実効性のある計画とするため、地域環境への満足度など、市民意

識調査の実施により市民の意向を掌握すると共に、ワークショップ形式を用いた地域別懇

談会を開催するなど、積極的に市民の皆様の声を取り入れさせていただきました。本マス

タープランでは、美しい水、緑と歴史に彩られた心通う庭園都市を将来都市像とし、都市

づくりへの市民参画や誰もが暮らしやすい都市づくり、魅力、活力ある都市づくりを基本

目標としています。これからの都市づくりは、野洲市で暮らす人々、野洲市で働き学ぶ人々、

そして野洲市を訪れ憩い楽しむ人々が協働して進めなければならないと考えています。今

後とも、皆様方の積極的な参画とご協力を得ながら、ずっと住みたい美しい緑と歴史に彩

られた心通う庭園都市の実現に取り組んでまいります。平成１９年３月、野洲市長、山﨑

甚右衞門。 

 このようなマスタープランができております。こういった中、今のマンション建設の計

画でございますけれども、他市におきましては、地区計画等々を策定して、一定の規制を

かけておられるところもございます。我が野洲市には、その規制をかけるすべが今ないと

いうことでございますけれども、やはり行政最高責任者といたしまして、このマスタープ

ランにありますように、この理念に基づいて、一定の指導、助言等を私は行うべきだと、

このように思うところでございます。一つ見解をお願いしたい。また、地区計画、そして、

この中山道沿いは県の沿道景観地域に指定もされておりますので、そういった中で、やは

り１つの計画、また１つの制度を野洲市として持たなければならないと、このように思い

ます。これの策定する期間がどれぐらいかかるのか。建設計画によりますと、来年の末に

は完成するというような説明でございますので、何とかそれまでに一定の制限が加えられ

ないかと、このように思うところでございます。その点、見解をよろしくお願いをしたい、

このように思います。 

 また、中主、野洲両商工会の活性化策ということでございまして、まず、現在の状況、

５月２３日に野洲町商工会が総代会をされました。そのときの議案書でございますけれど

も、これも一部紹介をさせていただきたい。 

 我が国経済は、大企業の好況下にも陰りが見え始め、加えて地域間格差、企業間格差が

増幅しており、地方の中小零細企業にとって厳しい状況が続いています。さらに、サブプ

ライムローン問題、原油高、相次ぐ生活物資の値上がりとねじれ国会による国政の混乱等

の懸念材料もあり、中小企業を取り巻く経営環境は改善を期待できないと認識すべきです。

特に、多くの中小零細企業経営革新の推進、事業継承、商店街の活性化などの緊急を要す
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る課題を数多く抱えています。県内の現況については、大手企業の進出等による雇用情勢

の改善はあるものの、新幹線新駅問題の事後処理等の克服すべき課題も散見される現状で

ございます。管内の状況。野洲市においては、事業者の新設、増設、移設や環境関連事業

を行う事業に対し助成処置を講じ、工業の育成及び企業立地の増進による市工業の振興雇

用の創出に行政努力がなされてきました。スーパーイオンの乙窪工業団地への出店も昨年

実現し、地域の活性化や地元の雇用創出などが期待できる反面、市内の商工業者に与える

影響等にしばらく注視する必要がある。 

 このようにこの５月の総代会で報告がされております。こういった中、行政としての今

の現状をどのように認識をされているのか。また、現在までに、一定商業者に対しまして

どのような支援策が講じられてきたか。そしてまた、ございますように、商工会の合併の

問題がございまして、合併のスキームを見ますと、２０年５月に商工会会員合併合意、そ

して、２０年１０月、合併契約締結、商工会合併決議、また２１年４月に新商工会が成立

と、このような運びになっておるところでございます。こういった中、行政といたしまし

て、当然、合併協の中にも参画をされるところでございますけれども、両商工会に対する

誘導、指導、助言、こういったものをどのように考えておられるのかお聞きをいたしたい

と思います。 

 以上です。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、河野議員のご質問、都市計画の提案制度につ

いてということでございますけれども、これについてご回答を申し上げます。 

 これにつきましては、提案制度というのは幾つか当然あるのでございますけれども、ま

ず景観といろんな形でご質問いただきましたので、その点についてご回答をさせていただ

きます。 

 平成１６年に、良好な景観の形成と促進を目的とした景観法が成立いたしまして、全国

的に景観に関する取り組みが活発になってきております。滋賀県においても、ふるさと滋

賀の風景を守り育てる条例が改正されまして、滋賀県景観計画が策定されております。現

在のところ、野洲市では、この県計画の範囲に入っております。今後、景観行政団体にな

るということでございますと、この滋賀県の計画を踏襲して市独自の景観計画を定めると

いうことになってまいります。 

 市といたしましても、琵琶湖、野洲川、三上山をはじめとする山々、郊外に広がる田園
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と調和した持続可能な発展を図るべきと考えております。また、景観は長期的な取り組み

によりまして保全されるものと考えておりまして、土地所有者はもとより、周辺住民の総

意が不可欠で最も重要であると考えております。 

 現在、平成２１年度から権限移譲される開発許可、屋外広告物に関する業務に対しての

条例や規則、あるいは要綱の整備を行っておりまして、これらの権限移譲事務と相互に関

連することもございますので、この辺は調整しながら取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 また、今回の開発に関しましても、開発指導要綱に基づきまして、市としては指導、協

議させていただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、河野議員の野洲商工会、中主商工会商業活性

化策についてお答えをさせていただきます。 

 ご質問ありました、まず商工会の現状認識についてでありますが、市内の商業者数や業

務変動が激しい経済環境において、野洲商工会、中主商工会共に会員相互の強固な連帯に

より組織率の維持に努められておられます。これまでにも、大規模小売店舗の市内進出等、

既存商業者への影響が危惧される機会は幾度となくございましたが、両商工会共に英知と

団結をもってこれらの事態を乗り越えてきていただきましたことに対しまして、深く敬意

を表したいと思います。 

 昨今では、市内商業者を取り巻く経営環境は市内で発生する事象よりむしろ物価の上昇

等、広域にわたり対応が必要な事象に深く影響を受ける傾向にあると認識しております。

こうした中、支援策でありますが、野洲市では、小口簡易資金に代表される低利融資の他、

本市独自の商業支援策として、中小企業者向け融資の利子補給や、バリアフリーや環境配

慮に対する設備投資に対する補助などを制度化し、また運用してまいりました。 

 次に、商工会の合併に向けた本市の取り組みについてでありますが、商工会の合併は、

厳しさを増す経済環境に対する体制基盤の強化につながるものとして期待をいたしており

ます。合併協議会にも、本市から委員として参画をし、合併が円滑に進むよう積極的に取

り組んでまいります。また、合併に向けての支援策につきましては、今後、合併協議会を

通じて種々ご要望いただくことになろうと思いますが、昨年の両商工会との懇談会におい

て、県内他市の合併先進事例を参考に対応させていただく旨の回答をさせていただいてお
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りますので、よろしくお願いをいたしたいと思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 河野司君。 

○２３番（河野 司君） 順序が逆になりますけれど、今答弁いただきました環境経済部

長、支援策と合併に対する対応ということで回答いただきましたけれども、支援策、過去、

私の知っているところでは野洲町の所管になりますけれども、やはり駅前周辺、またＣブ

ロック、ご存知ですか。また、平和堂さん、今、アルプラの前の関係とか、そういうとこ

ろに対して一定の商業集積を図ってやっていきたい、頑張っていきたいと、このような要

望も数多くあったと思うわけですね。こういうことに対して、何ら目に見えたことが過去

なかったということで、これも、私も何でかなという原因をいろいろ思うのですけれども、

双方の理由もありますし、時代の理由もあるのか、その辺もわかりますけど、やはりそう

やって真剣に要望されてきたことが何ら形になっていないというこの結果。これ、行政と

して、行政の責任はないのかどうか、どう感じておられるのか。これをちょっと確認をさ

せていただきたいし、今、支援策の中で、小口簡易資金の低利融資、中小企業者向けの融

資の利子補給、そしてまた設備投資による一定の補助ですね。これ、実績どうですの。１

９年度の実績、わかったら、これを報告していただきたい。どれほどの支援をされてきた

のか。これ、ちょっと確認したいと思います。 

 また、合併の中で、合併に向けて介入をする、また合併ができるように助言、指導して

いくというような今発言だったと思いますけれども、そうじゃないのです。両商工会の決

議の中でもございますように、合併に向けてこれから努力される。合併は９９％されると

思うのです。その中で、将来の新しい商工会の事業をやっぱり提案、当然されると思うの

ですね。一緒になったらこういうことをやっていこう、こういうこともやっていきたい。

いろんなことがあると思うのです。これがやっぱり合併の意味であるのでね。そして、活

力のある野洲市にしていきたい、駅前周辺にしていきたいとか乙窪周辺にしていきたいと

か、こういういろんな話が出ると思うのですよ。これに対して、行政として、過去の経緯

も踏まえてやはり一定の商業集積を図る、そんな場所等々をやはりどのように協力できる

のか、支援できるのか。このようなことの議論を私は詰めていっていただきたいのです。

これが行政の誘導ですね、１つの。援助ですね。やっぱり、行政のできることは行政でや

っていって、そして、なおかつ商工会皆様の努力も当然制度化していっていただかなけれ

ばならないのですけど、その辺を私はどういう介入をしていくのか、どういうプランをお
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持ちなのか。これはあると思うのです、商工観光課といたしましても。長く携わってこら

れたので、一定の指導をやはり私は期待をするわけでございますけれども。 

 また、最初の都市計画の問題でございますけれども、一定の都市計画の中で、今現在は

制限はないけれども、そういう思いの中でこれから取り組んでいくというような答弁だっ

たと思いますけれども、私、その関係で、守山市のことをご存知かどうかわかりませんけ

ども、中山道守山宿の一角にマンション計画が出たですね、おととしですかね。そのとき

に、やはりこれも周辺の皆様の反対がございまして、そのとき、守山市も一定の地区計画、

また条例がなかった中でいち早く取り組まれた、そういう経緯があるのです。これ、守山

市の担当の課から、要請をいたしましたところ、快く資料を全部送っていただきました。

本当にありがとうございます。また、私も現場を当然見に行きましたし、現在まだ建設は

されておりません。聞いておりますと、当初の予定が１５階、しかしそれが７階ぐらいに

なるだろうと、このようなことでございます。これは景観の中で大きな成果が来ると思い

ます。当然、業者にも一定の収益があるという中ででございますけれども。そういった事

例があるのですし、これはまた守山市の資料から見てみますと、守山市の景観計画及び守

山市景観条例の制定に係る取り組み経緯ということで、１９年３月から取り組んでおられ

ます。１９年３月、去年ですよ。これは県内で５番目の景観行政団体になる。こういう条

件がありますね。そして、都市再生フォーラム開催、また景観計画案のパブリックコメン

トと市民説明会の実施、守山市都市計画審議会に諮問、答申と。そしてまた、議会で景観

条例可決。そして、景観条例の公布が２０年３月ですね。そして、２０年６月１日に守山

市景観計画及び守山市景観条例の施行ということで、大変スピードがある。 

 それと、今の中山道守山宿等地区計画の決定経緯についてもこれはいただいております

が、１９年１月２３日から始まっております。都市計画法第２１条の２に基づく地区計画

の提案です。ここで提案ですね。それが２０年２月１日、守山地区計画の区域内における

建築物の制限に関する条例施行。これも大変スピーディーな行政ですね。こういうように

思います。 

 一定の今の地区計画でございますけれども、紹介させていただきます。 

 名称、中山道守山宿等地区計画。位置、守山市守山一丁目、二丁目の各一部ですね。面

積４．８ヘクタール。地区計画の目標がございます。当地域は、中山道の重要な宿場町で

あり、交通の要衝として古くから栄えたまちである。しかしながら、守山宿周辺において

近年建築や開発が進んでおり、今後、景観及び環境の悪化を招くおそれがある。このため、
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生活者の視点から見た中山道守山宿らしい風情ある風景を保全、再生すると共に、調和の

とれた住みやすい環境をつくることを目標とするということです。そして、土地利用の方

針。中山道沿道地区中山道守山宿の歴史と文化を継承し、歴史的町並みに配慮した職住共

存の土地利用を誘導する。そして、地区施設の整備方針。中山道沿道地区、人や車の多い

中山道の安全性とにぎわいを高めるため、歩車共存の道づくりを促進しながら維持・保全

を図る。そしてまた、建築物等の整備方針。中山道沿道地区、中山道守山宿の歴史的な面

影を残しながら、相隣関係や景観に配慮した調和のとれた建築物とすると。 

 あと、当然、区分の名称、建築物の用途の制限、建築物の容積率最高限度、建築物等の

高さの最高限度。これが沿道地区で約１５メートル。今、我が行畑の中で計画されている

あの沿道で７階、２１メートル。このようなことでございます。しかし、このような条例

がないということで、今答弁ありましたように、対応できないということですね、これ。

それではいけないのですよ、これ。ないからといって対応しないという、この姿勢が私は

まずい。当然、作業に取りかかることはもちろんですけれども、一定の野洲市のマスター

プランもあり、県の沿道景観地域というようなこともございますので、これは一定の意見

をやはり市長として開発業者に対して申し上げなければならないという思いをしておりま

す。それができるかどうか。していただきたい。このように思いますが、いかがなものか

ということであります。 

 以上です。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、河野議員の再質問にお答えをしたいと思いま

す。３点だと思いますが、答えさせていただきます。 

 まず１点目でございますが、商工会において種々今まで要望がございまして、それが実

際形になっていない、実を結んでいない、そのことについてどのように認識されているの

か、あるいはまた原因はどうであるのかというような質問であったと思います。そのこと

につきましてお話をしたいと思いますが、これまで商工会ではさまざまな地域の工業活性

化の計画、構想を立ててきていただいております。それにつきましては、市も一定の支援

をしながら進めてまいったわけでございます。 

 最近で言いますと、平成１０年以降に５件ほど計画をつくっていただいたように思って

おります。まず、井関地区の商業集積、あるいはＪＲ野洲駅南口の遊休地に関する提案、

あるいはその提案に対して、立命館大学でしたけども、学生さんによっての社会実験もＣ
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ブロックで実施をしていただきました。 

 それと、最近で言いますと、１８年には、中主商工会の方では地域商業施設設置基本構

想というものもつくっていただきまして、共同店舗の関係でございますが、そういう計画

もございます。さらには、１８年度で、野洲市の高規格計画、これは観光振興の関係でご

ざいますが、こういう計画もしていただきまして、最近でも５件ほどのいろんな計画をし

ていただきました。それで、一定の支援もしていただきました。最近の中主の共同店舗に

ついては、去る３月議会に債務負担行為付きの予算もお認めいただきました。附帯決議も

付いてはございますが、お認めいただきましたが、これにつきましては、ちょっと現在も

まだはっきりした計画の意思表示もございませんので、待っておる状況でございますし、

意思表示をもって所要の手続を進めたいと考えておるところでございます。 

 先ほどの話に戻りますと、そんなことで、なかなか実現には至っておらないというのが

現状です。それには、両者のいろんな言い分といいますか、取り組み方もあったと思いま

すが、その時々の経済情勢というのもあったと思いますし、またタイミングもあったとい

うことにもございます。これも、議員の方もいろいろご存知なことと思います。 

 ただ、しかし、そこへ大規模小売店舗の進出ということもございます。そういう部分で

は、先ほど支援策も申し上げましたとおり、可能な支援策は行政としても行ってきたとこ

ろでございます。これまでのところ、商工会をはじめ地域商業者の皆様の力強い自助力を

もって影響が最小限にとどまってきたのではないかということで、結果として、いろんな

計画もしていただいたのですけども、実現には至ってこなかったかなということも思って

おります。これについては、行政あるいは両者がいろいろ反省もしなくてはいけないとも

思いますので、それは真摯にとらえていきたいというふうには考えております。 

 続きまして、各支援策の実績でございますが、先ほどもご質問ございました小口簡易資

金の貸付状況でございますが、７９件ございまして、４億５，５６０万円が平成１９年度

実績でございます。そして、市はそれに対する利子補給を実はやっておりまして、今、大

体２．４で貸し付けを受けておられるのですけど、それの０．６％を利子補給ということ

でしてございまして、１５５件で３１２万９，７６０円ということが実績として上がって

ございます。その他、大型店の進出に伴いますいろんな支援制度を新たに設けたところな

のでございますが、今のところ実績はございません。いずれにいたしましても、せっかく

の制度でございますので、利用促進されるように周知に努めてまいりたいというふうに考

えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 
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 それと、最後の合併協議の行政の指導、誘導、あるいは新商工会への事業支援、また商

業集積という部分での協力という話もございましたのですけども、合併協議会につきまし

ては、１０日、第１回の合併協議会が開催されました。両商工会は５０年弱の歴史がまさ

に幕がおりようという段階に至っておるわけでございます。私も出席をいたしましたが、

出席の委員の皆様からもそれぞれの思いで合併後の商工会の将来について真剣な議論を交

わしていただいたと、こう思っております。行政といたしましても、平成１６年に中主、

野洲が合併しました経験も生かしまして、また会の運営等に積極的な発言もしてまいりた

いというふうに考えております。合併後の新商工会が魅力的な経済団体になるよう積極的

な提言もしてまいりたいと、こう思っております。 

 それと、新商工会の事業支援あるいは商業集積でございますが、これも先ほどから申し

上げておりますように、特に商業集積等については、やはり商工会員さん自ら英知も絞っ

ていただく必要もございます。やはり、経験豊富でもございますので、新商工会でそうい

うことも検討しようということでありましたら、当然、市の方もそれに一緒に検討もさせ

ていただくということになろうかと思いますし、先ほどの回答にも申し上げましたとおり、

やはり昨年の行政懇談会の回答にもありますように、新商工会の今後の発展に向けた意義

ある事業のご提案ということでもぜひ提案をして下さいということも、昨年の行政懇談会

でも回答をいたしておりますので、それを期待し、またその支援について市としても検討

していくということになろうかと思いますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、河野議員の再質問にお答えをさせていただき

ます。 

 今、開発でいろいろ地元の方でお話が出ているというふうなことでございますけれども、

我々も今、法律の範囲内でいきますと、用途地域内の容積率あるいは建ぺい率での規定し

かないというのが現状でございまして、また、滋賀県の景観計画の中でのふるさと滋賀の

風景を守り育てる条例、これについても高さ的には制限がなされていないと。区域は設定

されているわけでございますけれども、その中で、位置とか形態とか、そういったものに

ついては、それも指導・助言というふうなことでございます。 

 そういった中で、議員の方から守山市の例をお話しをいただきまして、非常にスムーズ

に守山市の方は進んでおるというふうなことでお話を聞かせていただいたわけでございま



 －149－

すけれども、守山市さんの場合についても、当初から、あそこは中山道の守山宿というの

がございましたので、その辺から古くから守山宿を守り育てるまちづくり協議会というふ

うなものが地元の中でも活動されておったということと、それから、守山市も景観行政団

体になっておるわけでございますけれども、それと景観計画を立てる時期とこの辺の時期

が相まってそういった形でスムーズになったというふうなことも聞いております。 

 我々としては、やはり地元の方の提案制度によってそういった地区計画を定める、ある

いは景観行政団体になって景観計画を定めて、そして景観条例をつくってそこで規制をし

ていくというふうな、やり方としては幾つかあるわけでございますけれども、提案という

ことになってまいりますと、当然、地元の方のいろんな計画とか、そういう意味ではいろ

んな事務が出てきます。これも、すぐにぱっぱとできるものではないというふうに思って

おりますけれども、その点は十分事務的にも非常に作業が必要となってまいりますので、

なかなかすぐにというのは難しいお話ではなかろうかなと思います、地元で。 

 それと、当然、その区域も、一部の区域ではなしに、やはり景観ということになってま

いりますと、全体的な部分も含めて検討する必要があるということで、ある一定の区域を

定めてこなければならない。というのは、面積要件とかあるいはその区域の方の同意要件、

こういったものも含まれてまいりますので、規制をするということは。そういったことで、

我々としては、できるだけ早く景観行政団体になってやはり景観計画を定めて、条例化し

て、高さ規制もその区域だけでなしに市内全体を見た中で計画をしてまいりたいという思

いでございますので、先ほど申し上げましたように、平成２１年度にそういった権限移譲

の開発指導、あるいは看板等の権限移譲がございます。開発については、いろいろ絡みは

ございますので、その辺で同時に景観行政団体へと移行して進めてまいりたいというふう

な思いをいたしております。 

 今の守山市さんの場合、見ていますと、それまでにいろんな事務的なこと、あるいは地

元との協議とかいろんなものがあったと思いますけれども、提案されてから１年以内とい

うふうなことで、早急にされているというふうな状況があるのですけれども、先ほど申し

上げましたように、景観には当然重要なことということは認識しておりますけれども、２

１年度以降で我々としては移行に移っていきたいという思いをいたしておりますので、一

つよろしくお願いしたいと思います。 

 業者への指導でございますけれども、指導につきましては、当然、開発指導要綱に基づ

いて我々も協議を受けております。当然、地元の思いというものは業者の方には十分指導
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をしてまいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 暫時休憩いたします。再開を１時といたします。 

            （午前１１時５９分 休憩） 

            （午後 １時００分 再開） 

○議長（林  克君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 教育部長から、午前中の発言の中で修正の申し込みがありましたので、これを許します。 

 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 午前中の中田議員の子どもたちのケータイネットの危険性に

関します一般質問の中の答弁で、インターネット規制法につきましては現在国会で審議さ

れていますというように申し上げておりましたのですけども、有害インターネット情報規

正法につきましては、昨日の６月１１日に参議院で賛成多数で可決成立しておりますので、

報告申し上げまして、訂正させていただきます。 

○議長（林  克君） それでは、河野司君。 

○２３番（河野 司君） それでは、午前中に引き続き質問を継続させていただきたいと

思います。 

 まず、都市計画マスタープラン、これを見ておりますと、商工会の関係でございますけ

れども、土地利用方針という中で、商業・業務地ＪＲ野洲駅周辺については、市民生活都

市活動の拠点として、商業・業務施設を誘導するなど、まちのにぎわいを生み、市民の憩

いの場、そして地域の交流の場となる商業空間の形成に努めます。特に、ＪＲ野洲駅南口

地区においては、地域や事業者と協働のもと、周辺の景観、日照等に配慮しつつ、一定の

高さの建物を許容し、駅前整備等とあわせた高度利用等を検討します。このようにうたっ

てあるわけでございます。 

 やはり、１つの野洲市のこれからの大きな憲法みたいなものですけれども、これに沿っ

て事業を進めるということは、これからの合併協議会の中でも、行政としてはこの方針の

もとに、先月、市街地整備課の方があの駅前のＣブロックの場所を緑化していきたい、公

園化したいというような発言があったと思うのです。これはもってのほかだと。この趣旨

に全然反しているわけですね、これ。これから人口もふえていくし、やはりもっとにぎわ

いを生み出すという中で、これはぜひとも撤回をして、今このマスタープランにうたって

おられますような方向で合併協議会の中で誘導、指導をしていっていただきたいというふ
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うに思います。この点だけ１つ確認をしておきたい。このように答弁をお願いしたいと思

います。 

 また、土地計画、また地区計画、景観条例の関係でございますけれども、本日ですか、

今議会におきまして、栗東なのですけども、栗東市議会におきましても、条例案、栗東市

景観条例の制定についてということで提案をされております。野洲市、申されておるよう

に、景観行政団体になるということが条件でございますけれども、これに向けてこれから

早急に検討をしていただかなければならないと、こういうふうに思います。先ほどの答弁

ですと、何か全体のどうのこうのと歯切れの悪い、全然進みそうにもないような答弁でご

ざいましたので、これもちょっと撤回をしていただいて、やはり守山、八幡、全部こうい

うような条例が制定されておりますし、栗東においてもされつつあると、こういう中で、

野洲市といたしましても早急にこの作業に取りかかっていただかなければならないと思い

ます。この点について、１つ確認もしておきますが、答弁をお願いをしたいと思います。 

 また、業者に対する指導なのですけれども、今現在の範囲内で指導をしているというこ

とでございますけれども、やはり重要なことは、高さ、そして中山道からの距離、建物の

壁面のこともございますし、また日照権、そして交通安全対策等々、こういうのもござい

ますが、どの辺までこれ、指導をされているのか。一定の指導をしているということです

けれども、道路車線規制といいますか、そういうのもございますし、やはりそういうのを

十分ご承知いただいて指導をしていただいているのか、この点、部長の方から答弁いただ

きたい。どのような指導をされているのか、そして、今日のこの質問にありますように、

やはり景観を守るというような立場から市として踏み込んだ指導をしていただきたいとい

うふうには再三申し上げているわけなのですけれども、この点、どういうふうに対応され

ていくのか。その辺だけを確認をさせていただいて、質問を終わりたいと思います。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、河野議員の再々質問にお答えをさせていただ

きます。 

 第１点のマスタープランの中でも、商業集積ということで、特に駅前のＣ地区というこ

とでご質問がございましたけれども、あの区域については、ご承知のとおり、都市再生整

備計画の中で、空閑地ということで、公園的な整備ということでプランを持っております。 

 そういったことについて、先ほどからいろんな議員さんのご質問にもお答えをさせてい

ただいておりますとおり、今の都市再生整備計画については、あくまでもプランというこ
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とで、いろいろ検討委員会を設けて定めさせていただいております。その中で、最終的に

は、もう少し細かいことについては、まちづくり協議会というものを設置しまして、これ

も当然住民の皆さん方も参加をしていただいた中で詳細については検討してまいりたいと、

こういうふうに思っておりますので、よろしくご理解いただきたいと思います。 

 それと、景観条例の件でございますけれども、栗東市さんが景観行政団体になられて景

観計画を定めて条例化されたということでございますけれども、当然、我々も、できるだ

け早く景観行政団体になって景観計画も定めて、条例化できるように努力してまいりたい

と、こういうふうに思っております。 

 それと、業者に対しての指導でございますけれども、これは、先ほどもちょっと申し上

げましたように、今の規制では、用途地域での建ぺい率なり容積率の規制でございます。

そして、開発の協議の中で、いろいろ我々が指導させていただいております。申し上げま

したのは、あくまでもやはり地元自治会あるいは近隣者の土地所有者の方に十分な開発説

明をして理解をいただくようにという指導にとどまっております。ただ、先ほどからもお

っしゃっていただきますように、我々、地元の意向というものも十分踏まえまして、今後

また業者に対してはできるだけの指導をさせていただきたいと、こういうふうに思ってお

りますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上です。 

○議長（林  克君） 次に、通告第１１号、第１６番、野並享子君。 

○１６番（野並享子君） ４点にわたって質問いたします。 

 第１点目、後期高齢者医療について質問します。 

 ４月から、後期高齢者医療制度が実施されました。これまでも議会で指摘していた問題

について、政府は見直しを表明しています。扶養家族で保険料を払わなくてもよかった人

についての減額、均等割しかかからなかった人の９割減免の導入など、いろいろな見直し

が言われています。 

 しかし、高齢者が怒っておられるのは、保険料が高くなったことや年金から天引きとい

うだけではありません。根本的な問題として、７５歳の年齢で区別する保険制度であり、

保険料は年金天引きで天井知らずに引き上げられること。２点目が、滞納すれば保険証を

取り上げ、資格証明書を発行すること。３点目が、１カ月６，０００円の上限を設けた定

額医療制度であり、十分な治療や検査をしてもらえないこと。４点目が、健診も市町村の

義務でなく努力義務にしたため、脳ドックをはじめ、市が行っている健診から排除された
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こと。５点目が、退院支援計画をつくれば病院にお金が入る仕組みをつくり、病院から追

い出すことになったことであります。在宅死を４割にふやせば５，０００億円削減できる

という試算までつくっています。このような問題を抱えている医療制度について、以下の

点を質問いたします。 

 １、保険料も天井知らずに引き上げられる仕組み。老人保健制度は公費と拠出金に分か

れていただけですが、後期高齢者医療制度は、高齢者の保険料と現役世代の支援金と公費

ということになり、世代間の痛みの押し付け合いになりました。団塊の世代が後期高齢者

になる２０２５年には、年間１６万円、現在の保険料の２倍以上になることが予想されて

います。保険料が天井知らずに引き上げられる仕組みそのものに問題があると考えますが、

見解を求めます。 

 ２、介護保険料と後期高齢者保険料の合算が年金の２分の１を超える人に対しては、普

通徴収にすることになっています。野洲市では何人の方がおられるのでしょうか。また、

年金の２分の１以上を徴収するということ自体、問題ではないでしょうか、見解を求めま

す。 

 ３、３月議会で、野洲市での対象者は４，３１６人、そのうち年金から天引きされる特

別徴収は３，０００人、年金が月１万５，０００円以下の納付書による支払いは１，５０

０人、またこれまで社会保険の扶養家族として保険料を納めなくてもよかった人９００人

と言われていましたが、４月から徴収が始まりましたが、実際はどのような現状でしょう

か、お尋ねいたします。 

 ４点目、７５歳以上になれば、早期発見・早期治療でなく、残存の能力をいかに維持す

るかだと政府は答弁しておりますが、先日９０歳の男性に、年寄りは早う死ねということ

だろうと言われました。今、政府が見直しを言っていますが、年齢による差別医療を解決

することはできません。根本的には、制度を撤廃しもとの老人保健に戻し、検討のし直し

が必要と考えますが、見解を求めます。 

 ５、全国の医師会では、包括払い（定額制）の申請を自粛しようと呼びかけておられま

す。野洲市内の病院、医院ではどのような現状になっているのでしょうか。さらに、入院

している７５歳以上の患者さんに対して、退院支援計画、後期高齢者終末期相談などをつ

くれば診療報酬の点数が加算されますが、野洲病院ではどのように運用されているのでし

ょうか、ご答弁をお願いいたします。 

 次に、放課後子どもプランについてお尋ねいたします。 
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 まず、学童保育について。 

 昨年は、待機児童解消のために長期休暇の放課後子ども教室が行われ、今年は通年も行

われています。しかし、学童保育と放課後子ども教室は根本的に違います。専任指導員が

障がい児も含め留守家庭児童の健全育成に関わっています。１年生から６年生までの６年

間の子育てを支援し、働く親からも頼りにされています。この学童保育に利用料を払いな

がらも安心して働き続けられる体制が整備されているから野洲市に引っ越しをされた方も

おられます。一方、放課後子ども教室は、休養室も厨房室もなく、また指導員の給与も、

通年は午後１時からの勤務であるため、低賃金となっています。学習アドバイザーなどは

地域のボランティアなどの活用であり、学童保育を補完できる内容ではありません。 

 昨年１０月に、２００８年度の学童保育の入所希望を聞き、それぞれの状況に点数を付

けて、定員枠内の範囲で今年２月に入所決定がされました。そして、定員を超えた方が待

機児童となり、放課後子ども教室に申し込みとなりました。入所希望者が多い野洲や中主

では、５、６年生が入れない状況となっています。来年１年生が今年と同じぐらい希望者

があれば、４年生も入所できなくなります。子ども教室を希望されているのであれば、問

題はありません。そのために、入所申し込みを学童保育と子ども教室と同時にすべきだと

考えますが、見解を求めます。また、希望者全員入所できるように、新たな場所を確保す

べきだと考えますが、見解を求めます。 

 ２１年度で、７１人以上の学童への補助が廃止されます。この対応が迫られていますが、

野洲、北野、祇王、中主ではどのような対応を考えられておられるのかお尋ねします。 

 放課後子ども教室について質問します。 

 学童保育所の待機児童を対象に、今年４月から、通年の子ども教室が野洲小学校と中主

小学校で行われています。野洲小学校は家庭科室で１９人の児童、中主小学校では体育館

のミーティングルームで１０人の児童、それぞれ２名の指導員がおられ、放課後の子ども

の居場所づくりを支援されています。野洲小学校の家庭科室は授業でも使っているため、

毎日片付けをしなければなりません。子どもたちの自主的な継続した活動でなく、指導員

の指示でスケジュールをこなしています。また、長期休暇には４９人になり、全員が来る

ことはないと言われていますが、春休みでも３０人余りの児童が来ていますから、夏休み

も同じ状況ではないでしょうか。休養室もなく、家庭科室で机も固定しており、遊びの展

開も限られています。中主小学校は、ミーティングルームを専属に使っているため学童保

育的な雰囲気ですが、休養室も厨房施設もなく、おやつづくりなどはできません。子ども
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教室の長期休暇では、４８人になります。ミーティングルームと２階のこれまで倉庫だっ

たところが専用室になりますが、子どもたちが一日中過ごす場所としては問題があります。

しかも、１階と２階に分かれるため、指導員の目も行き届かなくなります。その他の学校

でも、長期休暇のとき、北野は会議室、祇王は多目的室となっており、休養室や厨房施設

もありません。 

 放課後子ども教室について、以下の点を質問します。 

 １、放課後子ども教室の専用室を確保し、さらに厨房室や休養室を設けるべきではない

でしょうか。 

 ２、中主小学校では、長期休暇の場合、グループ分けなどして２階の元倉庫でも学習や

食事や室内遊びなど展開しなければなりません。至急に改善が必要ですし、今後どのよう

に考えておられるのかお尋ねいたします。 

 ３、放課後子どもプランは全児童に対して門戸が開かれていますが、野洲市の場合、学

童の待機児童が限定となっており、国が進めている放課後子どもプランになっていません。

全児童に門戸を開いた子ども教室を展開すべきですが、見解を求めます。 

 次に、まちづくりについて質問いたします。 

 野洲駅前中心市街地整備計画について質問します。 

 今年度予算で、まちづくり交付金制度を活用した野洲駅前中心市街地整備計画の基本設

計の予算２，７００万円が計上されました。この整備計画の資料が議員に配付されたのは、

１回目は一昨年の平成１８年４月でした。この時点では、駅のロータリーを広げること、

歩道の拡幅、歩道に屋根を付けること、案内所をつくること、一方通行など社会実験をす

ることなど、説明を聞いていました。 

 ２回目に配付されたのが今年２月１９日、３月定例議会前の全員協議会です。そのとき

に、総額２４億円の概要、ペデストリアンデッキや事業工程などは配付されましたが、駅

前Ｃブロックに祇王井川の水を引いてせせらぎ公園の整備などの６ページ目は配付されて

いませんから、担当課に聞きに行って初めて知りました。検討委員会が開催されていたの

ですから、傍聴をしていれば知り得た内容かと思いますが、１１月１３日の第３回の検討

委員会で、委員から、議会の承認の問題や概算事業費やスケジュールなどの報告や議論が

まとまらなければ委員会の回数をふやすなどを求めていますが、それに対して事務局は、

委員会の結果については議会の承認を得るものではない、事業スケジュールなどを次回に

出すと答弁していますが、この１１月の時点で事業メニュー案の骨格についておおむね委
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員の承認を得たと議事録の最後に書いています。 

 ３回目では、事業費の総額も個々の事業費も出されず、全体予算に対して４分の１も占

めるデッキや歩道橋の是非を議論することもできず、要望だけを聞いて委員会の提言と結

論付けていますが、大きな問題ではないでしょうか。 

 第４回目の検討委員会は３月２４日であり、既に３月議会に基本設計予算や概算事業費

やスケジュールは出されており、４回目の委員会では、事務局が本整備計画内容を委員会

提言として取りまとめることでよろしいでしょうかと尋ね、委員承認と議事録に記載され

ています。 

 まちづくり交付金は、都市再生整備計画の立案をもとに事業実施、交付金の交付となっ

ています。駅前中心市街地整備計画検討委員会は、まちづくり交付金を申請するために検

討委員会の意見を聞くだけの組織でしかなかったのではないでしょうか。この点について

の見解を求めます。 

 まちづくり交付金は、事業間の流用が自由であり、どの事業に幾らの国費を充てるかも

自由であります。また、実施できなかったということも可能であります。南口のペデスト

リアンデッキや駅北口の広場の歩道橋やせせらぎ公園については、異論を出す市民もおら

れます。このような声を反映できる計画にすべきだと考えますが、見解を求めます。 

 次に、景観条例について質問いたします。 

 ３月議会で、小菅市議への答弁で、野洲市独自の景観づくりの明確化を図り、今後、開

発時における景観を重視した規制や歴史・文化・伝統・自然の理念の位置付けを景観計画

に盛り込んでいくと答弁されています。また、市長は、野洲川まで行けば三上山は見える、

どこからでも見えるというわけにはいかない、用途区域を決め建物の高さを決めていくこ

とを考えていると答弁されました。 

 昨年、野洲市は冨士サミットを開催しました。この近江冨士を眺望しようと思えば、市

長の考えでいくと、野洲川まで見に行くという発想になり、市街地から三上山は見えなく

てもよいということになります。歴史・文化・伝統・自然の理念の位置付けを盛り込むと

言われても、方針がばらばらではないでしょうか。 

 京都市が昨年、新景観条例を制定しました。市内の中心部の町屋があるところに次々と

高層マンションが建設され、市民運動団体から規制を求める声が出ていました。資産価値

が下がるという意見がある中で、５０年、１００年先を見据え、すぐれた景観を保全、再

生し未来に伝えていくということで、市街地の中心部で３１メートル、職住共存地区で１
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５メートル、３８カ所に視点場を設け、眺望や借景保全のための建築物の高さやデザイン

や広告を規制しました。風致地区も世界遺産周辺にも広げました。 

 野洲駅周辺にはマンションが林立していますが、駅周辺だけでなく、市役所の南側にも

マンション計画があります。また、行畑の旧中山道の井上医院跡にマンションが建設され

ます。また、アサヒビール所有の駅前の土地もどのような開発がされるかわかりません。

景観条例の検討が遅れれば、野洲市でも高層マンションがあっちこっちに建設され、歴史・

文化・伝統・自然の理念などは言葉だけになります。野洲市でも、視点場を設ける必要が

あります。また、野洲市でも、緊急に景観条例をつくる必要があります。見解を求めます。 

 野洲川斎苑の葬祭について質問いたします。 

 今年４月から野洲川斎苑では、火葬だけでなく葬祭もできるようになりました。身近な

ところで通夜や告別式ができるようになったとの喜びの声があります。しかしながら、市

民の方から利用に関して改善してほしいという声を聞きました。 

 葬祭棟の使用料は、小さいホールで通夜と告別式を行えば１５万円かかります。貸し館

のため、祭壇などはあるものの、葬儀を行おうと思えば葬儀屋さんに頼まなくてはなりま

せんが、１７万円ほどかかります。また、納棺された形でしか受け付けてもらえません。

そのため、自宅などで納棺する必要がありますが、病院で亡くなられた場合、寝台車で自

宅、自宅から葬祭棟、その費用が５万円ほどかかります。これらで３７万円かかることに

なります。生活保護から葬祭扶助が出ますが、１７万４，１００円です。プラス火葬費用

として２万１，５２０円。合計１９万５，６２０円です。生活保護の方や低所得者の方は

とても葬祭棟を借りて葬儀を行うことはできません。減免規定もなく、救済されていませ

ん。大津市の公営斎場では、寝台車でそのまま運び込み、霊安室で納棺もできます。通夜、

告別式を含め、葬儀費用は２０から２５万円ぐらいで行うことができ、最低１８万円ぐら

いでもできると言われていました。野洲川斎苑は、守山野洲行政事務組合で運営されてい

ますが、低所得者でも葬祭棟を使って葬儀ができるような減免制度が必要ではないでしょ

うか、見解を求めます。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） それでは、野並議員の後期高齢者医療制度について

お答えを申し上げたいと思います。 

 まず、１点目の後期高齢者医療制度の保険料の仕組みにつきましては、これまで２年間

の医療費総額を見込んで算定をすることとなっており、医療給付費が伸びれば自ずと保険
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料は引き上げざるを得ない仕組みとはなっております。しかし、これは後期高齢者医療制

度だけの問題ではなく、医療保険制度すべてに共通することでございます。なお、被保険

者の保険料は医療費総額の１割を負担願い、残る５割を公費負担、また現役世代からの支

援金が４割とされている制度でございますが、低所得層には収入に応じて軽減策、また減

免制度が設けられるなど、制度維持が図られる仕組みとなっております。 

 ２点目の普通徴収となる被保険者数につきましては、約４８０名おられるうち、２分の

１を超えて普通徴収となられる人が野洲市ではおよそ２８０名となります。なお、２分の

１を超えて普通徴収となる人の中には、年金収入に加えて他の所得が多いことにより、年

金から天引きはできないという方も多くおられるということでございますので、普通徴収

の方が収入が少ないということばかりではないと考えております。 

 ３点目の対象者は、４月１日現在の野洲市での後期高齢者医療保険者が４，４３０名で

ございます。そのうち、特別徴収対象者が２，９３０名、また社会保険等の被扶養者は約

８５０名でございます。 

 ４点目の後期高齢者医療制度の撤廃についてということで、先のご質問でもお答えをし

たところでございますけれども、後期高齢者医療制度は、急速な少子高齢化の進展、また

経済の低成長など、医療を取り巻く環境が大きく変化する中、高齢化に伴う医療費の増加

が見込まれることから、世代間で負担能力に応じて公平に負担いただくと共に、公費を重

点的に充てるということで、国民全体で支える仕組みであると、こう考えております。こ

のことから、撤廃についての要望は考えておりませんけれども、ただ、国に対しましては、

この制度の運営に必要な財政措置の確立、また国民に対する十分な説明責任を果たされる

よう、強く要望してまいりたいと考えております。 

 ５点目の包括払い（定額制）につきましては、高齢者担当医制度のことをお示しと察し

ておりますので、野洲市では現在、届け出がないものと聞いております。５月末現在の滋

賀県内の登録医療機関数は２９件とのことでございます。また、野洲病院での退院支援計

画などの運用については現在実施されておらないということもありますし、終末期相談に

つきましても、国においていろいろと検討されていることで、実施されていないとのこと

でございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 野並議員の放課後子どもプランについての質問にお答えをい
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たします。 

 まず第１に、学童保育についてお答えをいたします。 

 児童福祉法では、放課後児童健全育成事業、いわゆる学童保育の対象となる児童は小学

校に在籍していますおおむね１０歳未満、すなわち小学校３年生までとされております。

その上で、放課後に児童が置かれている実情を勘案し、４年生以上の児童も受け入れるよ

う配慮することとされております。学童保育所の定員に余裕があれば、児童の置かれてい

る状況から入所受け入れは配慮すべきでありますし、事実、野洲市におきましても、受け

入れを行っております。 

 しかしながら、住民の福祉の向上のために行った施策ではあっても、定員を上回る申し

込みの状況が続く中で、保護者の不安と混乱を招くような状況が発生するのであれば、法

令に基づいた対応に戻すこともやむを得ないことでありますし、野洲市におきましては、

子どもの居場所としては、上学年、いわゆる高学年向けに子ども教室を開催することによ

り総合的に対応していこうとしておりますので、まずこの点をご理解いただきたいと思い

ます。 

 それでは、１点目の学童保育と放課後子ども教室の同時募集を行うべきであるとのご質

問についてお答えをいたします。 

 放課後の子どもの居場所の提供につきましては、対象となる児童の学年により、１年生

から３年生は学童保育、４年生以上の上学年は子ども教室と、２つの事業を効果的に行う

ことにより実施していこうとするものでございます。両事業の募集の方法につきましては、

住民負担が増すことのないように、合理的な方法を構築していきたいと考えております。 

 次、２点目は、学童保育の増設といった趣旨のご質問であろうかと承りますが、市の財

政状況をかんがみた場合、施設の新築は現時点では困難な状況であり、また、学校の教室

を学童保育所として改装し恒久的に使用することについても、入所希望の多い学区では、

学校自体の余裕が少なく、学童保育専用施設として教室を利用することは困難な状況にご

ざいます。 

 次に、３点目の野洲、祇王、中主など、７１人以上の大規模学童保育所への補助制度の

廃止への対応につきましては、国、県の示します基準等を研究の上、対応していきたいと

考えております。 

 次に、放課後子ども教室につきましてお答えいたします。 

 まず、１点目の専用室の確保、厨房室や休養室の設置が必要であるとのご質問について
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お答えいたします。 

 放課後子ども教室は、自主的な学習を余裕教室を活用して行うことを目的として実施し

ております。ご指摘の点につきましては、現状では、専用室の確保は、学校運営を考慮し

た場合、非常に困難な状況であります。休養室につきましては、教室内に一定のスペース

を確保しつつ、学校の協力を得ながら、体調の思わしくない児童の対応を行っております。

厨房室につきましては、設置は考えておりませんので、よろしくお願い申し上げます。 

 次、２点目は、中主小学校での長期休業期間中の運営に係るご質問についてお答えいた

します。 

 ２階のスペースにつきましては、４月の春休み中から使用できる状態に整理しており、

また、夏に向けて空調機器の設置をしてまいりたいと考えております。 

 ３点目の今後の本市における放課後子どもプランの方向性につきましては、放課後の子

どもの安全で健やかな活動場所を確保する総合的な放課後対策としまして、将来的には学

童保育所では１年生から３年生を、子ども教室では４年生から６年生を対象として子ども

教室を実施することを考えております。このため、数年の期間をかけて、地域性を加味し

つつ、野洲市方式としての総合的な放課後対策事業の移行期間を設け、事業形態を整えて

いきたいと考えております。 

 以上、ご答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、野並議員のまちづくりについてのご質問、１

点目の野洲駅前中心市街地整備計画についてのご質問にお答えをいたします。 

 ＪＲ野洲駅周辺地域につきましては、第１次総合計画の土地利用基本構想におきまして

野洲市を代表する都市拠点と位置付けをいたしまして、行政機能、居住機能、商業機能な

どの高度化を進めようとするものでありますし、また、駅へのスムーズな交通アクセスを

図り、調和のとれた拠点づくりを進めることとしております。 

 今回の野洲駅前中心市街地整備計画につきましては、平成１９年６月に、野洲駅前中心

市街地整備計画検討委員会を発足いたしまして、駅利用者や行政評価のアンケート等の結

果を踏まえた上で、市民、行政各団体が協働して駅周辺のまちづくりについて熱心に検討

をいただいたものでございまして、議事概要には書かれておりませんが、３回目の開催ま

でに事業費の議論もされてきたところでございます。 

 また、この整備計画書には、南口の駅前広場整備や市道のバリアフリーの他、ご指摘の
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ペデストリアンデッキや歩道橋に係る事業も含まれておりますが、これは利用者の安全確

保、ロータリー内での歩行者と車両の動線を分離しようとするものでございます。この事

業費の財源であるまちづくり交付金制度は、これまでの個別補助事業と異なりまして、さ

まざまな事業を一体的に推進することができますことから、全国で多くの自治体がまちづ

くりに取り入れている制度でございます。 

 今回の整備計画につきましては、ペデストリアンデッキや歩道橋も含めまして、その利

活用方策に今後詳細に検討を進めながら適正な事業として進めてまいりたいと、こういう

ふうに考えております。 

 続きまして、２点目の景観条例についてのご質問でございますけれども、先の河野議員

のお答えにも内容と重複するところがあるかと思いますけれども、ご了承いただきたいと

思います。 

 野洲市のシンボルである三上山を核に景観に取り組むことを多くの市民の方が望まれて

いることは十分承知をいたしております。先人が歩んできた歴史、文化、伝統も随所に見

受けられます。これらを後世に引き継ぐのも我々の大きな使命であると認識をいたしてお

ります。 

 しかし、野洲市のどこからも三上山が眺望できるということは現実として不可能であり、

将来の野洲市の都市像を構築するための居住空間の拡大には、土地の高度利用を推進し、

特に一定限度の高さを容認しなければならないのも事実でございます。まさしく、その調

和、バランスが大事で、区域の区分が必要と考えるところでございます。そうした区分分

けには、野洲市の中で市街化区域、調整区域を問わず重要眺望点を設定し、その眺望点か

ら見える三上山の景観を守り育てる必要もございます。 

 そうした試みの中で、必然的に高さということを議論していかなくてはなりません。私

権の制約が伴いますので、許容される範囲、あるいは景観計画のための諸制度も議論し、

行政、議会、市民、事業者の総意のもと、単に制限するだけでなく、用途の趣旨を尊重し、

また理解し、その上で景観に取り組んでいくべきと考えておりますので、ご理解をいただ

きたいと思います。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、野並議員の野洲川斎苑の葬祭についてお答え

をしたいと思います。 
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 葬祭棟は、ご承知のとおり、昨年度建設をいたしまして、本年４月から供用開始をされ

たところでございます。利用状況では、２カ月経過の現在では、ほぼ当初どおりの見込み

となってございます。ご承知のとおり、野洲川斎苑については、守山野洲行政事務組合に

おいて運営をされております。使用料の算定にあたりましては、施設の減価償却及び必要

運営経費や類似施設の状況等を勘案されまして、さらにまた各方面のご意見等も聞きなが

ら、守山野洲行政事務組合議会において決定されたものでございます。野並議員のご提案

の使用料減免制度でありますが、野洲川斎苑では現時点において検討されていないという

ところでございます。ご理解を賜りたいと思います。 

 葬祭棟につきましては、供用開始から２カ月余りが経過をしているわけでございますが、

今後も、利用者、関係者などのご意見を賜りながら、人生終えんの地にふさわしい施設と

なるよう努めてまいりたいと考えてございます。よろしくお願いいたします。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（林  克君） 野並享子君。 

○１６番（野並享子君） 後期高齢者の問題ですが、２年ごとに上がるシステムになる、

それはすべて共通だということをおっしゃったのですが、７５歳以上を別立てにしてそこ

をやるということは、当初から、リスクの高い者ばっかり集めればそれは最初から大変だ

と言っていたのです。だから、他の部分が上がるのと率は全然違うのですよね。２０年後

には倍以上になるという、こんな状況は他の医療ではないのと違いますか。答えて下さい。

他に、２０年で２倍以上になるというような、そんな伸び率になっているの、ありますか。 

 それと、医師会の６割以上の方が反対しているという、これはやっぱり医療に携わって

いる方々がこの制度はいけないと。大体、医師会といえば、自民党の支持層なのですよね。

その人たちがいけないと言ってはるのですよ。昨日、参議院で問責決議が可決されたよう

に、二院制の１つのところがだめだということで突き付けているわけですよね。ここはや

っぱり、もとの老健法にもう一遍戻して、もう一遍考え直さなければ、本当、医師会みん

な自民党支持やめはりますよ、皆さん。いや、そちらにたくさん皆さん集まっておられま

すので。 

 それと、昨日、市長が人間ドックは広域でやるということをおっしゃいましたよね。広

域で行っていけば、これまた保険料にはね返る仕組みになっていますよね。そういうとこ

ろを考えて言われているのですか。今言われているのは、健診の部分をそれぞれの地方自

治体で７５歳になってもしていったらどうだということで進められているところも多いの
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ですけども。７５歳以上の方の保険料にはね返るようなやり方は私はいい発想ではないと

思いますが、このところのご答弁をお願いします。 

 それと、私、さっき言いましたように、９０歳の男性から本当に年寄りは早う死ねとい

うことだろうと言われた、これが実態なのですよ。こんなことを言われるような保険制度、

今まで老健法ができたりとか介護保険ができたりとか、いろんな形のことがありましたけ

ども、ここまで言われるような保険制度はありません。本当にいい制度だとか世代間の公

平だとか、いろんなことを言われますけど、絶対にこれは公平でありません。年寄りが尊

重される、敬愛される、そういう社会にしていかなければ、これは絶対にいい子どもたち

が育っていかない。もう一度この部分はご答弁をお願いします。 

 あと、子どもプランですが、この子どもプラン、１０年間で学童保育の利用児童を３倍

にするという政府目標があるのです。今、定数、定数とおっしゃいましたけども、定数を

広げればいいのと違いますか。定数以上が入れないということで待機になっているのでし

ょう。そうしたら、定数枠を広げればいいですよ。事は簡単と違いますか。施設をいろん

な形で児童館を使うとかコミセンを使うとか、その他いろんな形の利用できる部分を使っ

ていって定数をふやしていくということが私は一番解決方法になると思うのです。 

 学童保育の待機児童ゼロプロジェクトチームというのを保護者会がつくりはったのはご

存知ですね、野洲の学童の。ご存知じゃありませんか、先週の滋賀民報の３面にトップ記

事で載っていましたが。そういう形で、１００人からの待機児童が出ているので、保護者

会が結束して待機児童ゼロプロジェクトというのを立ち上げてはりますので、皆さんこれ

から押しかけていきはると思いますよ。定数をふやしていただくということが必要だと思

いますが、その問題、どう思われます。ご答弁お願いします。 

 これ、中主の２階の倉庫です。見て下さい。ひどいものですよ、本当に。こんなところ

で一日中子どもらが過ごさないといけないのですよ。今、空調を設置すると言われました

けども、窓はあきません。開閉できません。倉庫ですよ、もともとが。ここで一日中、夏

休み、春休みも。こんな状況になっています。これを野洲方式で構築すると言われたので

すよ。これを構築するのですか、野洲方式で。ちょっとひどいのと違います。ご答弁、お

願いします。 

 まちづくりにつきまして、今、これが一番最初に、平成１７年につくられた部分ですね。

これをみんな私らもらったのですよ、２年前に。そのときに、デッキはありません。奥の

方に緑地ということで、向こうにつくるということで。こういうロータリーで見ているの
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です。これしか私らは見ていなかったから、こういうふうな形で駅前変えはるのかなとい

うふうなイメージはありました。これが第４回のときに検討委員会で出されている内容な

のですけど、ずっとこっち側だけを映してみて下さい。デッキが登場しているのです。こ

ういう形で、途中で突如デッキが登場してきているのです。今、このデッキの活用をして

いくというふうなことを言われましたが、普通ならば、何々をしたいから何々が必要とい

う形になるのですよ。つくってから使い方を検討するというのは土台根本的に間違ってい

るのです。しかも、このデッキ、５億円から６億円するのですよ。２４億円の総額のうち

の４分の１ぐらいをデッキで占めているのです。こんな計画、絶対間違っているのと違い

ます。どう思いますか。 

 駅の北側の北口の歩道橋。これ、誰が要望しはったのです。言って下さい。自治会の自

治会長さんも、そんなの知らない、聞いたことない。近所の人も知らない。どこがいった

い、誰が。あそこだったら、全部屋根を付けてあげてぐるっと回ればいいのですよ、危な

いと言うのだったら。真ん中を通らずに。草津の南側だったら、真ん中は動かないでしょ

う。真ん中は行き来できない、両側サイドを通っています。危ないと言うのだったら、屋

根を付けてそうしたらいいのですよ。何もそんなところに歩道橋なんて要りませんよ。 

 私、写真を撮ってきたのです。そうしたら、三上山が見えるのですよ、北口で。北口で、

ちょっとここに。それで、この黄色の線は歩道橋のラインです。歩道橋のラインのところ

に、栗東に行ってそのラインを大体見たら、歩道橋を付けたらちょうど三上山がすっかり

ここに入ってしまいます。せっかく見えていた三上山が歩道橋の階段で見えなくなってし

まいます。何で必要なのでしょうか、景観も含めて。そういう意味では、大事にしないと

いけない。１回つくってしまったら、つぶれてしまうまでそれをそのまま使わないといけ

ないでしょう。物をつくるときには、もっと本当にいろんな意味の検討が必要なのと違い

ますか。景観も含めて、そういったデッキやら、いったい誰がどこで、コンサルの発想と

しか思えませんよ。 

 せせらぎも、これもまちづくり交付金を検索していたら、せせらぎとか出ています。も

う同じ。あの交付金を使いはったところ、みんなせせらぎを入れてはるのと違いますか。

誰がせせらぎを言ったのです。祇王井川から引いてせせらぎといったら、どれだけお金が

かかります。地域のみんなの声やら要望を本当にきちっと聞かないといけないと思います。 

 それと、最後の野洲川斎苑。ちょっと実績、当初どおりと言われましたが、火葬がいっ

たい何体あって、そこでお通夜、告別式、どれだけされたのか、この人数だけお答え願い
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たいと思います。 

 草津市は、生活保護の方は火葬料の免除がされています。近隣を見て決めたと言われま

すが、そういうふうな意味では、近隣を見て低きに合わされたのでしょうか。答弁をお願

いします。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） それでは、野並議員の再質問にお答えをさせていた

だきたいと思います。 

 まず最初に、２年ごとに上がる制度云々ということで、倍になるというお話だったので

すけども、今、４月段階で、厚生労働省が新聞紙上で発表した今後の医療費、保険料、こ

れについては、７年間に１８％ほど上がるとありまして、全国で言うと、７万２，０００

円が８万５，０００円になるというような発表をされているのですけども、実は、これに

ついては、当初、国としては老人保健法の中で平成１４年から段階的に年齢を上げるとい

うことで、１９年度には７５歳以上の方を対象に保険制度をスタートしたという部分が十

分伝わっていなかった。国としては、この老人保健制度の維持、制度そのものを一つ今後

の超高齢化に向けてみんなで支える仕組みとして新たな保険制度が立ち上げられたという

ことで、これまでも老人保健制度としてずっと運営をされてまいったのですけど、その部

分が国民健康保険制度の中に老人保健制度という仕組みがありまして、多くの市民の方に

費用負担を含めてなかなかご理解いただけなかった部分を急遽、医療制度改革のもとに引

っ張り出してきまして、あえて負担も明確な形でしていこうと。 

 ご承知のように、若年層は今後減っていくということが予想される中で、今回、高齢者

の方と若年の方の費用負担を見直してやっていこうということの理解を若者へも求めなが

ら国全体の保険制度を維持しようという理念のもとに進んできたものと考えておりますし、

昨日もお答え申し上げたと思うのですけども、やはり広域で同じ高齢者の方が同じような

保険とサービスを受けられるような仕組みという理念については今後も続けていくべきだ

と考えておりますし、市町村の財政負担におきましても、医療費に関わりなく平均した形

の負担ということもありますので。ただ、今、いろいろと制度改正について見直しをされ

ておりますし、その部分について、市町村としては、少し動向を見守りながら、市町村で

取り組むべきこと、また意見を申していく部分をこれから見定めてまいりたいと考えてい

ます。まずは、今、既に制度がスタートしまして、２回目の特徴ということになりますし、

７月にはいわば本算定で動いているという中でいろんな動きがありますので、できるだけ
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市民の方に迷惑がないように、啓発、周知も含めてですけども、取り組んでいくべき制度

だと考えております。 

 ２点目というか、医師会等ということで、おっしゃっているように、滋賀県の医師会に

ついてもこの制度についてもいろいろとご意見を出されておりまして、その部分について

も、今後、国も医師会に求めていくということで、医師会の方といろんな保険料の話で十

分理解いただいていない部分とか、医師会としては、その６００点の中で十分に１人の方

の主治医的な形で診ていくのかということで、いろいろと十分伝わっていない部分がある

と思いますので、今後、国においても、県においても、その点については理解を求めるな

り、また今の形の少し見直し案も終末期については出ているようですけども、見直しがさ

れるのではないかなと思っております。 

 そうしまして、人間ドックについては、きのうのお答えでは、取り組めない、広域にお

いても人間ドックとしては考えておらない。ただ、今年からスタートします保険特定健診

という部分で、高齢者の方の健康保持・増進に努めていくということで、広域の方で予算

を見ていますし、健康づくりのためにモデル事業として２カ所ぐらいも広域でやっていこ

うと、そういう事業が予算を持たれていることをお話を申し上げたと思っております。 

 さらに、この制度はということもおっしゃっておられましたけども、ベースは老人保健

制度を今後安定的に進めるためにということでございますので、見直しを含める部分もあ

るのですけども、この制度がうまく進めるように、課題の方は今国でいろいろと論議され

ていますので、それを踏まえて実際市町村としていろいろ事務作業を進めておりますし、

今後、制度改正の中でどうも財政負担についても論議をしていかなければならないような

こともありそうですので、そこらも踏まえまして、きちっと要望すべき点は要望してまい

りたい、また改善すべきところは広域連合についても申し上げていきたいと考えておりま

すので、ご理解を賜りたいと思います。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 市長。 

○市長（山﨑甚右衞門君） ただいま、部長が答えましたが、ちょっと私、名指しの質問

がございましたので、あえて補足をさせていただきます。 

 これ、野並さんが取材しておられるところの機関紙でしょう。ここに書いています、国

保で独自に加入して人間ドックをやっていたところはやめたと。一般会計でやっていた虎

姫だけはこれからもやりはるのだと、こう書いてある。これ、おたくが書きはったと思う
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のですよ。そうでしょう。だから、７５歳以上の医療についてはすべて広域連合でやるの

ですよ。私のところは国保の中で人間ドックをやっていた。その分も県へ行ってしまった

のです。だから、僕、こう言ったのですよ、やるなら広域連合の中でやっていかないとい

けないだろうと。しかし今、そこまでは到達していないと、こう申し上げた。野洲市が好

んでやめたのと違いますよ、これ。わかっていただきたい。 

 もう一つ、学童保育。これもそうです。待機児ゼロにしようと。いいことです、おっし

ゃることは。しかし、物理的に無理なのですよ。だから、私は絶えず申し上げていますよ

うに、学童保育はやっぱり１、２、３でやめないといけない。学童保育はやっぱり３学年

までだと。だったら、待機者はなくなります。だから、４年から上はやっぱり文科省が言

う放課後の居場所づくり。それで対応したら、学童保育と分離したらいけますよ。そうい

うことは皆さんにやっぱり協力いただいて、市民の皆さんで考えていただいたらいいこと

です。一方的にこういうふうに書かずに。全くこれ、物理的に無理です。何か写真を見せ

はったけど、あんな場所、倉庫にあんなガラスのブロックを使ってあるかと今言っていま

すけど、倉庫じゃないでしょう。だから、倉庫という言葉を使ってくれるなと言うのです。

倉庫に子どもを入れるって、これはやっぱり適当でないことでしょう。倉庫に窓があって

ガラスブロックを入れていますか。ガラスブロックですよね、窓。そうでしょう。もうよ

ろしい、それで結構。 

 それと、駅前のまちづくりの関係で基本的な考え方を申し上げる。中田さんにもちょっ

とあったのですが、私は、今から３０年前に１０億を使ってあの広場をつくった担当です。

今から言えば、そのときの１０億は大した金でした。やっぱり、議会でもいろいろ批判が

出たところでした。ところが、今になったら、もっと２０億でも使って広くしていたらよ

かった。そういうような感じをいたしております。そこで、今、あの広場で一番何が問題

なのかは歩行者と車を分離することです。だから、分離するにはどうすればいいのかって、

立体にしないといけない。回って歩かれますか。こう遠回りしはりますか。本当ですか。

誰がしてはりますか、こんな広場をつくって。通ってはいけない真ん中を通ってはります。

そうでしょう、人間の心理ってそうです。 

            （「歩道があるから通れない」の声あり） 

○市長（山﨑甚右衞門君） あれは歩道と違います。タクシーの乗り場です。つくった私

が言っています、つくった私が。 

 だから、人と車を分離するときにどうしたらいいのかと。草津の駅、おっしゃいました。
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石山の駅、どうですか。全部立体にしています。そうでしょう。あの狭い石山の駅でも、

電車とバスとタクシーをうまく入れるようにして、ああいう駅前広場をつくりはりました

よ。あれは高くついています、おっしゃるとおり。人を上を通らせて、下は車です。だか

ら、そういうことはまず１点なのですよ。 

 それと、おっしゃるように、送迎用の自家用車。これをタクシーとバスと一緒にしたら、

大変なことになる。だから、バスはバスで乗り降りをする場所、タクシーはタクシーで乗

り降りする場所。送迎の車はなるべく広場から早く出てもらおう。そのためにはどうした

らいいか。これ、内部でも議論しているのですよ。入るのも出るのも１カ所です。だから、

横へ出られないかと、こういうこと。それは送迎用の車だけ。こう行ったら、やっぱり駅

前が楽になる。そういうことを基本に置きながら設計をして、委員会をつくって。金のこ

とばっかり言ってはりますけど、いかに駅前広場、あれだけの広場を効率的に使おうとす

れば少々の金は要ります、やっぱり。そういうことを理解してほしい。 

 それと、三上山を見たかったら野洲川へ行けと、そういう単純な理解をしないで下さい。

野洲川の河川空間をどのように利用するかということです。あれだけの大きい河川空間を

つくっていただいて、安心・安全な川になったじゃないですか。あの空間をいかに使って

いくか、まちづくりの景観のために。そういうお答えをしているのに、単純に言葉じりを

拾ってそんなこと、野並さんもあろう方がそんな単純な解釈をしないで下さい。野並さん、

お家から三上山が見えますか。そこまで言うといけないですね。だから、お互いに家が高

いか、低いか、片一方の家が見えるために窓を高くつくった、見えんようになったらうち

を高くいくか。ほんなら、こうせえなと言って、そういうことなのです。見るところは見

るところできちっと残したらいいのです。開発するところは開発するところでつくったら

いいじゃないですか。そうでしょう。野洲市全体から三上山が必ず見える場所。こんなう

まいことまちづくりできないですよ。ご理解いただきたいと思います。 

 また、あと部長答えていただきます。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 野並議員の放課後子どもプランの再質問でございますけども、

ただいまの１点目の学童保育所の定数を拡大するという件につきましては、市長の方から

答弁をいたしておりますので控えさせていただきまして、２点目の放課後子ども教室で、

中主小学校の体育館の２階を使っている件だけご答弁申し上げます。 

 写真の方は暗く写っておったのですけども、その部屋は、スペースも結構広うございま
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して、採光もとれるようになっております。ですから、最適とは言いませんけども、子ど

も教室の部屋としては全く不適ではないというふうに考えております。それと、こちらの

方は季節教室、特に長期休業期間中に使おうと思っておりますので、その出席者が少ない

場合には、いつも大体６割程度しか出席がないのですけども、常時の教室の部屋ではござ

いませんので、２階の部屋を昼食の場所とかあるいは特定の活動の場所として活用してい

くようなことも考えられますので、その点ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、野並議員の再質問にお答えをしたいと思いま

す。 

 まず、利用状況ということで、葬祭棟、火葬棟の利用状況でございますが、今年７月以

降ということでお答えをさせていただきます。 

 まず、火葬棟につきましては、４月は１２９件、うち５７件が野洲市市内の方でござい

ます。そして、５月につきましては１３０件、市内は５８件ということで、６月について

はちょっとデータを持ち合わせておりません。よろしくお願いします。 

 次に、葬祭棟につきましては、４月が３件でございます。これは告別式のみも含めてお

りますので、ご理解をいただきたいと思います。それと、５月が８件。そして、これは６

月９日までのデータでございますが、３件ということで、計１４件の葬祭棟の利用があっ

たということでご理解賜りたいと思います。 

 それと、もう一点、草津市は減免されているというご質問がございました。類似施設を

すべて参考にしたわけでもございません。ございませんといいますか、それを用いたわけ

でもございませんので、いろんな角度から検討した結果、現在に至っております。しかし

ながら、議員提案でもございます。ただ、先ほど申し上げましたとおり、運営は守山野洲

事務組合で行っていただいておりますので、今後、議員提案制度も含めまして、利用のあ

り方といいますか、そういうことも組合の中で検討をしていただくよう働きかけるという

ことになりますけども、それでご理解を賜りたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 都市建設部長。 

○都市建設部長（堤 文男君） それでは、野並議員の再質問、ただいま市長の方からも

いろいろお話をいただいたのですけれども、デッキの件につきましては、先ほど申された

ように、つくってから考えるのかというお話でございますけれども、我々はあくまでも、
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先ほど申し上げましたように、歩車道の分離という意味でデッキということを申し上げた

とおりでございます。 

 それから、北口のデッキあるいはせせらぎ、これは誰が言ったかということでございま

すけれども、これは平成１７年の南口土地利用計画委員会の中でもそういったお話が出て

おりましたし、我々が強制してつくったというものではございませんし、もちろん昨年度

の南口の都市再生整備計画の中での市街地整備検討委員会の中でもいろいろと議論をして

いただいた中でこういうプランづくりをしていただいたということでございます。 

 また、この件につきましては、当然、詳細につきましては、先ほどから申し上げていま

すように、まちづくり協議会というものをつくって、また多くの方々にご意見をいただい

た中で詳細について詰めていきたいというふうに思っておりますので、ご理解をいただき

たいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 野並享子君。 

○１６番（野並享子君） まず、１点確認をしておきたいのですけども、中主のこれは以

前は、中主の方はご存知ですよね、何に使っておられたのですか。ずっとあいたままだっ

たのですか。会議に使ったりとかそういう学習の場に使ったりとか、していたのですか。

まず、それ、確認しておきます。私、元倉庫だというふうに聞いておりますけども。何に

使っておられたのですか。 

 それと、せせらぎ公園。一番最初の１回目の６月の検討委員会で、コンサルがいろいろ

出してはるところにそういうなのがあるのですよ。言ってみたら、検討委員会で行政の説

明の中にレールが引かれているのです。川とか水に恵まれているとか、そういうなのを持

ってこないといけないというふうなね。そういう部分が導入の中で、行政が……。これ、

全部コンサルがつくった絵だと思うのですけども、コンサルの絵があって、それをもとに

検討されているというね。最初に皆さんの声があってあれがつくられたというのではない

のですよ。逆なのです。 

 それと、先ほどから市長が渡る、渡ると言うけども、渡れなかったら渡れないのですよ。

あそこ、ちゃんとしまになって横断歩道が書いてあるから渡るのです。あそこ、真ん中が

そういうふうな渡り方ができないようなところだったら渡れません。渡れるようになって

いるから。北口かて、そうですよ。横断歩道が書いているから渡るのですよ。あそこ、通

れないようにしたら渡れないのです。でしょう。渡れるかって、渡れないようにしたら渡



 －171－

れないのですよ。そんなの、わかるでしょう。山になっているところを飛び越えて行かは

れますか、そんなの。本当に泉をつくりはって、そのせせらぎとか、今までいろいろあり

ます。野洲でつくった生和神社のところのせせらぎ、みんなつくってはります。御上神社

のところにつくりはったあれ、皆さん使われています。あっちこっちに……。 

            （発言する者あり） 

○１６番（野並享子君） ああ、使ってはりますか。まちの中に本当にそれをつくったら、

その管理だけでもまたまた大変な状況になりますよ。 

○議長（林  克君） 市長。 

○市長（山﨑甚右衞門君） 時間がなくなったので、答えます。 

 我々行政がいろんな仕事を預かった上で、不便なものをつくったらおしかりを受けます

よ。こんな広場をつくって、時間がないのにこう回って、駅……。こんな駅の広場をつく

ったのは誰と言われますよ。やっぱり真ん中を通れるようにして１秒でも早く電車に乗れ

るようにするのが我々の仕事なのですよ。ここ、道をつくらないのだから、こっち回って

こう回って行けよって、誰が行きはりますよ、そんなこと。かえって、そんな広場をつく

ったら批判を受けます。やっぱり市民の皆さんが１秒でも２秒でも早く電車に乗れるよう

に、近道で行けるように設計をするのが我々の仕事なのですよ。本当ですか、それ。ぐる

っと回らせてよろしいか。よろしいな。それだったら、金を使わないで広場をやりましょ

う。木を植えて美しくして。おっしゃるように。その批判を受けるのはわしと違いますよ。 

 以上、終わります。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 中主小学校の体育館の２階でございますけども、昭和６１年

建築になっておりますけども、私の記憶だけで申しわけないのですけども、はじめはスポ

ーツ少年団のバレーボールとかが２階で練習をしておったのですけども、そういうときに

あそこを使って食事とかをとっておったというふうに記憶しております。その後、ちょっ

といつの時点かわかりませんけども、兵主太鼓が練習する場所がないということで太鼓を

置かれて占用されてしまったという経過があったと思います。基本的には、建った当初は、

体育倉庫は１階にございますので、倉庫ではなしに、ある程度多目的に使える部屋として

つくっておったというふうに認識しております。 

○議長（林  克君） 次に、通告第１２号、第１１番、藤下茂昭君。 

○１１番（藤下茂昭君） １１番の藤下茂昭です。 



 －172－

 まず、一般質問の本題に入る前に、先般の中主幼稚園並びに学校給食センターの事故に

対しまして、関係機関においては万全の対策を講じられることを切に希望いたしますと共

に、中主幼稚園の事故におきましては、一部のマスコミが幼稚園の池の埋め戻しだとかあ

るいはまた遊具などを撤去しますというような報道をしておりますけれども、こうした危

険なといいますか問題のある施設は除いてしまったらそれでいいというような短絡的な発

想で安易な方策をとらないように、慎重に対処されるよう、強く要望いたします。いやし

くも、あつものにこりてなますを吹くというふうな愚のないように一つ要望しておきます。 

 さて、一般質問に入りますが、私は、本市の学校給食の米飯に野洲市産のブランド米を

１００％使用して、本市のすべての子どもたちが日本一のご飯を食べて、そして、野洲市

の農産物は言うに及ばず、このふるさと野洲市に誇りを持って、心身共に大きくたくまし

く育ってもらいたい、そういうような思いで質問をいたしたいと思います。 

 さて、昨年の９月、新しい学校給食センターが稼動いたしました。ところが、職員の努

力にも関わらず、一部の子どもたちからご飯がまずくなったというふうな感想を聞いてお

ります。ところで、旧中主学校給食センターでは、給食の米は長年にわたって地元産のブ

ランド米を使ってきたという歴史的な経過がございます。しかし、現在の学校給食センタ

ーの米は、全量がＪＡおうみ冨士を通して使われているようでありますけれども、コシヒ

カリを１００％使っていると申しましても、以前のブランド米に比べると品質で劣ってい

るというふうに聞いております。 

 というのは、ブランド米と普通米との違いは、まず米づくりにおいて最も重要な肥培管

理が異なっております。その一例を申し上げますと、ブランド米の肥料は主として菜種油

かすを用いまして、その他の肥料でも、有機質を主成分とする有機肥料を使っていること。

しかも、施す肥料の量、つまり施肥量を一定量以下に抑えて、収穫量が少なくなっても余

分の肥料を使わないこと。さらには、除草剤や殺虫剤の使用を極力抑えていること。こう

した手間暇をかけたいわゆる栽培管理のもとで安心・安全な、しかもおいしいと言われて

おります野洲市のブランド米が生産されているわけであります。食味、いわゆる味におき

ましても、全国的に名をとどろかせております新潟県の魚沼産のコシヒカリに引けをとら

ないという評価をいただいておりまして、京阪神の大消費地で大きな評価を得て、一般の

コシヒカリよりも高値で取引をされております。まさしく、長年にわたる野洲の農業者の

汗とあぶらの結晶が今日のブランド米を生んだと言ってもよろしいかと思います。もちろ

ん、一般の野洲市産のコシヒカリも決して低い評価ではございませんが、ブランド米と比
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べますと、特に食味において、あるいはまた安全性の上において差が生じているわけであ

ります。 

 さて、国の新しい教育基本方針で、国やふるさとを愛する心をはぐくむ教育を推進する

ことが大きく提唱されております。大堀教育長は、本年度の教育方針の中で、郷土である

野洲市に誇りを持ち、郷土を語れる人間の育成に取り組む。また、新しい学校給食センタ

ーでは、食育はもちろんのこと、地産池消を踏まえて一層の充実に努めると、こういうふ

うな所信を述べておられます。私も大いに賛同するものでございます。将来を担う子ども

たちに野洲市産のブランド米を食べてもらい、食の大切さ、食糧の安全保障の有用性、生

産者の労苦などを交えながら、生きた食育を進める。そのことと同時に、野洲市の農産物

はもちろんのこと、ふるさと野洲市に誇りと感謝の心を培う教育を推進することが大切だ

と思うのであります。このように、郷土愛、食育あるいは地産地消を推進する観点から、

学校給食の米は全量野洲市産のブランド米を使用すべきだと考えております。 

 そこで、以上のことから、学校給食に市内産のブランド米を導入することを提起いたし

ますので、幼稚園、学校、学校給食センターを所管する教育委員会、そしてさらに米の生

産や供給を所管する環境経済部、さらにまた財政措置に対する担当部長からそれぞれの見

解を伺いますので、一つよろしくご回答をお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 教育長。 

○教育長（大堀義治君） 藤下議員の「学校給食に市内産のブランド米を」のご質問にお

答えをいたします。 

 ご質問の内容にもございましたが、現在、学校給食センターではＪＡから市内産米１０

０％のコシヒカリを１キログラム３１５円で購入をしており、この価格は学校給食会が県

内の各市町から炊飯委託を受け提供している精白米の単価に合わせております。本市が２

０年度に使用する米の総量は年間約５４トン程度で、議員の質問にございますブランド米、

いわゆるこだわり米の市内産精白米価格と現在の価格とを比較しますと、その差は年間で

４００万円余りの増額となります。現在、毎日のように物価上昇が報道され、材料によっ

ては高騰しているものもあり、中には突然手に入らなくなる食材も出てくるなど、日々の

材料検討と材料費調整に苦慮しておりますが、何とか予算内におさめられているのが現状

でございます。 

 このような中、現在の１キログラム当たりの３１５円でいわゆるこだわり米が購入可能
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であれば問題はございませんが、全量を市内産のこだわり米で提供するということは、１

人当たり月額６６円程度の追加米代を必要とすることになります。今後の物価変動が不確

定の中では、他の食材に影響を及ぼす可能性があり、現状では難しいという他ありません。

教育委員会といたしましても、議員からのご提案いただいております趣旨は十分認識して

おりますことから、全量をこだわり米にすることは困難であると思われますが、一定量の

市内産のこだわり米等の購入につきましては、保護者負担がふえない方法で至急調整させ

ていただきたいと考えております。 

 また、新給食センターが稼動し安定してきた昨年１０月ごろからは、各校園から毎日返

信されますモグモグメールでは、温かくておいしいとか、昨年１０月と今年の５月に行っ

た保護者の皆さんの試食会のアンケートでも、ご飯がおいしくてよかったなどの評価を得

ております。 

 以上、藤下議員のご質問に対する答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 環境経済部政策監。 

○環境経済部政策監（土肥義博君） 藤下議員のご質問でございますが、学校給食に市内

産のブランド米ということでございます。 

 私ども農林水産担当の方といたしましては、野洲市内でいろんな形で環境にこだわった

お米をつくっていただいているということでございます。それにつきましては、特に昨年

度平成１９年度から農地・水・環境保全向上対策という形で、我々俗に言っております２

階部分と言っています、営農活動への支援ということでございます。これにつきましては、

２０集落３３６ヘクタールに対して取り組みを行っていただいてございまして、それらに

対して、１０アール当たり６，０００円の交付金を支払っているところでございます。そ

のうち、４分の１に当たる１，５００円というのは野洲市としても負担をさせていただい

てございます。そういうことで、環境にこだわった米に対して野洲市としては支援をさせ

ていただいているということでご理解をいただければと思います。 

 当然、本市といたしましては、売れる米づくりということで、環境こだわり米等へのＰ

Ｒは実施してまいりたいというふうに考えてございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 藤下茂昭君。 

○１１番（藤下茂昭君） それでは、再質問をいたしますが、今、教育長の方から主に財

政的な面でいろいろと問題点があるということで発言がございましたが、確かにおっしゃ
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るとおり、年間の白米の使用量５４トン余りということで、それから年間のブランド米を

使用した場合のプラスアルファの分ですが、約４００万円ということであります。月額も

六十何円でしたか、そういうふうな話でございましたが、大体１年間に７００円余りとい

うことになりますね、差額が。 

 ですから、例えば、本市においても学校給食以外に例えば児童、それから幼児、そうし

た方々の福祉対策の一環として、例えば医療費の負担が国だとか県の基準以上のものを支

給をしておったというようなことでありますし、現在も一部そうした施策を講じられてお

ります。そうした厚い手当によって、野洲市の若いお母さん方、他市町に比べて大変手厚

い施策ということで、野洲市がいいなというような評価をされて、野洲市に住みたいとい

うふうなこともございますし、そういうふうなプラスアルファの面が他の施策にもあるわ

けでございます。 

 先ほど私が申し上げたように、わずか１人当たり７００円ですね、年間。そうしたこと

によって、せっかく野洲市の市内において、これが遠く沖縄や青森とかそういうような遠

方からわざわざ買い入れるなら別ですが、市内産で全国的にも引けをとらないブランド米

があるわけです。例えば、旧の野洲町では愛郷米だとか、あるいはまた、最近南櫻の方で

はカルケット米ですか、そうしたもの。あるいはまた、旧の中主町におきましては野田ふ

じ米だとかシルキーライスと、そうしたいわゆるこだわり米があるわけでございます。 

 そういうようなことで、せっかくのこうした野洲市のブランドというものを大いに子ど

もたちにじかに体験をさせる、そしてまた食育とあわせて、そうした郷土に誇りを持って

感謝をするというようなことは、ただ地産地消、ただものが動くあるいは食べるというこ

とだけではなくて、教育的な効果も大いに出てくるわけでありまして、そうしたことにつ

いて、わずかな７００円の費用でございます。そうしたことをぜひとも財政的な措置をと

っていただいて、一つ野洲市あるいはまた日本の将来を担う子どもたちの育成に努力をす

る。そういうことが我々の任務ではないかと思います。一つ、そういうようなことで、改

めてそうした財政出動もあわせてやっていただきたい。これは、市長にもぜひともそうい

うことをお願いいたしますので、この辺、またご見解をお願いしたいなと、こういうふう

に思います。一つよろしくお願いします。 

○議長（林  克君） 市長。 

○市長（山﨑甚右衞門君） 藤下議員の再質問で、実は私も気にしていることでございま

して、中学校に学校給食をやろうということは合併協議会の基本的な協議事項です。そこ
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で、私は申し上げたのは、米飯給食をやるなら給食センターを建てましょうと。これもは

っきり申し上げて、もちろんそうだということで、米飯給食を中心としたセンターを建て

ていこうということです。もう一つは、学校給食会が提供するご飯はやめて、やっぱり自

分でかまで炊いて、温かくないと言うとちょっと語弊があるのですが、温かいご飯を子ど

もさんに食べていただくようにしようじゃないか。幸いに、近江米、中でも野洲米、非常

においしい米だというのですから、地元の米をおいしく食べてもらおうじゃないか。こう

いう思いでずっと進めてまいったのですが、やはり保護者にも費用の転換はできないとい

うことや何やらで、学校給食会が提供する米価と同じ米価で買っていくのだと、こういう

ことで若干私、疑問を持ったのですけど、野洲米のブランド米がそれでいいのかなという

こと。ある面で言うなら、農業をいろんな面で振興していこう、おいしい米をとってもら

おう、そして、やっぱり野洲米のブランドを上げて、農業を熱心に取り組んで、後継者の

問題その他がありますから、やっていこうというときに、それはちょっとまずいなという

思いは持っておったのですが、今、藤下議員からそういう意見を出していただきますと、

やっぱり私の考え方も間違っていなかったなというふうに思います。 

 ちょっと古い話をするのですが、旧野洲町時代に、湖北の町長さんと高島郡内の町長さ

んでした、学校給食会から炊いた米をとっているのだけど、どうもうちらの方はもっとお

いしい米がとれるで、地元でとれた米を食わせてあげようと思って一生懸命になるのだけ

ど、それをしようとすると米代を負担しないといけないのだと、こういう話がありまして。

ああ、そうか、米代を負担しないといけないのと、私もそのときは認識不足で。それでも、

やっぱり地元の子どもにはおいしい米を食べさせてやるのだということで補助金を出そう

と思っているのだと、こういう話がありました。その話を持って帰って、野洲町時代なの

ですが、言って、うちの方はおいしい米がとれるのだから、おいしい米を子どもさんに食

べさせないかと、こう言ったら、残念なことにご飯を炊くかまがなかったのです。牛乳と

パンの主たる給食、しかも中学校がなかったわけですから、低学年ですからそういう給食

があった。こういうことで、野洲町ではできないということがわかって、ああ、そうか、

しようがないなということでございました。 

            （発言する者あり） 

○市長（山﨑甚右衞門君） いやいや、かまがなかったのですよ。いや、聞いて下さい。

米飯のかまはなかった、それだけの数をつくる。だから、そういうことで断念をしておっ

たのですが、やっぱり米飯を中心とした給食センターも建ちました。そして、おいしい米
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を食べられるという思いもございますので、おっしゃるように、若干そういうことも含ん

で、やっぱり農業の振興面からもそういう取り組みをしていきたいなと、こんなふうに考

えておりますので、今後また検討してまいりたいと思います。 

 それと、どうもあれだけの給食センターを建てて、精米機がないとか、貯蔵する、４ト

ンまでは貯蔵できるのかな、その貯蔵庫はあるのですが、そういうものもできていなかっ

たということが今考えて非常に残念だなと思うのですが、必要ならばそういうものも設備

して、直接農家からお米を買って、備蓄しながらそこで精米にして子どもさんに食べさせ

ていくというような方法も１つの方法かと、コストを下げるためにはそういう思いもいた

しております。よろしくお願いしたいと思います。 

 ちょっと議長のお許しを得て、野並さんの回答の中で抜けてあることがございました。

お許しをいただけると思います。 

○議長（林  克君） どうぞ。 

○市長（山﨑甚右衞門君） 西本さんもそうじゃないと言ってはるけど、そうじゃないで

すよ。あの真ん中はタクシーに乗るためにつくったのです。だから、歩道がかいてある、

かいてあると言われるけど、あれは危ないから後からかいたのですよ。考えてみて下さい。

梅元さんの前のガッターは低いですか。高いでしょう。こうして上がらないといけない。

タクシー乗り場の真ん中のあの中の島でも高いでしょう。あれは公安委員会が下げさせな

いのですよ、あの駅前広場の全体の構造からいって。だけど、あそこを通らなくて、タク

シーがこう回るから、白線だけは引こうじゃないかと引いたものなのです。はじめからそ

ういう計画ではできていませんので、それだけはご理解をいただきたいと思います。 

 やっぱりどう考えても、人と車を分けましょう。やっぱり立体にしましょう。そこで何

か言われましたね、コンサルの何やら何かに載っているのと違うかと。いや、そんなこと

があるのだったらちょっと説明してもらわないといけないけど、こんなことでそんな広場

をつくっているのだったらおかしいと思いますよ。だから、やっぱり立体の広場をつくっ

て、公共事業というのは市民の皆さんの安全を守る、そして使いやすいものをつくると、

これが理念ですから、そういうことを含んでやっていきますので、ご理解をいただいてお

きたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 藤下茂昭君。 

○１１番（藤下茂昭君） ちょっと間がありましたが、要は、先ほどの答弁の中で、ＪＡ
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から全量を買っているという話ですが、これもたしか、３月でしたか、１２月でしたか、

私の質問の中で、給食センターは１００％野洲市産の米ということを南前教育部長の答弁

の中であったかと思いますけども。ところが、このカントリーエレベーターの米、必ずし

も１００％野洲市産のものではありません。というのは、ＪＡおうみ冨士というのは、ご

存知のように、野洲市と守山市とこの区域、旧の野洲郡の大部分ですね。ですから、刈り

取りの時期によっては、野洲と中主のカントリーエレベーターへ守山市の米も一部入って

いるということですね。ですから、中主なり野洲のカントリーエレベーターの中の米は１

００％野洲市産のものかということが絶対保証はありません。 

 ですから、そういうようなことが後からわかりまして、そういうようなことも含めて、

こうした本当に市内産のものを野洲市の子どもたちに食べさせるというなら、それは不可

能な問題でありますから、個別にやっぱりそうしたブランド米を給食に供すると、こうい

うことで、あわせてこの点を補足をしておきたい。そういうふうに思います。一つ、そう

いうようなことで、ぜひとも野洲市のブランド米を野洲市の子どもに食べさせるというこ

と。この普通の米は２０年８月末から９月にかけて収穫をするわけですので、ぜひとも財

政的にも９月から実行できるような措置をとっていただきたい。この面をあわせて補足を

して、要望しておきたいと思います。一つよろしくお願いします。この点についても、見

解をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（林  克君） 藤下茂昭君。 

○１１番（藤下茂昭君） 先ほど市内のブランド米の中で、南櫻のカルケットと言いまし

たが、カルゲン米ですので、ちょっと訂正をしておきます。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 藤下議員の再々質問でございますけども、まず、ＪＡから全

量を野洲市産米を買っているというお話なのですけども、ＪＡから買おうとしております

のは５４トンのうち５０トンでございます。４トンは、もともとこだわり米といいますか、

藤下議員おっしゃるブランド米を購入予定でございました。１００％野洲市産ではないと

いうのは、一時的にそういう時期がカントリーか何かであるかもわかりませんが、その辺

は調査をさせていただきたいと思います。契約の方は野洲市産米というふうになっており

ます。 

 あと、本年度から早速調整をさせていただきたいのですけども、ついては、教育長から
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ございました保護者負担がない方向で調整をさせていただいて、来年度に向けても、平成

２０年度産米の準備に入られる前に調整をしたいなというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 暫時休憩いたします。再開を３時といたします。 

            （午後２時４３分 休憩） 

            （午後３時００分 再開） 

○議長（林  克君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、通告第１３号、第７番、川口東洋君。 

○７番（川口東洋君） ７番、川口でございます。エコ推進車の増車ということで質問を

いたします。 

 昨日の国会、非常に私、最近残念に思っておりますのが、中央へ出ていっていただく政

治家の皆さん方にどうしてこうも日本国の国民のそれぞれの人間性をたっとんだしっかり

とした社会をつくっていこうとする哲学を忘れ去ってしまった中央の政治家の人たちが…

…。本当にむなしい思いをして、きのうのニュースを見ておったわけでございます。憲政

史上初の首相の問責決議案ということのようでございますが、散会後の福田総理のテレビ

のインタビューでは、私が最大の被害者なのですよというふうに言ってはりましたね。で

も、もっと大きいのは国民かなというふうにしゃべっておられたのを聞いたわけでござい

ますが、早速、本日は衆議院で信任決議案がなされるということでございますが、もうち

ょっとやっぱり中央で政治を動かす人たちに先ほど申し上げました哲学の心を持ってほし

いという思いが大きゅうございまして、非常にむなしい気持ちがしてまいるわけでござい

ます。 

 こんな無責任な時代というのですか、仕組みとして勝ち組と負け組がいて当然だとうそ

ぶいた小泉さんが本当は問責されるべきかなというふうにも思いますけれども、本当は違

うでしょうね、中央官僚で今騒がせている人たちが問責決議を受けるべき人たちなのでし

ょうね。 

 そこで、ちょっと先ほども出ておりましたけれども、野洲川斎苑は好評のうちに運用を

されているというふうに思っています。私、同じ町内の先輩の方のお通夜に守山のホール

に出席をしておりましたときに、同じ市内の長老の方から、いいのができたらしいじゃな

いか、川口さん、わし、ぜひともあそこでお世話になりたいから予約できないだろうかと

いうふうにおっしゃっていたのを今思い出しておりますのです。先だって、私は斎苑へ行
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ってまいりました。私は、事務組合の議員は経験はさせていただいたのですが、今は議員

ではございません。受付、事務室へ行って、予約に来たけどどれぐらいの割引になるのだ

ろうなという話をしました。えっと言って問い直されたのですけど、違約金はどうなるの

だろうということに話がそれまして、本人が申し込んでおいてもう焼いてもらっているの

だから違約金は払わないというふうに答えたりしておったのを今思い出しているのですけ

れども。 

 今申し上げましたように、非常に市民の皆様方には、逝かれた人には聞けないわけでご

ざいますけれども、おおむね評判はいいように伺っています。局長に聞いておりましたら、

おおむね１２人の方をこれまでにここでお世話させていただきましたというふうに答えて

おられました。私、多くを耳にするのが運用の幅を広げてもらえないだろうかということ

ですね。どういうことかというふうにお聞きしたら、お通夜、それから告別式、それと西

日本方面でよく使われる盆たたきとか、特にお葬儀の後は仕上げというふうに言われてお

るということですが、そういうときにもささやかな仕上げの席も設けられるように工夫し

てもらえないだろうかというのがその方の希望でございました。 

 そこで、私は質問に書いておりました。言える立場と違うかもしれませんけれども、一

つぜひとも事務組合の片方の自治体として、地理的な問題、課題がございますから、葬儀

に参列される方の利便を図るためにぜひエコ推進のバスを使うように提案をしていただき

たいということで質問を申し上げるわけでございますので、よろしくお願いをいたします。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、川口議員のエコ推進車の増車ということでご

ざいます。今、話もございましたように、柔軟な運営ということでございますが、お答え

をさせていただきたいと思います。 

 野洲川斎苑につきましては、厳粛な中にも明るく、安らぎがあり、人生の終えんを迎え

るにふさわしい施設として、平成１４年４月から開苑をいたしております。利用者からは、

運営やサービスに対し満足いただいていることと考えてございます。また、当初からの計

画であった葬祭棟につきましても、本年４月から供用し、順調に運営をされているところ

でございます。 

 この運営方法につきましては、運営主体であります守山野洲行政事務組合において運営

方法等を決定されているところでございます。ご提案の送迎サービスについてでございま

すが、現在は計画をされていないということでご理解を賜りたいと思います。 
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 なお、ご提案の中で、送迎バスの運行が可能であればということで、エコ推進バスとい

うことでございますが、これは勝手な私どもの解釈で、ＢＤＦの燃料を使用した自動車の

推進というご提案であるという理解の上でご答弁をしたいのですけども、本市におきまし

ては、ＢＤＦの使用により環境負荷を減らすことが有効であることは十分認識をしている

ところでございます。既に、市の公用車、環境課が所管しておりますエコライフ推進車、

トラックでございますが、これにつきましては環境基本計画においててんぷら油のＢＤＦ

化を提唱しており、今後とも環境に配慮いたしました取り組みを図っていきたいというこ

とを考えてございますので、よろしくご理解をいただきたいと思います。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（林  克君） 川口東洋君。 

○７番（川口東洋君） 皆さん方の中で、ＫＢＳ、京都テレビの画面の中で、東寺の塔を

バックにしておばあちゃんたちが、私、市バスを動かしているのよと言っておられるコマ

ーシャルを見られた方があろうというふうに思います。私も、ちょっと気になっておりま

したので、京都市の担当、環境局のまち美化推進課というところがありまして、そこへ問

い合わせました。そして、結局、交通局でわかったことなのですが、京都市で保有をして

いる７６５台中の９３台で、今、申されましたＢＤＦを利用しておると。 

 ただし、これ、私、国は非常に卑怯だというふうに思うのですが、ＢＤＦ１００％と違

いますよね。軽油８０とＢＤＦを２０の割合で混合をして運行をしているというふうにお

っしゃっていました。ですから、経済的あるいは効率的には変化はないということでござ

いますが、そこに、そういう形でありますから、国は軽油引取税をかぶせてくるわけです

よね。せっかく市民が開発をしてやっている油に対してそうした税金をかけてくる国のや

り方というのは非常につらいところがあるなというふうに私は実感をしているわけでござ

います。 

 私、何で今、事務組合でそういうことを提案して下さいということを尋ねたかと申しま

すと、ご存知のとおり、守山市さんでも、ＪＲの守山駅から琵琶湖大橋を通って湖西線の

堅田へ出るバスを契約して動かしておられますね。これは我がまちのあやめに営業所を置

いておられるところと契約をしておられるというふうに伺いました。近江バスかなという

ふうに思ったのですが、実は、江若バスと湖国バスですか、そういうところと契約してお

られるということでありましたけれども、私、今、部長の回答にございましたエコ推進の

トラックを借りまして、偶数月の第４土曜日が私の担当になっております。野洲市内にご
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ざいますごみステーションとか、あるいは自治会で、行畑、近江冨士、それから市三宅で

お世話をいただいて、タンクに集めておいていただきますね。あのタンクは野洲病院が透

析のために利用をする薬を入れる空きタンクを提供いただいて使わせてもらっているわけ

でございますけれども。 

 もう少し、ＢＤＦに対する市としての評価、見解も尋ねたいところでありましたのです

が、それはまた別の機会に尋ねることとして、今、私は国がやっている非常に卑怯なと言

うのですか、何かせっかく国民が開発したものに対して税金をかけてくるその姿勢にちょ

っと腹を立てながら質問をしているわけでございますが、先だって野洲町時代に高島と共

同で環境サミットというのを開催されたと思います。今申し上げました守山市さんはそう

いう形でやっておいでになりますが、あやめの営業所には、豊郷で廃食油からＢＤＦを生

成しているプラントを持っておられる油藤さんですか、そういう会社にお世話になってい

るようでございまして、私が集めた油が具体的にリットル当たり何リットルのＢＤＦにな

るのかということはまだ追求して調べるところまでは行っていないわけでございますけれ

ども、そういうつながりがございますから、行政事務組合に対しましても提案しやすいだ

ろうという気持ちで今、質問を申し上げているところでございますが、今申し上げました

高島市には各部門を通じて１０台のエコ推進車を保有して運用しておられるということを

伺ったところであります。 

 京都の交通局では、効率的には、あるいは運行上もそう大して変化はない、ただ税金が

かかっているのだということで、市の事業でやっているということと、エンジンのオイル

交換をまめに行う程度で今やっているのですという担当の方のお話がありました。ですか

ら、市としてはＢＤＦの評価と共に、エコ推進車をどうふやしていくかについても、ひょ

っとしたら考えとか方針がおありかもしれませんから、もしついでに答えられるようでし

たら、そのことについても教えていただければというふうに思っています。 

 ＫＢＳのおばあちゃんたちの誇らしい会話が非常にほほ笑みをもって見ることができた。

皆様方の感想はどうかはわかりませんけれども、専門家の先輩に尋ねますと、わざわざ菜

種を栽培をしてＢＤＦをつくることについては経済的にはいろいろな問題点があるのだと

いうことをかつて私、指摘を受けたことがございます。その後、詳しい話は伺いに行って

いなかったのですが、国としては、サトウキビや稲わらでアルコール系の燃料をつくって

いこうというのがどうも方針のように思うのですけれども、これからのＢＤＦの扱いを我

がまちとしてはどういうふうに考えておられるか、もし答えられたらお願いをしたい。 
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 以上であります。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、川口議員の再質問にお答えをしたいと思いま

す。 

 まず、川口議員の今話の中にありました、廃食油の回収につきまして、川口議員も、た

しかエコロジーマーケットやすの会ですか、それで回収をしていただいているということ

は認識をいたしております。ありがとうございます。 

 それと、この回収の件ですけども、市といたしまして、市内には１２カ所の回収ボック

スを設置をしてございます。それについて回収をしておりまして、平成１９年度でいきま

すと、３，４００リットル程度回収をいたしております。そういう実績がございます。そ

して、給食センターでもやっていただいているように聞いております。 

 それと、先ほど話がありました、環境自治体会議は平成１３年に新旭町と旧野洲町で共

同開催で実施をいたしまして、確かに高島市については、廃食油の生成装置、簡単な簡易

的なものでございますが、あるようにも聞いてございますし、エコ推進車が１０台も導入

されているというのはちょっと存じ上げませんでしたけども、かなり環境に対して進めて

おられるということは認識をいたしております。今後のＢＤＦのあり方につきましては、

環境基本計画にもうたっておりますので、それに沿って進めていくものになろうとは思い

ます。 

 それと、この燃料につきましては、メンテナンスといいますか、やはり先ほど話があり

ましたように、一定軽油をまぜないと故障になりやすいといいますか詰まりやすい、そう

いう欠点もございまして、市ではまだ１台、エコライフ推進車だけの導入ということにな

ってございますが、そういう課題もあるということはご認識をいただきたいというふうに

思います。 

 ただ、先ほど言いました環境基本計画にもそういうことを提唱もしておりますことから、

実は、市内の委託収集業者２業者でございますが、そのごみ収集車がございますが、今、

協議もしておりますが、でき得れば今年度中に２社の１台ずつでもこのＢＤＦの燃料を使

った運行をしていただけないかというふうなことも協議を進めております。ただ、ＢＤＦ

５％ということです。やはり、先ほど言いましたように、詰まりやすいとかいう欠点とい

いますか課題もございますのでそういうようなことで進めていこうという話を今させてい

ただいておりますので、まだ結論には至ってございませんので、そういうことも進めてお
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るということでご理解をいただきたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○議長（林  克君） 川口東洋君。 

○７番（川口東洋君） ぜひスムースに事業が提案していただいたのが進むように望んで

おきたいというふうに思いますが、先ほど申し上げましたように、京都の交通局の皆さん、

そしてから近江バスのあやめ営業所さんの担当の方のお話にも共通してございましたが、

効率上は特に変化はないけれども、ただ、オイル交換を小まめにやっておりますというこ

とでありましたから、それを除けば立派に役に立っているものなのだというふうに理解を

しておりますので、私ごとになるかもしれませんけれども、そうして役に立てればまた頑

張ってやっていけるなというふうに思っています。実際に環境に対してどういうことにな

っていくのかはまたこれからの勉強にしたいと思います。 

○議長（林  克君） 次に、通告第１４号、第２２番、荒川泰宏君。 

○２２番（荒川泰宏君） 第２２番、荒川泰宏です。私は、平成２０年６月定例議会の一

般質問にあたり、野洲市学校給食センターがトレーニング期間を含め大よそ１年になるこ

とから、検証すると共に、今後このセンターがますます充実されることを望み、質問をい

たします。 

 まず冒頭に、野洲市学校給食センターが当初の計画どおり給食を各校園に配送され子ど

もたちにほぼ好評である裏には、センターで調理をいただく栄養士さん、職員の方々の業

務があり、そのことをねぎらいますと共に、建設にあたり貴重な土地をご提供いただきま

した方々や地元自治会の皆様等のご理解とご協力をいただき、理事者を含め改めて感謝申

し上げるところでございます。 

 さて、学校給食が今日に至るまでにはさまざまな経過が旧野洲町時代にはありました。

振り返ってみますと、昭和２９年６月３日に学校給食法が制定されており、その第５条の

中で、地方公共団体は学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければならないと

うたわれています。このことから、全国各地で各小学校、中学校等の給食が行われてきた

ところであります。当時、野洲町内の２つの中学校では、このセンターができる以前はミ

ルク給食であり、保護者等が生徒たちにつくってあげる愛情弁当を持参しての昼食であり

ましたが、平成時代に入ってきますと、少子高齢化、女性の社会進出が進み、当時の橋本

教育長の表現による、保護者等が愛情弁当をつくってあげるのが難しい時代に変わってき

ました。このことから、私は、平成１６年の３月定例議会の一般質問で中学校給食の完全
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実施について質問をいたしましたところ、中主町と野洲町の合併において中学校給食の実

施は重要課題として取り上げ、合併協議会で検討、協議しているとのことでありましたが、

前向きな回答から関係者のご努力で今日に至ってきたところであります。 

 これらの経緯を踏まえ、野洲市学校給食センターの現状等を検証する上で、次の質問を

いたします。 

 まず、センターの建設にあたり、給食の基本的な考え方は、豊かな人間性をはぐくむま

ちづくりを目指し、完全ドライシステム化、調理過程ごとに区分された施設配置を行い、

学校給食の衛生管理の基準に適合した施設の整備を行い、昼食調理のみの施設にとどまら

ず、文字どおり食育の中心となり、地産地消の推進をはじめ、食に関する施策や情報の発

信基地として広く市民や子どもたちに愛され、親しまれる施設を目指すとされています。 

 そこで、第１点目に、センターの設備関係についてでありますが、当初の計画どおりの

厨房設備で十分であるかであります。聞くところによりますと、室内の風道から結露が生

じ、調理中の油にその結露が落下し調理者が軽いやけどを負ったとのことであります。こ

の事象も含め、見直すべきところは早急に検討する箇所が生じていると思われますが、そ

の対策を伺います。 

 第２点目に、運営上の点でありますが、給食の献立やカロリー計算等を管理する栄養士

の体制や職員と要員の稼動はスムースに行われているのか、栄養士の要員は十分なのか、

伺います。 

 第３点目に、食材の仕入れ等についてでありますが、地産地消を推進すると基本的な考

え方をしていますが、現状はどのような状態であるのか。市内産の場合は数量がそろわな

いと常々言われていますが、どのような状態になっているのか、特に市内産を使うにあた

り入札の考え方をどのようにしているのか、伺います。 

 第４点目に、ご承知のとおり、原油の高騰やエタノール生産のため外国から食材が国内

に入る量が減り、食材の値上げや燃料の値上げにより物価上昇中でありますが、そのよう

な中、当初の予算から相当な見直し等が想定されていますが、非常に心配しているところ

であります。どのような対策を考え、取り組まれてきたのかを伺います。 

 第５点目に、感謝の気持ちであります。食育を進める上で、残飯や残菜は完全になくす

ことは難しいと思いますが、どのような現状となっているのか伺います。 

 実は、私が子どものころは、野菜が大の苦手であり、母のつくってくれた食べ物を残し

た経験があります。しかしながら、それを克服したといいますか食べるようになりました
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のは焼き飯料理でありました。特に、ピーマン、ニンジンの嫌いな私にとりまして、細か

く刻まれたピーマン、ニンジンは何の抵抗もなく食べることができたものです。残菜が多

いのなら調理の工夫も必要と考えますが、見解を伺います。 

 今、地球上の人口は、１０年前には５３億人、いまや６６億人、そして８０億は近いう

ちに達すると言われています。また、一方で、現在、飢餓人口は８億から９億人と言われ

ています。子どもたちに食育指導を十分に展開されるよう提言し、検証をする上において、

質問いたします。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 荒川議員の給食センターの現状等につきましてお答えをいた

します。 

 まず、１点目の設備関係の課題、問題点でございますが、当初計画どおりの設備や機器

が設置されていますが、一部コンテナを洗浄室に戻す扉が狭いため、これを広げる計画を

進めております。また、当初計画での各消毒保管庫数も稼動後、クラス数、食材量による

学区数の増加などにより狭隘、不足気味であることから、工夫をしながら対応に努めてお

るところであります。 

 また、ご質問の中にありました直ちに対策を講じる必要がある厨房設備の関係につきま

しては、既決予算内で対応するなど、調理業務に支障を来さないよう取り組んでおります。

問題や課題は使用してみて初めて明らかになったことから、１年の瑕疵担保の中で対応で

きる不具合等については順次進めているところでございます。 

 次、２点目の栄養士等の人的な関係でございますが、現在、栄養教諭と栄養士２名が６，

０００食の給食管理と各校園での食に関する指導、調理師に対する衛生管理指導などに対

応しており、２人になったことから、諸課題を協議して決定し、業務をうまく分担されて

順調に業務を進めております。 

 ３点目の食材の仕入れ等についてでございますが、その中の地産地消の観点でございま

すが、学校給食におきましては、新給食センターが稼動してから、農協と会議を持ち、地

産地消の拡大を図っております。給食に使用する生の野菜の種類は約４４種類でございま

すが、このうち市内でつくられているものを１４種類程度考えており、新給食センターに

なる前の両センター下期の使用量約４，９００食分と新センターになってからの下期の使

用量約６，０００食分の野菜の使用量で比較しますと、旧センター時では５万９５５キロ

グラムに対しまして、新センター時では７万５，４５３キログラム、差し引き２万４，４
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５８キログラムの増加となっております。市内産で見ますと、１８年度下期の使用量は１

万３，７９０キログラムに対しまして、１９年度下期では２万４５６キログラム、市内産

利用量は６，６６６キログラムの増加となっております。今後も、農林水産課等関係機関

と協力しながら、増加に向け取り組みを進めていきたいと考えております。 

 それと、入札の関係でございますが、基本的には、食材等は入札により決定しておりま

す。それ以外には、単に価格のみの決定だけでなく、そのものがメインディッシュとなる

ものか具の一部になるものかにより、味とか色、価格等で決定をしております。なお、市

内産の使用を進めるため、随意契約による購入方法をとっており、市場価格を見ながら生

産者等と価格について協議を行い、購入をしております。 

 次に、４点目の今日の物価上昇における中において、年間予算との見通しでございます

が、米飯が自所炊飯になったことにより、旧野洲給食センター分の委託炊飯に係る加工賃

と新規中学校分に係るべき加工賃約２９．４円分が不要となり、その不要となった額が他

の食材購入に回せることから、現在、４月から６月の３カ月間の材料が決定しております

が、それぞれ計画賄い材料費内で対応できております。月々の賄い材料費は少し抑え目に

計画しておりまして、今後、現状を超える物価上昇がない限り対応できると考えておりま

す。 

 次に、５点目の残菜量と解決策でございますが、残菜は、４月、５月の平均で１日１人

当たり約４７．６グラムでございました。献立によって食べ残しの量に違いがあり、米飯

については、まぜご飯やカレーライス、ハヤシライスの日はご飯の食べ残しが少なく、白

ごはんあるいは麦ご飯の日は食べ残しが多いという実態がございます。解決策の１つとし

て、昨年１月の給食週間中に食べ残しゼロの日を設け、つくっていただいている方や食べ

物の命、毎日食べることができることに感謝して食べようと各学級で指導をいたしました。

子どもたちが意識して給食を食べた結果、この日の食べ残しは１人当たり１５グラムと通

常よりも少なくなりました。今後も、このような機会を定期的に設けることで意識付けを

行っていきたいと考えております。また、調理方法の工夫や類似の献立が続かないように

配慮したり食材の切り方の工夫をするなど、対策を講じていきたいと考えております。 

 以上、ご答弁とさせていただきます。 

○議長（林  克君） 荒川泰宏君。 

○２２番（荒川泰宏君） それでは、再質問をいたします。 

 私は、野洲市のまちづくりにおきまして給食センターの充実は大きな意味があると考え
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ております。それは、本市が豊かな人間性をはぐくむまちづくりを目指しているからであ

ります。 

 以前に、ＩＢＭの社員の方々がなぜ野洲に居住されないのか尋ねましたところ、教育の

環境と言われました。そのことはこの方だけでなく多くの社員の皆さんも言われたと聞き

ます。教育の環境と一口に言いましても、学習だけでなく、さまざまなことが考えられま

すが、当時、中学校はミルク給食であったということも１つの要因であったと思われます。

近隣の市では、財政難から給食を見直されるところもあるようでございますけども、グレ

ードの高いまちづくりを構築することは必要であり、コスト意識を持って経営が望まれる

ところでございます。 

 それではまず、設備関係でありますけども、回答されました改善を必要とする箇所、機

械については、十分な検討をいただき取り組まれていただきたいと思います。特に、安全

対策につきましては、十分に検討され取り組まれたい、このような思いです。 

 なお、先ほどの安全の対策の問題でございますが、去る６月７日にファックスにて野洲

市学校給食センターで嘱託調理員の方の事故が生じた旨の報告をいただきましたが、安全

対策上、その後の取り組みについて再度お尋ねをいたします。 

 人的な関係でございますが、来月からいよいよ夏休みに入りますが、その期間中の要員

はどのようにされるのか。効率的な人員配置を求めますが、見解を伺います。 

 ３点目に、地産地消をすることは、一方で、県外等からの食材搬入等に伴いＣＯ２の削

減にもなると滋賀県の広報紙でも推奨をされているところでございます。このことからも、

うまくかみ合うならば積極的に取り組んでいただきたいところでございますが、その見解

も伺います。 

 ４点目に、今日の物価上昇は思いもよらぬスピードとなっておるところでございます。

そのような中で、事務方にて知恵を絞りながらいろいろやり繰りをされていることに慰労

申し上げますが、しかしながら一方で、給食費の滞納等により食材に影響が出ては不合理

であると考えます。各校園の平成１９年度末におきます滞納につきましては、どのような

状態になっておるのか、再度お尋ねをいたします。 

 ５点目に、残菜、残飯の対策の１つに、生徒たちに汗をかいて給食をつくっていただい

ている姿を見ていただくのも１つの対策かもしれませんが、少しでも残菜等が減るように

取り組みを強化されたいと思いますが、その考えを伺います。 

 以上です。 
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○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 荒川議員の再質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の６月６日に起こりました給食センターでの事故でございますけども、議

員の皆様方には６月７日にファックスを送らせていただいております。ファックスで事前

にご承知おきいただいていると思いますけども、６月６日の午前９時４０分ごろに、嘱託

調理員が事故を起こしております。野菜の裁断機の洗浄を行っていた際に発生したもので、

機械を動かしたままで洗浄を行ったことによる事故でございます。手順どおり機械をとめ

て刃を外していれば確実に防げた事故でなかったかなというふうに思っております。いず

れにいたしましても、手順が守れていなかった初歩的なミスによるものでございますが、

その監督責任を痛感しているところでございます。心からおわび申し上げたいと思います。

また、週明けの月曜日には、機械の使用とか洗浄等につきまして改めて全職員に定まった

手順の遵守を指示しておりますので、その点、よろしくお願い申し上げます。 

 それから、２点目の夏休みの効率的な職員の配置といいますか、その辺のご質問だった

と思います。夏休みにつきましては、給食センターでは幼稚園の長時間保育、中主幼稚園

がございますけども、そういったことで全くとめることはできません。そういった対応は

要るのですけども、現在、嘱託職員が３０人ほどおります。その方たちにつきましては、

基本的には人数を絞りまして効率的に運営をしていきたいというふうに思っております。 

 ３点目の地産地消の積極的な活用でございますけども、野菜につきましては、どうして

も露地野菜が多くございますので、一気に同じ種類の野菜を購入しても、調理できない、

多過ぎるということがございますので、米の方につきましては、先ほど藤下議員の方でご

答弁申し上げておりますように、もう少し積極的に検討をしていきたいなというふうに思

っております。 

 それから、給食費の滞納関係でございますけども、幼稚園と小中学校の学校給食負担金

の未納につきましては、平成１８年度以前のいわゆる過年度分についてでございますが、

平成１９年度分に過年度分のうち３２件分、４３万７，２３５円を収納しておりますけれ

ども、まだ合計で２１５万６，７２０円の未納となっておりまして、その件数は９８件で

ございます。過年度分の収納率は１６．８５％でございました。その未納額の内訳は、幼

稚園が１件で１万５００円、小学校が８３件で１８６万１，７２０円、中学校が１４件で

２８万４，５００円でございました。また、平成１９年度のいわゆる現年度分につきまし

ては、収納率が９９．４５％で、未納額の合計は５４件で９７万４，０５１円となってお
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ります。現年度分の未納の額の内訳は、幼稚園が１件で１，６１１円、小学校が２７件で

５９万４，４００円、中学校が２６件で３７万８，０４０円でございました。その結果、

未納額の総額は、１９年度末で合計１５２件で３１３万７７１円となっているところでご

ざいます。 

 この対策としましては、現年度分をはじめ過年度分の徴収にあたりましては、納入を促

すための文書とか、あるいは電話、面談による督促をしました結果、特に過年度分につき

ましては一定の徴収はできたというふうに認識をしておりますけども、２０年度におきま

してはより積極的な徴収体制をとっていきたいなというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 荒川泰宏君。 

○２２番（荒川泰宏君） 数点にわたる質問に対しまして明快な回答をいただき、ありが

とうございます。特に、最後の滞納につきましては、２０年度は強固な徴収体制をとると

いうことでございますので、ぜひ納得のできる体制をとっていただきたいと思います。 

 それと、１年間の検証にあたりまして、最後の質問でございますけども、現在の運営を

通しまして、直営でなくても部分的な委託ということが可能なのかどうか、また一部民営

とかいうような考え方はこの１年間の中で検討はされてきておるのかどうか、それにつき

ましてのご回答をお願いいたします。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 再質問の方にお答えをさせていただきます。 

 給食センターの運営の中で部分的な委託とか民営化の関係でございますけども、既に財

政健全化計画の方で２２年度に部分的な点について委託をしていこうという方向が定まっ

ております、全面的な民間委託ではございませんが。それにつきましては、実は、給食セ

ンターもまだ１年弱でございますけども、日常の業務に追われておりまして、どの部分を

委託していくか、もう少し詰まっておりません。１年過ぎまして一段落していった段階で

具体的に検討していきたいなというふうに思っております。 

○議長（林  克君） 次に、通告第１５号、第３番、梶山幾世君。 

○３番（梶山幾世君） ３番、梶山幾世でございます。平成２０年度６月定例会において、

私は次の３件の質問をさせていただきます。 

 まずはじめに、女性の健康サポートについてお伺いいたします。 

 少子高齢化の進展による社会構造の急激な変化に伴い、女性のライフサイクルも大きく
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変化してきております。女性の社会進出がますます進んでいくことが予測される中、女性

をトータル的な視野でサポートし女性が抱える不安を解消することは日本の社会の活性化

につながります。 

 日本では今年から、女性が生涯を通じて健康で充実した日々を過ごすことを支援するた

め、３月１日から３月１８日までを女性の健康週間として、社会全体が一体となってさま

ざまな活動を展開することとなりました。女性が健康で教育が受けられ、安心して生活が

できる基盤があること、そしてあらゆる分野で持てる力を発揮できる社会をつくっていく

ことは、女性だけではなく、男性にとっても重要であります。世界の指導者は、２００５

年世界サミットの最終文書で、男女平等とあらゆる人々の人権保障が開発、平和、安全保

障の実現に欠かせないことを再確認しております。 

 女性の生涯を支える視点から、体系的な政策を実施していくことが重要と考え、次の点

をお伺いいたします。 

 まず１点目、女性専門外来の設置についてお伺いいたします。 

 男女の性差に配慮した医療の取り組みは大変重要であります。また、女性特有の病気に

ついて、じっくり相談して治療も受けたいなど、たくさんの要望をいただいております。

以前にも質問させていただき、野洲病院の産婦人科に設置されておりましたが、そのとき

は利用者から大変喜びの声が上がっておりましたが、現在はいつの間にか設置が外されて

おります。今後の取り組みについて、考えをお伺いいたします。 

 次、２点目といたしまして、女性総合カウンセリング窓口の設置についてお伺いいたし

ます。 

 公明党女性局の行った調査によりますと、２０代、３０代の女性の多くが、健康の不安、

いつでも健康診断が受けられる体制をつくってほしい、職場での人間関係に悩んでいるが

気軽に相談できる場所がない、子育てしながら働ける職場が少ないなど、不安や心配を抱

えている結果があらわれております。 

 そこで、若い女性が気軽に安心して相談でき、またその解決のための具体的なアドバイ

スをしたり専門家を紹介する女性総合カウンセリング窓口の設置を提案したいと思います。

さらに、仕事や居住場所の関係などでなかなか窓口に行けない女性のために、インターネ

ットを利用して相談できる体制も重要と考えますが、見解をお伺いいたします。 

 ３点目に、乳がん検診の充実についてお伺いいたします。 

 国の２０年度予算では、乳がん検診に対し、例えば、マンモグラフィー検診従事者研修
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事業やマンモグラフィー検診の診断精度を維持・向上させるためのマンモグラフィー検診

遠隔診断支援モデル事業や検診後の精密検査における精度向上を図るための乳がん用マン

モコイル緊急整備事業などに対しても予算を組んでおります。 

 こうした中、マンモグラフィー検診の導入により早期発見・早期治療で生命が助かって

いる方がふえてきましたが、まだまだ女性の乳がんの死亡率は高くなっております。乳が

ん検診の受診率向上、検診の充実について見解をお伺いいたします。 

 ４点目に、健康パスポートの発行についてお伺いいたします。 

 女性の生涯にわたる健康増進について、女性の一生を通して予防接種、病歴、治療歴、

出産、がんなどの検診等の記録が記載できる健康パスポートの発行を提案したいと思いま

す。 

 ヨーロッパ在住の日本人女性が出産する際に、医師から、安全な出産のため、これまで

受けた予防接種、病歴の記録の提示を求められたという話を聞きました。その国では、生

まれてからの健康に関する記録を１冊の手帳として持っていて、妊娠、出産のときに情報

を見ながら医療を受けているということです。特に、結婚をし家庭に入った女性の場合、

定期的に検診を受ける機会は少なく、受診した場合でも、検診結果の管理・保管は個人に

任され、十分な管理ができていない例も見られております。女性の健康パスポートには、

予防接種、病歴、治療歴、出産、検診、健康診断などの記録を記載し、安全な出産や女性

特有の病気の予防に役立つものと考えます。男女を問わず、一人ひとりの健康パスポート

を持つべきだと思いますが、まずは妊娠、出産など大きな使命を持つ女性から取り組んで

はどうかと考えますが、見解をお伺いいたします。 

 次に、学校のアレルギー疾患に対する取り組みについてお伺いいたします。 

 文部科学省が監修し学校保健会が作成した「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガ

イドライン」が今年４月以降、全国の教育委員会、学校などに配付され、アレルギー疾患

のある子どもたちを学校や国でどう支えるかという視点での取り組みを現場に促しており

ます。 

 アレルギー医療の現状を患者の視点から見ると、医療機関を選択する情報もなく、たま

たま受診した医師の資質によって治療やその後の生活が大きく左右され、学校生活などで

著しいＱＯＬ、生活の質の格差を生んでいるとのことです。また、医療の混乱に付け込ん

だ不適切な民間療法やいわゆるアトピービジネスに取り込まれる人も後を絶たないことか

ら、学校、地域などで適切な治療につなげる連携体制の構築が急がれております。 
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 具体的には、学校、幼稚園、保育所などでの健康診断や、学校を中心に疾患を理解し自

己管理を可能にする健康教育の実施、さらに、医療機関でぜんそくの治療を受けているに

も関わらずたびたび呼吸困難発作を起こす、いつまでも体育の授業に参加できない、学校

行事に参加できない、また医療機関を受診しているにも関わらずアトピー性皮膚炎が好転

しない、食物アレルギーで食べられるものがほとんどない等、適切とは言えない治療を受

けている子どもたちを専門医療機関につなげるシステムを構築する必要があり、国も体制

づくりに取り組み、関係機関に発出しております。 

 そこで、質問させていただきます。 

 まず１点目、アレルギー疾患の有病率の実態と、中でも重い症状であるアナフィラキシ

ーを起こす子どもたちはどのくらいいるのでしょうか。学校での必要な対応をどのように

行っていくのか、基本的な方針をまず伺います。 

 ２点目、ぜんそくを持つ子どもの対応について。 

 ぜんそくは、かつては呼吸困難発作をおさめる我慢の治療から発作を起こさない治療へ

と大きく変わっております。日本小児アレルギー学会がまとめた診療の指針である治療・

管理ガイドラインにも、スポーツを含め日常生活を普通に行うことができる、昼夜を通じ

て症状がない、学校を欠席しないことが掲げられるまでになっております。吸入治療のた

めの保健室の開放等、学校での適切な対応が必要と考えますが、見解をお伺いいたします。 

 ３点目、アレルギー疾患では、今、最も困っている人が多いのはアトピー性皮膚炎とさ

れています。多くの児童・生徒も絶えずかゆみによって学校生活が障害されているだけで

はなく、外見からいじめの標的にされ、クラスメートの「汚い」などという心ない言葉に

傷ついて、不登校、引きこもりの原因にもなっているようです。アトピー性皮膚炎の治療

は、皮膚を清潔に保つスキンケアと症状の強さに応じた軟こう治療があります。夏場や体

育授業等でかいた汗対策、プールの塩素対策等、保健室への温水シャワーの設置・活用が

必要と考えますが、見解をお伺いいたします。 

 最後に、地球温暖化対策推進法改正による取り組みについてお伺いいたします。 

 ７月７日から北海道・洞爺湖サミットが開かれ、そこでは地球温暖化対策をはじめ環境

問題が大きなテーマとなっております。第１６９回通常国会で、地球温暖化対策推進法改

正が成立いたしました。この法律は、平成９年の京都議定書の採択を受け、国、地方公共

団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組みを定めた環境

施策の基本となるものです。この改正のポイントとして、地方公共団体実行計画の充実を
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図るとあります。この計画の中には、自然エネルギーの導入や、企業、住民による省エネ

をはじめとした排出抑制策の強化、公共交通機関の整備・改善といった地域の実情に応じ

たよりきめ細かい内容を盛り込む内容となっております。 

 そこで、次の点をお伺いいたします。 

 まず１点目、地球温暖化対策実行計画の策定についての取り組みについてお伺いいたし

ます。 

 ２点目、身近な取り組みとして雨水対策、また道路への打ち水対策をしてはいかがでし

ょうか。 

 ３点目、エコバッグ推進のためレジ袋持参者へのポイント制度を導入している店もあり

ますが、さらに推進するためにレジ袋の有料化を考えてはと思いますが、見解をお伺いい

たします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） それでは、梶山議員の女性の健康のサポートについ

てのご質問にお答えをさせていただきます。 

 まず、１点目の女性専門外来についてですが、野洲病院では、女性専門外来として平成

１６年４月から１７年２月まで産婦人科外来で診療されておりました。しかし、その後、

女性専門外来として対応できる女性医師の確保が困難となったことで、内科、産婦人科に

配置の女性医師が必要に応じて相談窓口として対応をされておった状況です。 

 市としましては、野洲病院の女性専門外来が復活できるよう働きかけを行っております

が、平成１６年からの新たな医師臨床研修制度により、地域における医師確保が厳しい状

況が続いております。野洲病院におきましても同様、医師及び看護師の確保に苦慮されて

いる状況でございます。このことから、本市では、医師確保対策として本年度より医師確

保対策の補助金交付を行っているもので、野洲病院の努力もありまして、４月から産婦人

科医師２名が確保できると共に、この６月より女性の産婦人科医師の招聘が実ったもので

ございます。 

 なお、女性専門外来の復活には厳しい状況にありますが、国、県でいろいろと取り組み

もされておりますので、それらも踏まえながら、復活できるよう、野洲病院に引き続き要

請してまいりたいと考えております。 

 ２点目の総合カウンセリング窓口の設置についてですが、女性が気軽に安心して相談で
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きる総合的な窓口の設置は大切なことと考えております。現在、市では、野洲健康福祉セ

ンター、中主保健センター、各学区のコミュニティセンターなどでまず健康相談窓口を設

け、健康や育児に関することで住民の方々が気軽に相談いただけるよう努めているもので、

職場での悩み、また就労についても、関係課と連携し、問題解決に当たっております。 

 また、インターネット利用による相談ですが、市のホームページに相談窓口サイトの開

設なども考えられることですが、サイトの管理、対応など検討すべき課題も多いと、こう

いうことも考えておりますので、現時点では、電話また面談による相談に努めてまいりた

いと考えております。 

 なお、本年４月より市民のあらゆる生活課題への総合相談窓口として市民生活相談室を

開設したもので、関係課と連携しながら、専門家の方々などを紹介するなど、各種相談支

援に取り組んでいるところでございます。 

 ３点目の乳がん検診の充実についてですが、市では、平成１６年度からマンモグラフィ

ー検診を導入、年々検診への高まりが見られます。このことから、さらに多くの方が受診

していただけるよう、市の広報、ホームページ、チラシなどで検診の必要性などを広く周

知すると共に、４０歳、５０歳の節目の年齢の方への個別通知を実施し、受診者の増加を

図りたいと考えております。 

 ４点目の健康パスポートの発行についてでございますが、議員のご提案の女性の健康パ

スポートのように、一生を通しての健康の記録があるということは、その情報によって適

切な医療が受けられることにつながり、大変有効であると考えておりますが、現在、健康

に関する手帳としまして、妊娠から出産の経過、予防接種、発達の様子を記録できます母

子健康手帳、さらには、がん検診や健康診査を受けられた方には健康記録を記入いただけ

る健康手帳を配付をしております。これらの手帳は、母子保健法や健康増進法に交付が定

められておるものであり、この手帳を十分に活用することによって健康パスポートとして

の役割を果たしていけるものと考えております。このことから、まずは市民が既に持って

おられる健康手帳をもとに健康パスポートとして活用いただけるよう母子健康手帳の発行

時や乳幼児健診などの機会を通して周知してまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願い申し上げまして、以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 教育長。 

○教育長（大堀義治君） 梶山議員の学校のアレルギー疾患に対する取り組みについての

ご質問にお答えをいたします。 



 －196－

 議員よりご指摘がありました、学校保健会作成の「学校のアレルギー疾患に対する取り

組みガイドライン」につきましては、現在のところ、まだ配付されておりません。近々配

付される予定ですので、ご報告させていただきます。 

 まず、第１点目のアレルギー疾患有病率の実態についてでございますが、野洲市内の児

童・生徒全体から見ますと、食物アレルギーが２．２％、人数に直しますと９７人です。

そのうち、アナフィラキシー０．１３％、人数は６人います。また、その他のアレルギー

では、ぜんそく４．４％、人数は１９３人、アトピー性皮膚炎６．１％、人数は２６８人

でございます。どのアレルギー疾患も、対応を間違うと命に関わる重大な問題であります

ことから、学校では、事前に調査をし実態把握を行い、担任、養護教諭はもちろんのこと、

全教職員の共通理解を図っております。また、学校給食においては、保護者の要望に応じ

て、主食、副食、牛乳の停止、献立材料表と加工食品の原料配合表を事前に知らせるなど、

家庭と連携を図りながら個々の症状に応じた対応をしております。 

 次に、２点目のぜんそくを持つ子どもに対しましては、毎日の健康観察を綿密にし、軽

い発作の場合は保健室でゆっくり休ませ、回復を待つようにしています。ひどい発作の場

合は、学校では医療行為ができませんので、直ちに保護者に連絡をし、病院受診を行うこ

とを基本にしております。 

 ３点目のアトピー性皮膚炎の関係でございますが、食物アレルギー、ぜんそくに比べま

すと、アトピー性皮膚炎の有病者率は高くなっており、各学校でも個々の症状に応じた対

応が求められております。体育の授業では、汗対策が必要で、小まめに着替えを進めたり、

夏場の水泳指導では、塩素の強い腰洗い槽は使用させない、授業後はシャワーでしっかり

体を洗わせるなど、十分配慮をしております。このことから、保健室に温水シャワーが必

要だとのご指摘でございますが、現在のところ、小学校６校に設置をされております。そ

して、活用をしております。議員にご心配いただいておりますアトピーによる引きこもり、

不登校、いじめは今のところ聞いておりませんが、アトピーは顔、手足等、目につきやす

いことから、今後も十分気を付けて指導をしていきたいと考えております。 

 いずれの疾患も、長期にわたり管理を要すること、場合によっては命に関わることから、

各家庭、医療機関と連携を図ると共に、教職員がこれらの疾患の特性について正しい知識

を持ち、細心の注意を図りながら取り組んでいけるよう、指導、支援をしていきたいと考

えております。 

 以上、答弁とさせてもらいます。 
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○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、梶山議員の地球温暖化対策推進法改正による

取り組みについてお答えさせていただきます。 

 １点目の地球温暖化対策実行計画の策定についての取り組みについてということでござ

います。 

 今回の地球温暖化対策推進法の改正において、都道府県並びに地方自治法で定める指定

都市及び特例市は、現在の地方公共団体実行計画で定める市町村の事務事業に関する温室

効果ガスの排出量の削減の他、新たに地域の自然的、社会的条件に応じて温室効果ガスの

排出の規制を行うための施策を追加する責務が定められましたが、直ちに野洲市に当計画

の策定の責務は発生してございません。 

 現在、市では、環境の保全に関する施策を総合的に推進する環境基本計画、また省エネ

ルギーの推進に向けた市民・事業者・行政の協働の取り組みを定めた省エネルギービジョ

ンを順次実施しておりますが、今後、地域の状況に応じた温室効果ガスの排出の抑制のた

め、市民及び事業者の実践可能な取り組みの推進について検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 ２点目の身近な取り組みとして、雨水対策、道路への打ち水対策についてお答えいたし

ます。 

 ご質問の雨水利用による水道水の利用削減や水の気化熱を利用した温度上昇を抑える対

策は、いずれも地球温暖化抑制につながる行動でございます。環境学習会等を通し、市民

が取り組む省エネ行動の一環として普及啓発を行いたいと考えております。 

 ３点目のエコバッグの推進のためのレジ袋の有料化についてのご質問にお答えをいたし

ます。 

 ごみの削減を目指した行動の一環として、レジ袋削減を目指す活動を現在、環境基本計

画のまち・くらし部会のプロジェクトとして取り組んでございます。このレジ袋削減の取

り組みは、消費者であります市民と事業者の販売店の相互理解がないと達成できないもの

でございます。それぞれ協力を求める必要があると思っております。また、昨年度におき

まして、市内販売店３６店舗へのごみ減量及びレジ袋削減に関するアンケート調査も行い

ました。また、環境に優しい買い物を広げるフォーラムも開催をしております。レジ袋削

減に向けた消費者と販売者の意見交換を行ったところでございます。今後、このような活

動の成果を取りまとめまして、買い物によるごみの減量及びレジ袋の削減を達成したいと
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考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（林  克君） 梶山幾世君。 

○３番（梶山幾世君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 まず、１点目の女性専門外来の設置についてでございますが、せっかく平成１６年から

１７年にかけて喜ばれて、本当に短期間の間でなくなったというのは非常に残念だったの

ですけれども、今回、先ほど答弁にもありましたように、この産婦人科が３月でなくなる

のではないかという、そういった不安の中で、行政と野洲病院の方も非常に努力していた

だきまして、先ほどありましたように、２名の確保ができ産婦人科が続行できるというこ

とと、また、６月１日付の読売新聞にも出ておりましたが、「野洲病院産科医常勤３人に、

患者の要望を受け女医１人増」ということで、非常に女性にとってうれしい記事が出てお

りました。この中にも、患者の方から女性医師を加えてほしいという要望が多かったこと

もあり増員を図ることにしたということで、今回の３名はいずれもキャリア１０年以上の

ベテランで、野洲病院は今後も産科診療の質をさらに高め地域に貢献していきたいとして

いるということで、こういった記事が出ておりまして、私も非常にありがたいなという思

いで拝見させていただいておりました。 

 せっかくこうして女性医師も確保していただき、充実した体制にしていただきましたの

で、今、非常に難しいという部長の答弁ではありましたけれども、早い復活を要求してい

ただき、女性、特に妊産婦、また高齢の女性の方もさまざまな女性独特の症状が出て、内

科とか、男性の医師では非常に相談に行きにくいということで、もう一度復活してほしい

という声もありますので、ぜひ早急に取り組んでいただきたいと思います。 

 ちなみに、県議会の２月議会の質問事項の中に女性専門外来の設置の状況がありまして、

その答弁を拝見しておりましたら、野洲病院が入っているのですね、この中に。現在、県

内で女性専門外来を開設している病院は、滋賀医科大学附属病院、湖南病院、野洲病院、

近江草津徳州会病院、近江八幡市立総合医療センターの５病院がございますと知事が答弁

されているのですけども、以前の状況で、今もあるというふうにとらえていただいてアピ

ールして下さっているようですけども、この答弁がかみ合うように、早急に皆さんに喜ん

でいただけるように、要望していただきたいと思います。 

 それから、２点目の女性総合カウンセリング窓口の設置について、今答弁がありました

ように、今の相談窓口は非常に充実させていただきまして、市民課をこの４月から総合相
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談窓口として、多くの方に相談しやすくなったという声は聞いております。非常に野洲市

のネットワーク体制がきちっとしておりまして、本当にそれぞれの各課の窓口に連携をと

っていただいて喜んでいただいておりますが、その中でも女性の方は、まだまだどこに相

談に行っていいかわからないとか、女性の健康に対する相談とか、女性が抱える介護の問

題とか子育ての問題とか夫に対する問題とかＤＶの問題とかさまざまありますが、女性が

抱える健康問題とあわせて、そういった諸課題を本当に安心して相談できる窓口がないと

いうふうに聞いております。私も、どこに相談したらいいのだろうということで電話で受

けることがよくあるのですが、内容を伺って、これは高齢福祉課に行って下さいとか、こ

れは健康福祉課に行って下さいとか、それぞれそこで伝えてあげてはいるのですけども、

やはりそういった女性総合のカウンセリングができる人を配置した総合窓口の設置があり

ますと、女性は本当に安心して、まずそこに行けばすべて自分が相談するところがわかる、

また丁寧に自分の話も聞いていただける。今であれば、市民課の総合相談窓口ではすぐに、

それはそちらですとかあちらですとかというふうに振り分けが一番なのですね。十分にそ

の方のカウンセリング的な機能まではする体制にはなっておりませんので、ぜひ女性総合

カウンセリング窓口という窓口を設置していただきたい。今、言っていただいた窓口があ

るのは十分承知いたしておりますが、再度私は必要だと思いますが、もう一度見解をお伺

いしたいと思います。 

 それから、乳がん検診。これ、私も２回目なのですけども、なかなかマンモグラフィー

の検診に行かなくちゃいけないけども行っていないという方が多いのですね。触診ではわ

からないし、触診でもわかるようになればある意味では手遅れの場合があるのですね。私

も、去年、初めてだったのですけども、マンモグラフィーの検診を受けて、引っかかった

のですね。引っかかって、再検査をすると、やっぱり摘出して調べなくてはいけないとい

うことで、摘出して悪性であれば全部リンパから取らなくちゃいけない、陽性であればそ

のままでいいということで、非常に私も不安を抱きながら数週間を過ごしたのですけれど

も、先生がおっしゃるのは、触るとやわらかいから多分陽性でしょう、これがかたいと悪

性の可能性があるということをおっしゃいました。私たち、触診でさわっても全然わから

ないのですね。やはり、かたいしこりがあって全部摘出しなければいけなくて、体の体型

が変わりますので、非常にそのことで悩んでおられる方も随分あります。 

 そういった早期発見・早期治療で、やはり、希望のある人生を歩んでいくためにも、マ

ンモグラフィーを受けておられる方の、広報でアピールしていくということですけども、
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実施状況とか実態を市民にアピールして、もっと受けていない方を引っ張り、自分の体を

守っていこうということで、もう少し市民を触発できる啓発をぜひしていただきたいと思

いますので、これはちょっと要望しておきます。 

 それから、もう一点の健康パスポートについてでございますが、今、健康パスポートに

かわるものがあるということで、母子健康手帳というのは妊娠してからですよね。妊産婦

の母子健康手帳。それから、健康手帳があるということで、私も以前、市の方で検診を受

けたときには健康手帳をいただいて、そこにすべて書き込むようになっていたのですけど

も、最近はどこも手にするところがないのですけども、どのぐらいこの健康手帳を配付さ

れているのですか。ここにおられる皆さん、お持ちなのでしょうかね。私、その辺がもう

一つ……。私自身も、そういう健康手帳に記録して、自分のデータを何かに記録している

というものが何もないのですね。やはり、これは徹底して皆さん健康手帳を持って、それ

に基づいて検診していくということが、毎回の検診とか、気づいていく、記録を確認して

いくということは大事だと思います。 

 そういう意味では、やはり生まれてから一生を通じての個人の乳幼児から……。乳幼児

は生まれてから母子健康手帳がありますけども、私のように子どもを産まない者は母子健

康手帳とか、ないのですね。やはり、誰にでも自分の健康手帳を持って自己管理できるよ

うなこういう健康パスポートというものはこれから考えていくべきではないかと思います。 

 今、この健康手帳を有効に使いたいということであれば、野洲市民がこの手帳を全員が

持って、自分の自己管理または検診の対象にしていくという取り組みが必要かと思うので

すけども、この健康手帳を健康パスポートとしてとらえるならば、その取り組みを再度お

伺いしたいと思います。 

 次に、学校のアレルギー疾患に対する取り組みについてということで、今、まだガイド

ラインがおりていないということで、新聞を見ておりましたら、５月２１日に県教委の方

に一斉に説明するということが出ておりました、全国で。多分、それからおりるのかもわ

かりませんね。はじめの新聞等によりますと、既に４月から配付されるということで出て

おりましたので、配付されていると思って教育委員会に伺いましたら、まだおりていない

ということでございました。ガイドラインには本当に詳しく各症状に合わせて取り組みが

書いてあるようですので、ぜひそれを活用していただきたいと思います。 

 特に、今回のデータ、全国平均が出ておりますが、野洲市の小学校、中学校の今のお話

を伺っておりましたら、大体平均的な数字になっております。合計でこれ、計算しますと、
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今ちょっと計算したのですけども、トータルで５６４人になるわけですね。こういう方た

ちがそれぞれ悩みを抱えて取り組んでおられるということで、本当に一人ひとりの症状に

合わせて少しでも早く回復できるような取り組みをこれから学校で取り組んでいただきた

いという思いで質問させていただきましたが、特に心配しておりますアナフィラキシーで

すね。これは、食物アレルギーによって急に発作を起こして、３０分以内にアドレナリン

を注射しないと命を落とすということで、この対策が非常に急がれているということで出

ておりました。 

 今回のガイドラインの中にも出ているそうですけども、この食物アレルギー、この文部

科学省の報告書によりますと、食物アレルギーの児童・生徒は全国に約３３万人、重いア

ナフィラキシー症状を起こす子は１万８，３００人、また全国の調査によると、平成１４、

１５年度の２年間で学校給食が原因でアレルギー症状を引き起こしたケースは６３７例あ

るということで、そのうち約５０例が命を脅かす可能性があったアナフィラキシーショッ

クまで起こしていたということで、今この６名おられる方の対応はどうされているのかち

ょっと答弁がなかったのですけども、これから３０分以内に発作が起きた場合はしなけれ

ばいけないということで、朗報なのですけども、この治療といたしまして、プレポスタル

ケア、病院に着く前に使うべき治療薬としてアドレナリン自己注射、エピペンという注射

器を学校で使うことが許可されたということで、病院まで行っている間に命を落とすケー

スがあるということで、これを学校の教諭、校長以下全員がこの講習を受けて使うように

してほしいという保護者の声を受けて、我が党の浜四津代表代行が質問されて実ったと聞

いているのですけども、このエピペンというのはキャップを外して太ももに当てるだけで

針が飛び出して簡単に注射できるものということで、これからぜひ、こういう６名の方も

いらっしゃいますので、ガイドラインが来て説明があった折には全員が受けて、すぐ対応

できるように、この６名の方が命を落とすことのないように取り組んでいただきたいと、

これは要望しておきます。 

 答弁の中で、アトピー対策のシャワー、６校に設置して活用ということですけども、私

も、まず北野小学校に行かせていただいて、保健室で見せていただきました。確かに、シ

ャワーは設備がありまして、先生に伺いましたら、このシャワーはお漏らしした人とか泥

んこ汚れで汚れた方しか使っていなくて、アトピー性の方たちの汗取りのシャワーには全

く使った例がありませんということでした。他の学校にも聞いていただきましたが、ほと

んどそういうことには使われていないということです。 
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 今、国の方は温水シャワーを学校に付けて使うように促しております。調査によります

と、全国で１５％ぐらいしか付いていないというデータがあります。そういう意味では、

我が市の各小学校に６校も全部付いているということは、本当に早い取り組みをして対応

して下さっているなと思いますが、残念ながら、今、教育長の答弁では活用しているとい

うことでしたけども、全く活用されていないようですので、保健医さんとか担当員の方が

アトピーの方に、自分では言いにくいと思いますので、やはり積極的に汗を流しに行こう

とか着替えようとかシャワー室に行こうとかいうふうに、時間の問題もあるかと思います

が、ぜひ取り組んでいただきたいと思います。ぜひまた、中学校には設置されていないよ

うですので中学校の設置を考えていただきたいと思いますが、その件の答弁をお願いした

いと思います。 

 それでは、最後になりますが、地球温暖化対策推進法改正による取り組みについて。 

 今の答弁をお伺いいたしましたが、政令市、中核市、特例市ということなので我が市は

計画を立てる責務がないという、何かすごく、指令があったらするのかという感じの取り

組みで、やはり答弁の言い方をもうちょっと前向きな答弁で、責務があるなしに関わらず、

そういう責務とかではなくて、この地球温暖化防止対策の独自の体制をメインに出してい

ただきたいなというふうに思いましたけれども。市と事業者と一体となって実行できるも

のから取り組んでいくということでありますが、その前に、自治体での実行計画等の策定

を既に改正前にするようになっておりますが、この計画と実行はどうなっているのか、聞

かせていただきたいと思います。 

 あと、雨水対策と打ち水対策、それはぜひまた検討して実施できるようにしていただき

たいと思います。 

 また、エコバッグ推進のレジ袋有料も、これも３６店舗に行かれているということです

ので、また協定を結んで、やはり有料であれば意識的に持っていこうかということにもな

ってきますし、大きく削減につながると思いますので、ぜひ前向きに店の方とも声をかけ

ながら取り組んでいただきたいと思います。 

 以上、答弁をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○議長（林  克君） 市民健康福祉部長。 

○市民健康福祉部長（新庄敏雅君） それでは、梶山議員の再質問にお答えをさせていた

だきます。 

 健康の相談の窓口ということで、先ほども申し上げました、市民相談窓口ができたとい
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うものの、どうも振り分けだけにとどまっているということなのですが、昨年から少し相

談員も１名ふえたということで、そこである程度やっぱり、カウンセリングとまでいかな

くても、しっかりと聞いてお答えできるような形でまずは進めていかなければならないと

考えておりますし、今おっしゃいましたように、健康を踏まえて、女性の方がご相談しや

すい場というのはやっぱりある意味では保健センターでやっています保健師とのご相談と

いうことで、常にもお電話等でもご相談を受けていますし、お越しいただければもちろん

いろんな面でご相談もさせていただくということですので、今後、その相談のあり方も市

民にも少し周知もするということも踏まえまして検討もしてまいりたいと考えております。 

 なお、健康パスポートということで、健康手帳も、検診を医療機関等に委託をしており

まして、そこに健康手帳を置かせていただいているということで、大体年間に１，３００

冊ぐらい出ておるのですけど、必ずしも全員の方がお持ちであるということもないという

こともありますので、その部分につきましては、実は今年度から、少し出ていたのですが、

６５歳以上の方には全員に生活機能評価をさせていただいて、アンケートが全部今度戻っ

てきていまして、２，０００名近くの方が少しアンケートの中で課題があるということで、

再度、精密というのか、やるということで。６５歳以上の方で何らかの形で体調に少し健

康上問題がある方につきましては、包括を含めて、保健所もそうなのですけども、これか

らは相談に乗っていくことには結果的に健康維持に努めていただくような形で取り組むよ

うになりましたし、各保健機関におきましても、特定健診という形で全員の方に、必ずし

も全員の方に受けていただけないものの、ご案内をして健診を受けていただく。受けてい

ただいた中で、メタボではないのですけども、そういう健診結果が次々精検する場合につ

きましては健康指導を図るということもありますので、そういう面も含めまして、今後、

これから始まる健診がございますので、その点で、今おっしゃるような健康を継続してそ

の方を見られるような、健康パスポートという形になるかはあれなのですけども、継続し

た形で健康づくりに役立てるような形で進めてまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願い申します。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 梶山議員の学校のアレルギー疾患の質問の中でのアトピー性

皮膚炎対策としましての中学校へのシャワー設置の関係でございますけども、現在対象と

なっている児童とか生徒、さらに保護者の意向を一度確認をさせていただきまして、内部
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調整をさせていただきたいなというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（林  克君） 総務部長。 

○総務部長（前田健司君） 梶山議員の再質問で、地球温暖化対策の実行計画の内容とそ

の進捗状況についてご質問をいただいたと思います。お答えをさせていただきます。 

 市で策定をしております野洲市地球温暖化対策実行計画につきましては、地球温暖化対

策の推進に関する法律第２１条第１項の規定に基づきまして、平成１９年度に策定をして

おります。この計画の期間につきましては、平成１９年度から２３年度までの５カ年でご

ざいまして、温室効果ガスの総排出量を平成１８年度を基準にいたしまして２０％以上削

減することを目標にしております。主な取り組み内容でございますが、事務事業における

電気、ガス、紙などの使用量の削減、また廃棄物の減量とリサイクルの推進、そして環境

に配慮した工事等の推進などでございます。 

 また、本計画の進捗管理につきましては、旧野洲町が平成１２年度に認証取得いたしま

した環境マネジメントシステム、ＩＳＯ１４００１によりまして点検評価を適正に行って

おりまして、年々着実に成果を上げてきているものと考えております。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（林  克君） 梶山幾世君。 

○３番（梶山幾世君） あと１分なので、最後に環境のことでちょっと提言したいと思い

ます。 

 きのう、クールアース・デーの創設をということで、公明党の太田昭宏代表と谷合青年

局長がクールアース・デーの日を定める署名運動を渡して、福田首相に要望をいたしまし

た。このクールアース・デーを創設して、さまざまな国でライトダウン、一斉に電気を消

していこうとかそういった取り組みが持たれます。このライトダウン運動によってかなり

の二酸化炭素が削減できるというふうになっておりますが、これが創設されますと、ぜひ

野洲市でも、７月７日をクールアース・デーとして地球温暖化防止対策の日と決めて、野

洲市民が危険のない程度にライトダウンをして、そしてこのクールアース・デーを全員が

取り組む日にしていったらと思いますが、これについて再度見解を求めて、私の質問を終

わります。 

○議長（林  克君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（岡野 勉君） それでは、梶山議員の再々質問の中で、クールアース・
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デーですね。申しわけございません、私もちょっと認識不足なもので答えられないところ

はございますが、６月５日は環境の日ということがあるのですが、それは知っておりまし

たけど、ちょっと認識不足で申しわけないのですけど、いずれにいたしましても、私ども、

野洲市になってから、いろんな方にお集まりいただいて環境基本計画もつくりました。そ

して今、プロジェクトもそれぞれ動いておりますし、市民参加でそのプロジェクトも推進

しているところでございますので、市民のそれぞれの方々、関心事も高うございますので、

今のご提案のあった件につきましてもまた担当課とも話し合いもしまして、ちょっと今、

環境課もオーバーワーク気味なのですけども、今のご提案も含めて所属内で話をしていた

だくように持っていきますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上で終わります。 

○議長（林  克君） 教育部長。 

○教育部長（東郷達雄君） 先ほどの荒川議員の学校給食センターに係ります再質問の中

で、私の方が、夏休み期間中、中主幼稚園の長時間保育、いわゆる預かり保育の給食業務

を行っていると申し上げましたのですけども、保育園の給食業務の間違いでございますの

で、おわびを申し上げ、訂正をお願いしたいと思います。 

○議長（林  克君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこれにてとどめ、延会したいと思います。これにご異議ございませんか。 

            （「異議なし」の声あり） 

○議長（林  克君） ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに

決定いたしました。 

 なお、明１３日は午前９時より本会議を再開し、本日に引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて延会いたします。どうもご苦労さんでした。（午後４時３９分 延会） 
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